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は じ め に 
 

 

福山市長  枝広 直幹  

 

我が国では，2025年（令和７年）に団塊の世

代が 75歳以上となり，2040年（令和 22年）には

団塊ジュニア世代も 65歳以上となります。併せ

て一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯，認知

症高齢者の増加などが見込まれています。  

本市においても，2035年（令和 17年）には要

介護（要支援）認定者がピークに達し，2040年

（令和 22年）には高齢化率が 34.1パーセントに

なるものと推計しています。  

これまで本市では，高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を

継続することができるよう「地域包括ケアシステム」の構築に取り組

み，地域に密着した介護サービスの基盤整備や，住民主体の通いの場

の整備を進めてきました。  

高齢化の急速な進行が見込まれる中，引き続き身近な地域で医療・

介護・介護予防・住まい・生活支援サービスを一体的に提供できる体

制の整備に取り組むとともに，「地域包括ケアシステム」を更に深化・

推進してまいります。  

この度策定した福山市高齢者保健福祉計画 2024は，前計画における

施策の実績評価と，今後の後期高齢者の増加に伴う認知症の人の増加

などを踏まえ， 2024年度（令和６年度）から３年間の高齢者を支援す

る各種施策や介護保険サービスの提供体制の整備に関する方向性を

示すものです。  

人生 100年時代を見据え，高齢者が自身の体力や能力に応じて活躍

できる場の創出を促進し，健康寿命の延伸を推進するとともに，安定

した介護サービスを提供することで「高齢者の人権が尊重され，健や

かで，自立し，安心して暮らせる共生のまち福山」の実現に全力で取

り組んでまいります。  

終わりに，本計画の策定に当たり，貴重な御意見や多大なる御協力

をいただきました多くの皆様に厚くお礼申し上げます。  

 

2024年（令和６年）３月  
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第１章 計画策定に当たって 

１ 計画の趣旨等 

（１）計画策定の趣旨 

我が国の総人口は，2022年（令和４年)10月１日現在，１億2,494万７千人で，12年連続で

減少幅が拡大しています。65歳以上の高齢者人口は3,623万６千人で，前年に比べ２万２千人

の増加となり，総人口に占める高齢者人口の割合（高齢化率）は0.1ポイント上昇の29.0％で

過去最高となっています。 

2023年（令和５年）４月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した推計によれば，我が

国の総人口は長期の減少過程に入っている一方で，65歳以上の高齢者については，団塊の世代

が75歳以上となる2025年（令和７年）に3,653万人に達し，団塊ジュニア世代が65歳以上と

なる2040年（令和22年）に3,929万人，2043年（令和25年）に3,953万人でピークを迎える

と推計されています。また，2040年（令和22年）を見通すと，85歳以上人口が急増し，医療・

介護双方のニーズを有する高齢者などの様々なニーズのある要介護高齢者や認知症高齢者が

増加する一方，現役世代が急減することが見込まれています。労働力人口の減少は，医療や福

祉事業への影響が大きく，今後増加する高齢者に対して，福祉・介護人材の不足により必要な

サービスを提供できない可能性が懸念されています。 

こうした人口の規模・構造の変化を背景として，介護保険制度を含めた社会保障制度全体の

安定的・持続的運営が危惧される状況になっており，住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続

けるための「地域包括ケアシステム」を深化・推進させ，将来の介護需要等の急増に対応して

いくことが大きな課題となっています。 

本市においても高齢化が進行しており，2023年（令和５年）９月末現在における高齢化率

は29.3％に達し，医療・介護サービスのニーズも増加するなど，社会保障は大きな岐路に立っ

ています。また，高齢者人口全体に占める75歳以上高齢者の割合は，55.3%と増加傾向が続

いており，高齢者の中でも更に高齢化が進み，地域社会の活力の低下が懸念されることから，

行政，地域，市民が連携し，市民が元気に暮らせるような地域づくりを支援するため，地域の

実情に応じた施策・事業の実施が求められています。 

ア 国の動き 

国においては，高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう，医

療，介護，介護予防，住まい，生活支援サービスが一体的に提供される「地域包括ケアシス

テム」の推進を柱とし，介護保険，高齢者福祉，医療制度等の見直しを進めてきました。 

2023年（令和５年）には，全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するため，「全

世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保健法等の一部を改正する法

律」が成立し，地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律，医療法，介

護保険法，高齢者の医療の確保に関する法律等が改正されました。 

この度の改正法により，医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化を図り，更なる

「地域包括ケアシステム」の深化・推進が求められています。 
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イ 本市の動き 

本市では，「福山市高齢者保健福祉計画」を策定し，これを基に高齢者施策を総合的に推

進しています。 

「福山市高齢者保健福祉計画2024」（以下「本計画」という。）は，「福山市高齢者保健福

祉計画2021」（以下「前計画」という。）で定めた方針を継承しつつ，地域共生社会の実現

に向けて，高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため，

現役世代人口の急減や介護需要が高い85歳以上人口の増加が想定される2040年（令和22年）

を見据えた中長期的視点を持って策定するものです。 

 

（２）計画の位置付け 

本計画は，老人福祉計画及び介護保険事業計画を一体のものとして策定するもので，本市に

おける高齢者施策の推進のための基本計画となります。 

また，地域包括ケアシステムの深化・推進をめざしていく中で，中期的な「地域包括ケア計

画」としての性格も兼ねます。 

 

ア 老人福祉計画 

高齢者福祉計画は，高齢者の福祉の増進を図るため，老人福祉法第20条の8第1項の規定

に基づき策定する計画であり，介護保険事業計画を包括する上位の計画と位置づけられ，両

計画の連携と調和を保つため一体的な計画として策定します。高齢者福祉計画は，介護保険

給付対象者のみならず，給付対象外の高齢者福祉サービスを含めた高齢者福祉事業全般に

わたる供給体制の確保に関する総合的な計画です。 

 

 

 

 

イ 介護保険事業計画 

介護保険事業計画は，介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るため，介護保険法

第117条第1項の規定に基づき策定する計画です。 

 

 

 

 

 

  

市町村は，老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業

（以下「老人福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以

下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。 

老人福祉法 
第 20条の 8 

第１項 

市町村は，基本指針に即して，3年を 1期とする当該市町村が行う

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市

町村介護保険事業計画」という。）を定めるものとする。 

介護保険法 
第 117条 
第１項 
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（３）他の計画との関係 

本計画は，本市の総合的な行政運営の方針を示した「福山みらい創造ビジョン（第五次福山

市総合計画第２期基本計画）」を上位計画とし，本市の福祉分野の各個別計画各計画に共通す

る理念や取組を定めた「福山市地域福祉計画」等の本市の関連計画及び広島県などの各種計画

と整合性を図り策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他の関連個別計画（防災・都市・人権など） 

福山みらい創造ビジョン 

（第五次福山市総合計画第２期基本計画） 

【本市の福祉分野の個別計画】～計画間の連携～ 

福山市高齢者保健福祉計画 2024 

（第 10 次高齢者保健福祉計画） 

（第９期福山市介護保険事業計画） 

福山市健康増進計画・フレイル予防 推進計画 2024 
福山市食育推進計画 2024 
福山市命とこころを育む計画 2024 

福山市ネウボラ事業計画 

福山市障がい者プラン 

福
山
市
地
域
福
祉
計
画
2

0

2

2
 

国 

医療・介護総合 

確保基本方針  

厚生労働省が定める

基本指針 

広島県 

 

広島県保健医療計画 

ひろしま高齢者プラン 

その他の関連計画 

整合  

その他の関連個別計画（防災・都市・人権など） 
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２ 計画の期間 

計画の期間は，2024 年度（令和６年度）から 2026 年度（令和８年度）までの３年間としま

す。 

なお，団塊ジュニア世代が 65 歳以上となり，現役世代の急減が想定される 2040 年（令和 22

年）を見据えた中長期的視点を踏まえた計画とし，介護保険サービスの利用者数や保険料などに

ついても，中長期的な推計を行います。 
 

■計画の期間 

2018 年度～2020 年度 
(平成 30 年度) (令和 2 年度) 

2021 年度～2023 年度 
(令和 3 年度) (令和 5 年度) 

2024 年度～2026 年度 
(令和 6 年度) (令和 8 年度) 

2027 年度～2029 年度 
(令和 9 年度) (令和 11 年度) 

2039 年度～2041 年度 
(令和 21 年度) (令和 23 年度) 

 

福山市高齢者 

保健福祉計画 2018 

 

福山市高齢者 

保健福祉計画 2021 

 

 

 

 

 

 

福山市高齢者 

保健福祉計画 2024 

 

福山市高齢者 

保健福祉計画 2027 

 

福山市高齢者 

保健福祉計画 2039 

 

 

３ 計画の策定方法 

（１）計画の策定体制 

保健福祉局長寿社会応援部において，関係部局の意見を取り入れながら原案を作成しました。 

また，外部の意見を幅広く反映するため，学識経験者や保健・医療・福祉関係者，介護保険

の被保険者などが参画する「福山市社会福祉審議会」を開催しました。 

（２）アンケート調査の実施 

ア 福山市高齢者の暮らしについての実態調査 （介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

要介護１～５の認定を受けていない市内に居住する65歳以上の高齢者を対象に高齢者の

暮らし方，地域での支え合いの状況，健康状態などを把握するため「福山市高齢者の暮らし

についての実態調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）」を実施しました。 

 

イ 福山市在宅介護実態調査 

在宅で生活する要支援・要介護認定を受けている市内に居住する65歳以上の高齢者を対

象に在宅での生活状況や家族などの介護者の生活状況を把握するため，「福山市在宅介護実

態調査」を実施しました。 

  

団塊世代が 
75 歳に 

 

団塊ジュニア世代 
が 65 歳に 

 

   中長期的視点（2040 年を見据えて）  
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（３）関係団体等の意見の反映 

高齢者保健福祉に関する事業概要や今回の法改正の趣旨及びアンケート調査結果などの説

明を行い，周知を図るとともに，それぞれの立場における意見や要望を広く聴くため，関係団

体等との合同意見交換会を開催しました。 

 

■合同意見交換会を行った関係団体 

〇福山市連合民生・児童委員協議会 〇福山市老人クラブ連合会 

〇福山市食生活改善推進員協議会 〇福山市運動普及推進員連絡協議会 

〇福山市福祉を高める会連合会 〇連合広島福山地域協議会 

〇福山市自治会連合会 〇福山市女性連絡協議会 

〇公益社団法人 認知症の人と家族の会 広島県支部 福山地区 

  ※このほか，地域包括支援センター連絡会や福山市老人福祉施設連絡協議会においても意見交換会を開

催しました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

市民から本計画への意見などを広く求めるため，パブリックコメントを実施しました。 
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第２章 高齢者の現状と将来像 

１ 高齢者の現状 

（１）人口と高齢化率の推移 

本市の総人口は緩やかな減少傾向となっており，2022年度（令和４年度）では461,298人

となっています。一方，40歳未満，40歳以上65歳未満人口の減少，65歳以上人口の増加によ

り高齢化率は上昇傾向で推移しており，29.1％となっています。 

 
■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 

※実績：各月末現在の年度平均 

 

■年齢3区分別人口の推移（構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 

※実績：各月末現在の年度平均  

191,002 188,728 186,790 184,055 178,117 177,736

150,900 150,433 150,224 149,998 152,105 149,352

128,644 130,598 131,945 133,168 133,972 134,210

470,547 469,758 468,959 467,221 464,194 461,298
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450,000

500,000
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（２）高齢者のいる世帯の推移 

一般世帯は増加傾向にあり，2020年（令和２年）では192,976世帯となっています。 

また，2020年（令和２年）の高齢者のいる世帯は82,964世帯と，一般世帯のうちの43.0％

を占めています。高齢独居世帯，高齢夫婦世帯も年々増加しており，2020年（令和２年）で

は一般世帯のうち11.3％が高齢夫婦世帯，11.0％が高齢独居世帯となっており，構成比は20

年間で約２倍になっています。 
 

■世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

■世帯数の推移（構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

※高齢夫婦世帯は，夫及び妻が 65 歳以上  
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２ 要介護（要支援）認定者の状況 

（１）要介護（要支援）認定者の状況 

高齢者数の増加に伴い，要介護（要支援）認定者数は増加傾向にあり，2022年度（令和４

年度）で28,224人となっています。2017年度（平成29年度）からの５年間で1,620人増加し

ており，そのうち要介護１が714人，要介護４が465人増加，要介護３のみがわずかに減少し

ています。 

 
■要介護（要支援）認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※実績：各月末現在の年度平均 
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（２）介護給付費の状況 

ア サービス利用者数 

計画に対する達成率は，訪問介護，(介護予防)居宅療養管理指導,（介護予防）短期入所

生活介護などが２年続けて計画値を上回りました。 

また，地域密着型（介護予防）サービスと，施設サービスは，100％に近い値となってい

ます。大きく計画値を下回ったサービスはみられません。 

■サービス利用者数の状況           （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実績値：支給件数（各月）の年度平均 

※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。  

計画値 実績値 達成率 計画値 実績値 達成率

訪問介護 1,952 2,525 129.4% 1,929 2,568 133.1%

(介護予防)訪問入浴介護 165 168 101.8% 170 160 94.4%

(介護予防)訪問看護 1,288 1,327 103.1% 1,321 1,396 105.7%

(介護予防)訪問リハビリテーション 446 492 110.2% 455 500 109.9%

(介護予防)居宅療養管理指導 2,972 4,192 141.0% 3,104 4,468 143.9%

通所介護 3,654 4,016 109.9% 3,732 4,078 109.3%

(介護予防)通所リハビリテーション 2,996 2,910 97.1% 3,047 2,874 94.3%

(介護予防)短期入所生活介護 1,544 1,860 120.5% 1,589 1,881 118.4%

(介護予防)短期入所療養介護 136 106 77.8% 137 126 91.8%

(介護予防)特定施設入居者生活介護 852 803 94.2% 871 827 95.0%

(介護予防)福祉用具貸与 11,332 11,577 102.2% 11,705 11,945 102.1%

特定(介護予防)福祉用具販売 191 173 90.7% 194 175 89.9%

小計 27,528 30,148 109.5% 28,254 30,999 109.7%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 211 193 91.5% 217 214 98.5%

夜間対応型訪問介護 1 2 200.0% 1 2 158.3%

地域密着型通所介護 1,202 1,273 105.9% 1,218 1,267 104.0%

(介護予防)認知症対応型通所介護 240 237 98.8% 245 223 91.0%

(介護予防)小規模多機能型居宅介護 1,739 1,789 102.9% 1,786 1,800 100.8%

(介護予防)認知症対応型共同生活介護 1,165 1,170 100.5% 1,202 1,165 96.9%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 691 682 98.7% 757 688 90.9%

看護小規模多機能型居宅介護 181 195 108.0% 183 205 112.2%

小計 5,430 5,542 102.1% 5,609 5,563 99.2%

150 155 103.2% 143 157 110.0%

13,993 14,244 101.8% 14,380 14,515 100.9%

介護老人福祉施設 1,350 1,261 93.4% 1,365 1,268 92.9%

介護老人保健施設 1,013 996 98.3% 1,013 960 94.8%

介護療養型医療施設（介護医療院） 201 217 108.0% 201 226 112.6%

小計 2,564 2,474 96.5% 2,579 2,454 95.2%

49,665 52,561 105.8% 50,965 53,689 105.3%

48,612

居宅介護支援／介護予防支援

施

設

サ
ー

ビ

ス

合計
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（
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）
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(介護予防)住宅改修

区分
2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）
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イ 介護給付費 

計画に対する達成率は，合計では100％に近い値となりましたが，訪問介護，夜間対応型

訪問介護，（介護予防）住宅改修，高額介護（介護予防）サービス費などで計画を大きく上

回り，（介護予防）訪問入浴介護，（介護予防）短期入所療養介護，（介護予防）認知症対応

型通所介護で計画値を下回りました。 

■介護給付費の状況           （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画値 実績値 達成率 計画値 実績値 達成率

訪問介護 892,433,000 1,130,661,865 126.7% 859,851,000 1,185,366,286 137.9%

(介護予防)訪問入浴介護 133,361,000 122,712,715 92.0% 140,279,000 113,819,745 81.1%

(介護予防)訪問看護 564,587,000 591,989,904 104.9% 584,306,000 609,955,351 104.4%

(介護予防)訪問リハビリテーション 168,709,000 180,820,539 107.2% 172,748,000 179,300,846 103.8%

(介護予防)居宅療養管理指導 348,167,000 351,867,794 101.1% 363,911,000 371,800,973 102.2%

通所介護 3,755,168,000 3,834,115,169 102.1% 3,862,020,000 3,781,949,147 97.9%

(介護予防)通所リハビリテーション 2,046,891,000 1,999,024,068 97.7% 2,059,319,000 1,888,488,985 91.7%

(介護予防)短期入所生活介護 2,678,553,000 2,925,080,031 109.2% 2,798,904,000 2,921,315,398 104.4%

(介護予防)短期入所療養介護 182,717,000 118,674,958 65.0% 184,643,000 138,891,327 75.2%

(介護予防)特定施設入居者生活介護 1,729,481,000 1,588,283,101 91.8% 1,769,250,000 1,659,323,760 93.8%

(介護予防)福祉用具貸与 1,618,793,000 1,648,618,259 101.8% 1,670,383,000 1,708,540,040 102.3%

特定(介護予防)福祉用具販売 51,383,000 48,088,190 93.6% 52,216,000 50,557,925 96.8%

小計 14,170,243,000 14,539,936,593 102.6% 14,517,830,000 14,609,309,783 100.6%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 397,320,000 366,860,188 92.3% 410,531,000 430,423,580 104.8%

夜間対応型訪問介護 251,000 527,589 210.2% 251,000 367,906 146.6%

地域密着型通所介護 1,281,924,000 1,287,203,460 100.4% 1,299,717,000 1,254,523,474 96.5%

(介護予防)認知症対応型通所介護 291,982,000 283,097,909 97.0% 302,703,000 251,815,351 83.2%

(介護予防)小規模多機能型居宅介護 3,729,519,000 3,756,136,224 100.7% 3,829,098,000 3,839,197,101 100.3%

(介護予防)認知症対応型共同生活介護 3,593,939,000 3,546,596,971 98.7% 3,710,474,000 3,559,843,691 95.9%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 2,374,476,000 2,368,133,276 99.7% 2,603,346,000 2,436,653,091 93.6%

看護小規模多機能型居宅介護 577,766,000 587,372,642 101.7% 584,933,000 613,462,764 104.9%

小計 12,247,177,000 12,195,928,259 99.6% 12,741,053,000 12,386,286,958 97.2%

128,084,000 137,980,558 107.7% 121,680,000 142,989,210 117.5%

1,779,939,000 1,836,840,771 103.2% 1,819,444,000 1,853,226,980 101.9%

介護老人福祉施設 4,091,702,000 3,813,174,390 93.2% 4,139,713,000 3,864,837,323 93.4%

介護老人保健施設 3,533,105,000 3,478,818,252 98.5% 3,535,065,000 3,351,695,758 94.8%

介護療養型医療施設（介護医療院） 765,984,000 799,887,355 104.4% 774,671,000 865,990,901 111.8%

小計 8,390,791,000 8,091,879,997 96.4% 8,449,449,000 8,082,523,982 95.7%

812,152,000 1,045,806,180 128.8% 819,779,000 1,045,576,375 127.5%

841,088,000 911,027,989 108.3% 745,111,000 738,897,873 99.2%

33,102,000 33,503,616 101.2% 33,831,000 34,223,994 101.2%

38,402,576,000 38,792,903,963 101.0% 39,248,177,000 38,893,035,155 99.1%

特定入所者介護（介護予防）サービス費

審査支払手数料

合計

居宅介護支援／介護予防支援

施

設

サ
ー

ビ

ス

高額介護（介護予防）サービス費

(介護予防)住宅改修

区分
2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）
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ウ 地域支援事業費 

介護予防・日常生活支援総合業の全体の達成率は80％を超えていますが，緩和した基準

によるサービスや短期集中予防サービスについては，計画値を大きく下回りました。 

また，包括的支援事業と任意事業を合わせた達成率は90.9%となっています。 

 
■地域支援事業費の状況         （単位：円） 

区分 
2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

計画値 実績値 達成率 計画値 実績値 達成率 

地
域
支
援
事
業
費 

介護予防・ 

日常生活支援総合事業 
2,057,023,000 1,757,311,120 85.4% 2,067,523,000 1,725,990,675 83.5% 

包括的支援事業 

＋任意事業 
772,970,000 688,364,552 89.1% 772,164,000 701,956,065 90.9% 

合計 2,829,993,000 2,445,675,672 86.4% 2,839,687,000 2,427,946,740 85.5% 

※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 

 

■介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況                （単位：円） 

区分 
2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

計画値 実績値 達成率 計画値 実績値 達成率 

訪問型サービス 429,374,000 378,311,075 88.1% 430,052,000 376,246,943 87.5% 

通所型サービス 1,234,934,000 1,092,005,011 88.4% 1,238,360,000 1,059,960,725 85.6% 

その他（介護予防ケアマネジメン

ト費，一般介護予防事業など） 
392,715,000 286,995,034 73.1% 399,111,000 289,783,007 72.6% 

合計 2,057,023,000 1,757,311,120 85.4% 2,067,523,000 1,725,990,675 83.5% 

※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 
 

■訪問型サービス・通所型サービスの実施状況                               （単位：円） 

区分 
2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 

計画値 実績値 達成率 計画値 実績値 達成率 

 

介護予防相当サービス 423,447,000 375,689,672 88.7% 424,125,000 374,630,647 88.3% 

緩和した基準によるサービス 4,972,000 2,481,403 49.9% 4,972,000 1,588,296 31.9% 

短期集中予防サービス 955,000 140,000 14.7% 955,000 28,000 2.9% 

訪問型サービスの合計 429,374,000 378,311,075 88.1% 430,052,000 376,246,943 87.5% 

 

介護予防相当サービス 1,215,600,000 1,084,343,819 89.2% 1,217,902,000 1,053,035,558 86.5% 

緩和した基準によるサービス 6,418,000 5,457,960 85.0% 6,418,000 3,848,703 60.0% 

短期集中予防サービス 12,916,000 2,203,232 17.1% 14,040,000 3,076,464 21.9% 

通所型サービスの合計 1,234,934,000 1,092,005,011 88.4% 1,238,360,000 1,059,960,725 85.6% 

※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 
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３ 高齢者の将来像 

（１）高齢者の推計 

高齢者人口の将来推計は，住民基本台帳人口の実績を基に，コーホート変化率法により推計

しました。別途公表している「福山市人口将来展望分析」は国勢調査を基に推計を行っている

ため，数値に差があります。 

総人口が減少する中で，高齢者人口も2035年（令和17年）まで緩やかに減少し，その後再

び増加に転じることが見込まれます。 

高齢化率は年々上昇し，2026年（令和８年）には29.8％，2040年(令和22年）には34.1％

にまで増加し，３人に１人が高齢者となることが見込まれます。 

年齢（２区分）別の高齢者数では，後期高齢者数が前期高齢者数を上回った状態で推移し，

高齢者に占める後期高齢者の割合（後期高齢者占有率）は，増加を続けますが，2035年（令

和17年）に，団塊ジュニア世代が前期高齢者になることにより減少に転じると見込まれます。 
 
■人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年9月末現在 

 

■年齢（２区分）別の高齢者数  

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

※各年９月末現在  
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134,587 134,488 134,095 132,603
131,096

134,488

455,892 452,996 449,946 436,362
416,523

394,535
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0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

2024年 2025年 2026年 2030年 2035年 2040年

(令和６年) (令和７年) (令和８年) (令和12年) (令和17年) (令和22年)
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■日常生活圏域別の人口の将来推計                                 （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 

  

2024年 2025年 2026年 2030年 2035年 2040年

（令和６年） （令和７年） （令和８年） （令和12年） （令和17年） （令和22年）

総数 59,085 58,710 58,315 56,554 53,983 51,133

65歳以上 17,236 17,223 17,173 16,982 16,789 17,223

高齢化率 29.2% 29.3% 29.4% 30.0% 31.1% 33.7%

総数 39,902 39,648 39,382 38,193 36,456 34,532

65歳以上 12,082 12,073 12,038 11,904 11,769 12,073

高齢化率 30.3% 30.5% 30.6% 31.2% 32.3% 35.0%

総数 48,963 48,652 48,324 46,865 44,735 42,373

65歳以上 10,918 10,910 10,878 10,757 10,634 10,910

高齢化率 22.3% 22.4% 22.5% 23.0% 23.8% 25.7%

総数 29,346 29,159 28,963 28,088 26,811 25,396

65歳以上 9,050 9,044 9,017 8,917 8,815 9,044

高齢化率 30.8% 31.0% 31.1% 31.7% 32.9% 35.6%

総数 84,483 83,947 83,382 80,864 77,188 73,113

65歳以上 24,338 24,320 24,249 23,980 23,707 24,320

高齢化率 28.8% 29.0% 29.1% 29.7% 30.7% 33.3%

総数 18,564 18,446 18,322 17,769 16,961 16,065

65歳以上 6,396 6,391 6,372 6,301 6,230 6,391

高齢化率 34.5% 34.6% 34.8% 35.5% 36.7% 39.8%

総数 11,947 11,871 11,792 11,436 10,916 10,339

65歳以上 4,722 4,718 4,705 4,652 4,599 4,718

高齢化率 39.5% 39.7% 39.9% 40.7% 42.1% 45.6%

総数 38,065 37,823 37,569 36,434 34,778 32,942

65歳以上 11,414 11,405 11,372 11,245 11,118 11,405

高齢化率 30.0% 30.2% 30.3% 30.9% 32.0% 34.6%

総数 30,590 30,395 30,191 29,279 27,948 26,473

65歳以上 8,799 8,793 8,767 8,669 8,571 8,793

高齢化率 28.8% 28.9% 29.0% 29.6% 30.7% 33.2%

総数 24,741 24,583 24,418 23,681 22,604 21,411

65歳以上 9,388 9,381 9,353 9,249 9,144 9,381

高齢化率 37.9% 38.2% 38.3% 39.1% 40.5% 43.8%

総数 70,206 69,760 69,290 67,198 64,143 60,757

65歳以上 20,245 20,230 20,171 19,946 19,720 20,230

高齢化率 28.8% 29.0% 29.1% 29.7% 30.7% 33.3%

南部1

南部2

西部

北部1

北部2

北部3

東部

区分

中央1

中央2

中央3

中央4
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（２）要介護（要支援）認定者の推計 

要介護（要支援）認定者数の将来推計は，過去の実績を基に，性別，要介護度別・年齢階層

別の出現率に，各年度の人口推計結果に乗じて算出しました。 

認定者の総数は，増加を続け，2026年（令和８年）には29,518人と見込まれます。その後

も増加を続けますが，2035年（令和17年）の33,469人をピークに減少に転じると見込まれま

す。 

 
■要介護（要支援）認定者の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年９月末現在 
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要介護１

要支援２

要支援１



第２章 高齢者の現状と将来像 

15 

■日常生活圏域別の要介護（要支援）認定者の将来推計 

                                   （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024年 2025年 2026年 2030年 2035年 2040年

(令和６年) (令和７年) (令和８年) （令和12年） （令和17年） (令和22年)

要支援1 1,061 1,063 1,069 1,158 1,190 1,134

要支援2 488 493 500 533 556 546

要介護1 825 835 853 929 984 961

要介護2 490 499 510 547 582 586

要介護3 291 292 299 320 341 346

要介護4 431 438 446 479 516 535

要介護5 336 337 344 367 389 389

合　計 3,922 3,957 4,021 4,333 4,558 4,497

要支援1 641 642 646 699 719 685

要支援2 328 331 336 358 373 367

要介護1 503 509 520 565 599 585

要介護2 285 290 297 318 339 341

要介護3 206 207 212 227 242 245

要介護4 272 276 281 302 326 338

要介護5 220 220 225 240 255 255

合　計 2,455 2,475 2,517 2,709 2,853 2,816

要支援1 555 556 559 606 622 593

要支援2 332 335 340 362 378 372

要介護1 450 456 466 507 537 524

要介護2 292 298 304 326 347 350

要介護3 200 201 206 220 235 238

要介護4 248 252 257 276 297 308

要介護5 182 182 186 199 211 211

合　計 2,259 2,280 2,318 2,496 2,627 2,596

要支援1 525 526 529 573 589 561

要支援2 254 257 260 277 289 284

要介護1 380 385 393 427 453 442

要介護2 199 202 207 222 236 238

要介護3 193 194 199 213 227 230

要介護4 262 266 271 291 314 326

要介護5 194 194 198 212 225 225

合　計 2,007 2,024 2,057 2,215 2,333 2,306

要支援1 1,186 1,184 1,191 1,291 1,326 1,264

要支援2 649 658 667 712 742 731

要介護1 881 892 911 992 1,051 1,026

要介護2 559 570 584 625 667 670

要介護3 356 358 369 389 416 424

要介護4 460 469 476 512 550 571

要介護5 383 385 392 419 444 444

合　計 4,474 4,516 4,590 4,940 5,196 5,130

要支援1 433 434 436 472 486 463

要支援2 310 313 317 338 353 347

要介護1 307 310 317 345 366 357

要介護2 221 225 230 247 263 264

要介護3 144 145 148 158 169 171

要介護4 210 213 217 233 251 261

要介護5 108 109 111 118 126 126

合　計 1,733 1,749 1,776 1,911 2,014 1,989

区　分

中央1

中央2

中央3

中央4

東部

南部1
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2024年 2025年 2026年 2030年 2035年 2040年

(令和６年) (令和７年) (令和８年) （令和12年） （令和17年） (令和22年)

要支援1 299 299 301 326 335 320

要支援2 162 164 166 177 184 181

要介護1 229 232 237 258 273 267

要介護2 152 155 158 169 180 182

要介護3 115 115 118 126 135 137

要介護4 168 170 173 186 201 208

要介護5 85 86 87 93 99 99

合　計 1,210 1,221 1,240 1,335 1,407 1,394

要支援1 651 652 656 710 730 696

要支援2 336 340 344 367 383 376

要介護1 465 471 481 524 555 542

要介護2 267 272 278 298 317 319

要介護3 206 207 212 227 242 245

要介護4 297 302 307 330 356 369

要介護5 223 224 229 244 259 259

合　計 2,445 2,468 2,507 2,700 2,842 2,806

要支援1 446 447 449 487 500 477

要支援2 224 226 229 244 255 250

要介護1 395 400 408 444 471 460

要介護2 202 205 210 225 240 241

要介護3 135 136 139 149 159 161

要介護4 212 215 219 235 254 263

要介護5 175 175 179 191 203 203

合　計 1,789 1,804 1,833 1,975 2,082 2,055

要支援1 583 584 587 636 654 623

要支援2 341 345 349 372 388 382

要介護1 448 454 463 504 535 522

要介護2 268 273 279 299 318 320

要介護3 179 180 184 197 210 213

要介護4 254 258 263 282 304 316

## 要介護5 208 208 212 227 241 241

合　計 2,281 2,302 2,337 2,517 2,650 2,617

要支援1 929 930 936 1,014 1,042 993

要支援2 555 561 569 607 633 622

要介護1 904 915 934 1,017 1,078 1,052

要介護2 512 522 533 572 609 613

要介護3 398 401 410 438 468 474

要介護4 512 520 530 569 613 636

要介護5 400 402 410 437 464 464

合　計 4,210 4,251 4,322 4,654 4,907 4,854

要支援1 7,309 7,317 7,359 7,972 8,193 7,809

要支援2 3,979 4,023 4,077 4,347 4,534 4,458

要介護1 5,787 5,859 5,983 6,512 6,902 6,738

要介護2 3,447 3,511 3,590 3,848 4,098 4,124

要介護3 2,423 2,436 2,496 2,664 2,844 2,884

要介護4 3,326 3,379 3,440 3,695 3,982 4,131

要介護5 2,514 2,522 2,573 2,747 2,916 2,916

合　計 28,785 29,047 29,518 31,785 33,469 33,060

北部2

北部3

全体

区　分

南部2

西部

北部1
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（３）認知症高齢者の推計 

要介護認定を基に認知症高齢者の出現率を見込み認知症高齢者数を算出した推計では，団塊

の世代が75歳以上となる2025年（令和７年）には，14,422人となり，2040年（令和22年）

には17,483人に達する見込みです。 

国の調査に基づく認知症有病率を用いた推計では，2025年（令和７年）には19,842人，2040

年（令和22年）には22,191人が認知症高齢者となると見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※要介護認定者中の認知症高齢者の推計は，要介護認定審査データから「認知症自立度Ⅱ」以上の出現率を算出し，高齢者人

口推計に，その出現率をかけることで，認知症の出現数を算出しています。1993年(平成５年)に厚生省（現・厚生労働省）が定

めた基準「認知症高齢者の日常生活自立度」により，認知症の程度が「Ⅱ」（「日常生活に支障を来すような症状・行動や意思

疎通の困難さが多少見られても，誰かが注意していれば自立できる」程度）以上となる人を推計。 

 

※有病率からみる認知症高齢者の推計は，2014年度（平成 26年度）の厚生労働科学特別研究事業「日本における認知症の高

齢者人口の将来推計に関する研究」において算出された認知症有病率（数学モデル）（低位推計）を基に算出しています。 
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４ 福山市高齢者の暮らしについての実態調査（介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査）結果概要 

（１）地域包括支援センターや認知症の相談窓口について 

地域包括支援センターの認知度は66.3％で，高齢者のおよそ３人中２人に認知されている

が，認知症の相談窓口を知っている人は，22.2％と少ない。 

⚫ 要介護認定がない人のうち64.9%の方が，地域包括支援センターを知っていると回答して

います。一方で，地域包括支援センターが，認知症の相談窓口であることが知られておら

ず，認知症の相談窓口を知らない人は，69.8％と前回の調査に比べ2.7ポイント増えてい

ます。 

 

（２）フレイルについて 

フレイルという言葉を知っている人は，52.3％と前回調査に比べ31.2ポイント増加。フレイル

予防のために取り組んでいることは「栄養のバランスを考えて食事をしている」が最も高い。 

⚫ フレイルの言葉の意味を知っている人は28.8％で，聞いたことはあるが意味は知らない人

が23.5％となっており，前回調査に比べ認知度は高くなっています。また，フレイルとい

う言葉を聞いたことがない人は44.8％となっています。 

⚫ フレイル予防として取り組んでいることでは，「栄養のバランスを考えて食事をしている」

が54.7％で最も高く,次いで「野菜料理と主菜（肉又は魚）を両方とも毎日２回以上は食べ

ている」が45.6％,「ウォーキングなど,１回30分の汗をかく運動を,週２日以上行ってい

る」が35.3％,「しっかり噛むことを意識している」が33.5％で続いています。 

 

（３）健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加意欲について 

参加者としての参加意欲がある人は半数以上となっており，活動への関心は高い。約３割

の人が活動の企画・運営に世話役として参加しても良いと考えており，活動リーダーとしての活

躍が期待される。 

⚫ 参加者としての参加については，「参加してもよい」が45.6％,「是非参加したい」が6.0％

で,合わせて『参加意向あり』が51.6％となっています。 

⚫ 企画・運営の世話役としての参加については，「参加してもよい」が27.8％,「是非参加し

たい」が2.2％で,合わせて『参加意向あり』が30.0％で,前回調査と同程度となっており，

今後，活動リーダーとしての活躍が期待されます。 
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（４）介護予防のための通いの場に参加したことの成果や効果 

介護予防のための通いの場に参加したことの成果や効果の割合は，「気持ちが前向きに

なった」が最も高くなっている。 

⚫ 介護予防のための通いの場に参加したことが「月に１～３回以上」は9.7％となっていま

す。その中で，参加したことの成果や効果については，「気持ちが前向きになった」が37.2％

で最も高く，次いで，「家でも体操をするようになった」が27.2％，「体力が向上した」が

26.1％，「外出の回数が増えた」が23.8％となっています。 

 

（５）家族や友人・知人以外の相談相手 

家族・友人・知人以外の相談相手はいない人が41.0％で，前回調査に比べ3.3ポイント増

加。 

●家族・友人・知人以外の相談相手としては，医師・歯科医師・看護師に相談する人が23.9％，

次いで地域包括支援センター・市役所に相談する人の割合が16.7％です。社会福祉協議会

や民生委員は11.7％，ケアマネジャー7.7％です。いずれも，前回調査よりも少し低くなっ

ています。 

 

（６）何歳まで働き続けたいか 

働きたいと思う人は36.5％で，働く年齢については，70歳までが26%，75歳までが32.3％，

80歳までは19.4％と働く意欲がある方は多い。 

⚫ 年齢別では，前期高齢者の46.1％，後期高齢者の27.2％が働く意欲あると答えており，働

く場での活動が生きがいづくりにつながります。 

⚫ 働き続きたい理由は，「自らの生きがいのため」が20.2％，次いで健康のためが18.6％で

す。 

 

（７）自宅で介護を受けて暮らしていくために，利用できたらよいサービス 

利用できたらよいサービスは，小規模多機能型居宅介護が過半数，定期巡回・随時対応

型訪問介護看護が約４割。 

⚫ 「月額料金で,訪問介護,通所介護,一時的な泊まりをまとめて受けられるサービス」が

55.4％で最も高く,次いで「24時間365日,定期的な巡回や,必要なときに介護や看護をして

くれるサービス」が42.3％,「夜間でも対応してくれる介護サービス」が36.3％の順となっ

ています。 

⚫ 前回調査との比較では，「その他」以外の各サービスで増加しています。また,前回調査に

はなかった「地域住民のボランティアによる見守りや簡易な生活支援」は8.9％となって

います。 
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（８）人生の最期の場所 

「治らない病気や寿命が近づいたとき，人生の最期の場所をどこで迎えたいか」では「自宅」

が約４割となっている。 

⚫ 「自宅」が39.2％で最も高く,次いで「病院などの医療機関」が27.7％の順となっていて,前

回調査に比べ「自宅」が6.3ポイント減少し,「病院などの医療機関」が5.6ポイント増加し

ています。 

 

（９）期待する高齢者施策について 

公共交通の充実を求める割合が最も高いが，次いで医療体制，老人ホーム等施設の充実

の割合が高く，住み慣れた地域での生活を支援する環境づくりへのニーズが高まっている。 

⚫ 「路線バスや乗合タクシーなどの公共交通の充実」が42.9％で最も高く,「医療体制の充実」

が38.3％,「老人ホームなどの施設の充実」が37.0％,「介護保険サービスの充実」が33.5％

の順となっています。 
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５ 福山市在宅介護実態調査結果概要 

（１）在宅介護で不安に感じる介護 

就業継続が困難と考える介護者が不安に感じる介護は，「認知症状への対応」「日中の排

泄」が高い傾向。 

⚫ 介護者の就労継続の可否に係る意識別にみると，「問題なく，続けていける」では「外出の

付き添い，送迎等」が23.2％,「屋内の移乗・移動」，「不安に感じていることは，特にない」

が19.6％となっています。 

⚫ 「問題はあるが，何とか続けていける」では「認知症状への対応」が40.2％，「夜間の排泄」

が28.7％となっています。 

⚫ 「続けていくのは「やや＋かなり難しい」」では「認知症状への対応」が52.6％と過半数を

占めて高く，「日中の排泄」が31.6％となっています。 

⚫ 全体では認知症状への対応に不安を感じる介護者の割合が24.1％で最も高くなっていま

す。 

 

（２）仕事と介護の両立について 

就業継続が難しいと考える介護者では，「介護休業・介護休暇等の制度の充実」，「介護を

している従業員への経済的な支援」が高い。 

⚫ 介護者の就労継続の可否に係る意識別にみると，「問題なく，続けていける」では「特にな

い」が50.8％と最も割合が高く，「問題はあるが，何とか続けていける」では「介護休業・

介護休暇等の制度の充実」が40.2％と最も割合が高く，「続けていくのは「やや＋かなり

難しい」」では「介護休業・介護休暇等の制度の充実」，「介護をしている従業員への経済的

な支援」が34.8％と最も割合が高くなっています。 

 

（３）保険外の支援・サービスのニーズ 

在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスは，要支援１・２，要介護１・２では「外出同

行」が高い傾向。要介護３以上では「移送サービス」のニーズが高い傾向。 

⚫ 要介護度別にみると，すべての要介護度で「特になし」が最も高く，重度になるほどその

割合も高くなっています。 

⚫ 必要なサービスとしては，「外出同行（通院，買い物など）」が要支援１・２では15.8％，

要介護１・２では16.8％と高く，要介護3以上では「移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）」

が14.0％で高くなっています。 
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（４）世帯からみる支援・サービスのニーズ 

単身世帯や要介護度が重度化に伴い，施設の検討・申請割合が高まる。 

⚫ 世帯類型別にみると，「検討中」は単身世帯では21.8％，夫婦のみ世帯では11.6％，その

他では14.2％となっており，単身世帯で高くなっています。 

⚫ 「申請済み」についても，単身世帯，その他，夫婦のみ世帯の順に高くなっています。 

⚫ 要介護度別にみると，「検討中」は要支援１・２では9.5％，要介護1・２では23.3％，要

介護３以上では19.8％となっており，要介護１・２で高くなっています。 

⚫ 「申請済み」は，要介護３以上，要介護１・２要支援１・２の順に高くなっています。 

 

単身世帯では「掃除・洗濯」「配食」といった家事サービスのニーズが高い。 

⚫ 世帯類型別にみると，すべての世帯類型で「特になし」が最も高く，単身世帯では30.3％，

夫婦のみ世帯では54.4％，その他では61.1％となっています。 

⚫ 必要なサービスとしては，単身世帯と夫婦のみ世帯では「掃除・洗濯」がそれぞれ24.0％，

16.1％，その他では「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が17.2％と高くなってい

ます。 

⚫ 全体的に単身世帯の利用意向が高くなっています。 

 

（５）医療ニーズの高い在宅療養者の支援・サービスのニーズ 

要介護度の重度化に伴い，「訪問診療」の利用割合が増加。 

⚫ 訪問診療の利用は，「利用していない」が93.4％，「利用している」が4.7％となっていま

す。 

⚫ 要介護度別にみると，「利用している」は，要介護５の46.7％が最も高く，要支援１の0.4％

が最も低くなっています。要介護度が重度になるほど，利用割合が高くなっています。 

⚫ 介護者の勤務形態別にみると，「利用している」は「フルタイム勤務」では1.1％，「パート

タイム勤務」では9.2％，「働いていない」では5.5％となっています。 

 



第３章 前計画期間における事業の実施状況と評価 

23 

課題 

第３章 前計画期間における事業の実施状況と評価 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

（１）自立支援，介護予防・重度化防止の推進 

 

○ 地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所向けの研修や，自立支援型地域ケア会

議において，介護予防ケアマネジメントマニュアルを活用し，自立支援に向け取り組

んでいます。 

○ 住民が主体となった地域の通いの場の開設が進み，リハビリテーション専門職などが

関与することで，いきいき百歳体操などの介護予防の取組が進んでいます。  

○ アンケートによれば，通いの場の効果として「気持ちが前向きになった」や「体操習慣

が身についた」などの回答があり，参加者は効果を実感しています。 

 

 

○ 今後も，自立支援に向け，高齢者の支援に携わる専門職や市民への啓発を進める必要

があります。 

○ 通いの場の参加者の平均年齢が高まっており，介護予防の裾野を広げるため，団塊世

代や前期高齢者等の志向に合った事業を展開する必要があります。 
 

 

【目標値の達成状況】 

○ 「効果測定指標」については，2023年度（令和５年度）の目標値である要支援１の認定

率5.2%以下，認定率21.0％以下をいずれもわずかに上回っています。 

○ 「活動指標」については，いきいき百歳体操やフレイルチェックは，市民の介護予防に

対する機運の高まりや啓発により，年々実施箇所数が増加しましたが，コロナ禍によ

る活動自粛等が続いていたため目標値には至らない見込みです。 

○ 自立支援型地域ケア会議は開催ごとに複数事例を検討し，支援プランの質の向上に努

めましたが，コロナ禍による活動自粛等により目標回数を下回る見込みです。 

【効果測定指標】 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度（令和３年度）の

要支援１の認定率の推計

値を超えない。 

5.2％以下 5.3％ 5.4％ 5.4％ 

2021年度（令和３年度）の

認定率の推計値を超えな

い。 

21.0％以下 20.7％ 20.8％ 21.1％ 

※各年度９月末現在の実績。                 

現状 
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課題 

【活動指標】 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

いきいき百歳体操の 

実施箇所数 
235か所 151か所 157か所 162か所 

フレイルチェック会での 

フレイルチェック人数 
2,660人以上 210人 602人 359人 

通いの場での 

フレイルチェック人数 
7,000人以上 725人 2,594人 1,837人 

自立支援型地域ケア会議

開催回数 
36回 12回 21回 13回 

※2021年度（令和３年度）及び 2022年度（令和４年度）は実績。 

2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 

（２）介護保険サービスの提供体制の整備 

ア 介護保険制度の円滑な運営 

（ア）介護保険制度の普及啓発 

 

○ 介護保険制度を説明したパンフレット「早わかり介護保険」を作成し，介護保険課及

び各支所の窓口に設置しています。また，広報やホームページ等に制度内容や事業者

支援に関する情報を掲載するなど，介護保険制度の周知に努めています。 

○ 介護保険制度に関する情報を市民にわかりやすく説明するため，地域や各種団体に出

前講座を実施しています。 

○ 広島県介護福祉士会と連携し，介護の日にちなんだポスター展を開催し，制度の周知・

啓発を行いました。  
     

 

○ 介護保険制度は，サービスの多様化や３年ごとの保険料の改定等，制度改正が多いた

め，市民に対してわかりやすく効果的な周知啓発を行う必要があります。 
 

（イ）介護給付の適正化 

 

○ 認定調査は，市と指定市町村事務受託法人による実施を基本としており，調査結果の

全件点検や認定調査員研修を通じて，認定調査の平準化と認定調査員の資質向上に努

めています。 

○ 介護認定審査会については，毎年，合議体編成の組み替えを行うほか，介護認定審査

会委員研修を通じて，審査判定の平準化に努めています。 

○ 居宅介護支援事業所が作成するケアプランの内容について，利用者の自立支援の観点

から確認・指導しています。 

○ 住宅改修については，工事施工前に受給者宅の実態確認や工事見積書の点検を行うと

現状 

現状 
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課題 

課題 

ともに，施工後は，必要に応じて現地調査を行っています。また，福祉用具購入・貸与

については，必要に応じて事業者等に対して問合せを行い，受給者の状態に応じた適

切な利用を進めています。 

○ 介護報酬の請求明細書については，受給者ごとに複数月にまたがる内容を確認し，提

供されたサービスの整合性，算定回数などの点検を行っています。 

○ 医療情報と介護保険の給付状況を突合して，給付日数や提供されたサービスの点検を

行っています。 

○ 適正利用の啓発，不正受給の防止のため，介護給付費通知を年３回送付しています。 

○ コロナ禍の影響でケアプラン点検や各種研修が計画どおり実施できない時期がありま

した。 
 
 
  

○ 認定調査員によって調査内容に差が生じないよう，引き続き，研修の機会を確保して

いく必要があります。 

○ 介護認定審査会については，審査判定の平準化のため，引き続き，年度ごとの全合議

体の組み替えや研修の機会を確保していく必要があります。 

○ 適切なケアプランを作成するためには，ケアマネジャーの資質の向上を図ることが重

要であり，ケアプラン点検や研修を継続的に実施する必要があります。 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。  (※)コロナ禍のため，新任委員のみを対象に実施。 
 

（ウ）介護保険料の収納率向上 

 

○ 2022年度（令和４年度）は，保険料の収納率は99.2％で，滞納者数は1,062人となっ

ています。 

○ ペイジー口座振替受付サービスやコンビニエンスストア納付，スマートフォンによる

キャッシュレス決済により納付しやすい環境を整備し，利便性の向上を図っています。 

 

 

○ 引き続き，自主納付の推進，収納率の向上のための取組が必要です。 

○ 被保険者の負担の公平性を確保するため，制度の趣旨普及や納付啓発が必要です。 

○ 新規滞納者への早期の取組強化を図り，滞納額の大口化や滞納者の増加を防ぐことが

重要です。        

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

ケアプラン点検実施事業所数 50事業所 5事業所 45事業所 29事業所 

認定調査員研修参加率 90％以上 85.4% 86.5% 未実施 

介護認定審査会委員研修

参加率 
90％以上    3.5% (※)    26.4% (※) 未実施 

現状 
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課題 

イ 介護保険サービスの質の向上 

（ア）介護サービス事業者に対する指導監督 

 

○ 「定例運営指導」においては，利用者の自立と尊厳を守るための「高齢者虐待防止」「身

体拘束廃止」を最優先事項とし，適切な運営と報酬請求を確認・指導しています。 

○ 不正などが疑われる事業者に対しては，迅速かつ厳正に「監査」を実施し法令遵守の

徹底を図っています。 

○ 制度理解に関する全般的な周知や運営指導の結果の説明，特段の注意喚起を要する事

項等の伝達のため，毎年度１回，集団指導を実施しています。 

○ 定例運営指導等で事業者の状況や運営上の課題を把握し，その課題の解決とサービス

の質の向上に資するため，毎年度テーマを選定して「ミニ集団指導」を実施していま

す。 

○ コロナ禍の影響で運営指導が計画どおり実施できない時期がありました。 

 

 

 

○ 運営指導等の結果，制度の理解が不十分であること等の理由により，一部の事業者に

不適切な請求や運営が発覚し，給付費の返還を求める事例が発生しています。 

○ 指定又は許可の有効期間内に少なくとも１回以上の実施を目標に定例運営指導を計画

的に実施していますが，一部のサービス種別については遅延しています。 

 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

定例運営指導 200件 10件 152件 77件 

集団指導 1回 1回 1回 0回 

ミニ集団指導 1回 1回 1回 0回 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 

 

（イ）事業者による自己評価・外部評価などの適切な実施 

 

○ 「自己評価」は，事業所自ら提供するサービス内容について振り返りを行い，事業所と

して提供するサービスについて個々の従業者の問題意識を向上させ，事業所全体の質

の向上につなげていくことをめざすものです。 

○ 「外部評価」は，運営推進会議等において，事業所が行った自己評価結果に基づき，事

業所で提供されているサービスの内容や課題等について共有を図り，新たな課題や改

善点を明らかにするものです。 

  

現状 

現状 
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課題 

課題 

課題 

 

○ 事業所が提供するサービスの質の評価の客観性を高め，サービスの質の改善を図るた

め，引き続き，定例運営指導等において，事業者における自己評価・外部評価などの適

切な実施を確認・指導していくことが必要です。 

 

（ウ）苦情・相談体制の整備 

 

○ 相談や苦情の内容により，必要に応じて関係部署や関係機関と連携して対応していま

す。 

○ 介護サービス相談員の派遣により，利用者等の不満や疑問にきめ細かく対応し，苦情

等に至る事態を未然に防止し，サービスの質の向上に取り組んでいます。 

 

○ 引き続き利用者などの疑問や不満の解消に向けた体制の充実を図る必要があります。 

 

ウ 介護保険サービスの基盤整備 

 

○ 在宅サービスと施設・居住系サービスのバランスの取れた整備を進めています。 

○ 第8期期間中において，（介護予防）特定施設入居者生活介護を定員61人分，（介護予防）

認知症対応型共同生活介護を定員73人分整備しました。 

○ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び介護老人福祉施設は，地域バランス

を図りながら整備を進めており，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は定員

135人分，介護老人福祉施設は定員76人分を整備しました。 

○ すべてのサービスについて，整備前の開設相談時から必要な助言を行い，サービスの

質の確保に努めています。 

 

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護は，すべての日常生活圏域での整備を目標にして

いましたが，３圏域において整備が進みませんでした。 

○ 介護老人福祉施設については定員27人分が未整備となりました。 

  

現状 

現状 
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課題 

課題 

（３）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

ア 自立支援のための介護予防ケアマネジメント 

 

○ 地域包括支援センターや介護サービス事業所を対象とした研修会では，「介護予防ケア

マネジメントマニュアル」を活用して自立支援に向けた理念の共有を図っています。 

○ 介護サービス事業所等を対象として，年２回程度，様々な視点（口腔・栄養・薬・リハ

ビリ職・ケアマネ等）から自立支援に向けたケアマネジメント研修会を実施していま

す。 

○ 自立支援のための介護予防ケアマネジメントの実施に向け，自立支援型地域ケア会議

を市主催で開催していましたが，2022年度（令和4年度）からは地域包括支援センター

主催でも実施しています。 

 

○ ケアマネジャーのケアマネジメント力の向上のため，今後も様々な分野の研修会を開

催し，専門性を高める必要があります。 

○ 地域の専門職と連携しながら，自立支援型地域ケア会議を通じたケアマネジメント力

向上の機会を増やす必要があります。 
 

イ 住民が主体となった通いの場の充実 

 

○ 高齢者の百歳体操・居場所などの通いの場について，開設・運営の支援を行っていま

す。また，百歳体操実施団体間の交流会を開催し，情報交換や運営についての好事例

を共有するなどの取組を行い，実施団体数・参加者数は増加傾向です。 

○ 居場所づくりについては，2019年度(令和元年度)から福山市社会福祉協議会へ事業委

託しています。喫茶店風サロンの支援と併せて，相談窓口が一本化されたことで，開

設や運営に当たってスムーズな支援が可能となり，実施団体が増えています。 
 

 

○ 75歳未満の人や新規参加が少ないためニーズに応じた通いの場にしていく必要があり

ます。 

○ 実施場所，活動内容の周知・PRを積極的に行う必要があります。 

○ 通いの場の担い手が高齢化しており，新たな担い手を養成する必要があります。 
 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

通いの場への高齢者の参加率 

（百歳体操・居場所・喫茶店風

サロン） 

6.0％ 3.3% 3.7% 3.7% 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。  

現状 

現状 
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課題 

課題 

ウ 介護予防・生活支援サービスの提供体制の整備 

 

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため，介護予防相当サービス，基準

緩和型サービス・短期集中予防サービスにより，生活援助や機能訓練などの多様なサー

ビスを提供しています。 

○ 栄養改善や安否確認を目的とした配食サービスを提供しています。 

 

 

○ 多様な生活支援ニーズに対応するため，利用者が選択できるサービス提供体制を更に

充実させる必要があります。 

 

（４）在宅医療・介護連携の推進 

 

○ 在宅医療と介護の連携を円滑に行うため，ＩＣＴを活用した連携ツールや，入退院時の

医療と介護の連携ツールとして，ローズネットシートなどの普及に向けた取組を進めて

います。 

○ 医療と介護の連携を円滑に進めるため，地域の医療・介護関係者が，顔の見える関係づ

くりを進めるとともに，多職種連携の促進を図る研修会を実施しています。 

○ 安心して在宅で医療と介護を受けることができるよう，地域住民を対象にACP（人生の

最終段階の医療やケアについて医療関係者や支援者と話し合い，共有し，自らが希望す

る医療やケアを受けること）や看取りの普及・啓発に努めましたが，コロナ禍による活

動自粛等により取組が進みませんでした。 

○ 備後圏域の医療機関や介護サービス事業所の情報を掲載した資源マップについて，医療

機関や介護サービス事業所の情報に加えて，通いの場も随時更新しながら提供していま

す。 

 

  

○ 高齢化の進展に伴い，医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が増加していく中

で，自宅で暮らし続けるためには，在宅における医療と介護の提供が不可欠であり，

円滑な支援のために両者の連携を推進する必要があります。 

○ 在宅医療・介護連携の推進については，医療・介護を取りまく環境が地域において様々

であるため，地域の特徴を踏まえながら取組を進める必要があります。 

○ 資源マップの掲載情報が少ないため，掲載内容の充実と市民や実施団体の活用のため

更なる周知の必要があります。 

  

現状 

現状 
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課題 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

在宅医療・介護連携に関する

講演会，出前講座 
20回 0回 1回 0回 

在宅医療・介護連携に関する

研修会 
5回 1回 1回 0回 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 

（５）認知症施策の推進 

 

○ 認知症地域支援推進員を各地域包括支援センターへ配置し，医療機関，介護サービス

事業所及び地域の支援機関の連携体制を強化し，相談支援体制の充実を図りました。 

○ 認知症地域支援推進員は，認知症の人やその家族と地域のボランテイアがつながる仕

組みであるチームオレンジの活動など，認知症の人や家族のニーズに基づく支援を行

いました。 

○ 認知症の早期相談に結び付くよう，認知症ケアパス（認知症ガイドブック）を活用し，

地域での啓発を行いました。 

○ 認知症カフェや認知症初期集中支援チームの活動は，コロナ禍による活動自粛等が続

いていたため取組が進みませんでした。 

○ 認知症などによる行方不明高齢者が発生した場合は，「認知症ひとり歩きＳＯＳネット

ワーク」を通じて情報共有を図り，市民へは福山市社会福祉協議会のＬＩＮＥを活用

し，メールにて備後圏域の6市2町への情報提供を広く行うことによって，早期発見に

つなげています。 

 

 

○ 認知症に関する相談窓口や認知症地域支援推進員の活動に関する周知啓発を行ってい

ますが，更なる啓発が必要です。 

○ 市町村の認知症施策の中心は相談支援と地域づくり（認知症の理解・支えあい）です。

その中核となる認知症地域支援推進員の活動を充実し，認知症施策の取組の促進につ

なげる必要があります。 

○ 認知症サポーターなどのボランティアが地域の中で活動の場を広げていく必要があり

ます。 

○ 警察による行方不明高齢者の捜索は，認知症ひとり歩きＳＯＳネットワーク事業の協

力団体等による情報共有や福山市社会福祉協議会のＬＩＮＥ配信を活用していますが，

より多くのＬＩＮＥ登録者を増やすため更なる啓発が必要です。 

 

 

 

 

現状 
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課題 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

認知症地域支援推進員の 

相談実人数 
790人 1,420人 1,086人 600人 

認知症カフェの開設箇所 34か所 16か所 19か所 24か所 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 
 

（６）多様な人材の確保及び業務効率化の推進 

ア 介護従事者の人材の確保・育成 

 

○ 「福山市福祉・介護人材確保等総合支援協議会」や備後圏域内の関係機関・団体で構成

する「備後圏域福祉・介護人材確保等連絡会議」において，福祉・介護人材の確保・育

成に向けた方策を協議し，取り組んでいます。 

○ 介護職員が専門的業務に専念できるよう元気な高齢者や障がいのある方等を「介護助

手」として雇用する取組を関係団体と連携し進めています。  

○ 福祉・介護の人材を養成している学校への情報発信及び情報共有を行っています。 

○ 関係団体の福祉・介護の就職相談会において相談コーナーを設け，介護人材の育成・

確保を図っています。また，介護の魅力ややりがいへの理解を促進するため，「ふくろー

ず」による魅力向上事業を実施し，介護職に対する興味・関心を高める取組をすすめ

ています。 

○ 介護職員処遇改善加算，介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等

支援加算が適切に算定できるよう指導を行っています。 

○ 外部研修を受ける機会が比較的少ない小規模事業所などを対象に，介護技術に関する

現場での助言や相談に対応し介護人材の育成とサービスの質の向上を図る介護職員技

能等向上支援事業を実施しています。 

○ 介護サービスの質の向上・離職防止のため，介護職員研修費及び（主任）介護支援専門

員更新研修費の補助事業を実施しています。 

○ 介護施設等の職員用宿舎の整備を支援し，職員が働きやすい環境整備を進めています。 

○ 広島県と連携して，外国人介護人材受入支援セミナーを実施しています。 

○ コロナ禍の影響で就職面談会や相談会など計画どおり実施できない時期がありました。 
 
 

 

○ 介護に対するネガティブなイメージを払しょくする取組を行う必要があります。 

○ 多様な人材の確保のため，外国人介護人材の制度の周知・啓発，高齢者や再就職者等

の確保の支援を進めていく必要があります。 

○ 広島県が実施する「魅力ある福祉・介護の職場宣言ひろしま」の制度について，市内事

業者の認証が進むように働きかけを行う必要があります。 

 

現状 
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課題 

課題 

イ 業務効率化の推進 

 

○ 介護従事者の身体的負担の軽減や介護現場の生産性の向上を図るため，ＩＣＴ・介護

ロボットの導入を支援しています。 

  

 

○ ＩＣＴ・介護ロボットを活用した業務改善への取組を行う必要があります。 

 

（７）地域ケア会議の推進 

 

○ 地域包括支援センターは，個別地域ケア会議，日常生活圏域地域ケア会議，自立支援

型地域ケア会議を開催しています。市は，自立支援型地域ケア会議や地域包括ケアシ

ステム推進会議を開催しています。これらの会議では，高齢者に対する支援の充実と

これを支える社会基盤の整備を検討しています。 

○ 地域ケア会議は各地域包括支援センターで実施していますが，開催回数が少ない地域

包括支援センターもあります。 

 

 

○ 行政や医療・介護・福祉の関係者に地域住民も加わり，共に地域で高齢者を支えるネッ

トワークを構築し，具体的な地域課題やニーズを社会基盤の整備につなげる必要があ

ります。 

○ 地域課題の把握や，自立支援に資するケアマネジメントの支援のために，すべての地

域包括支援センターにおいて一定数の開催を行う必要があります。 

 

 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

地域包括ケアシステム推進会議 1回 1回 1回 0回 

個別地域ケア会議 

（自立支援型地域ケア会議を含む） 
90回 48回 50回 26回 

日常生活圏域地域ケア会議 45回 2回 12回 4回 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 

 

 

 

現状 

現状 
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課題 

（８）生活支援サービスの充実 

 

○ 生活支援コーディネーターが地域に出向き，その地域の課題を住民と一緒に考える場

（協議体）を設置しました。 

○ 生活支援コーディネーターを中心に，多様な主体と連携し，高齢者の日常生活上の支

援体制の充実や社会参加の促進に取り組む体制を整備しました。 

○ 「お互いさま活動応援補助金」の活用などにより，高齢者に対する生活支援などを行う

住民主体の互助活動団体ができています。 

○ 高齢者への生活支援サービスを提供する民間事業者の充実を図るため，登録事業者を

募集するとともに，登録事業者の情報をホームページなどで周知しています。 

 

○ 生活支援コーディネーターが中心となり，設置した協議体での取組を更に地域内に広

げる必要があります。 

○ 市内全域で地域住民が主体となって，地域の実情に応じた高齢者の生活支援などの取

組を行うことができる仕組みづくりを更に推進する必要があります。 

○ 地域で新たな担い手を育成する必要があります。 

 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

生活支援コーディネーターの 

対応学区 
78学区 47学区 65学区 70学区 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 
   

（９）地域包括支援センターの機能強化 

 

○ 地域包括支援センターは，総合相談支援業務をはじめ，権利擁護業務，包括的・継続的

ケアマネジメント支援業務，介護予防ケアマネジメントなどを行い，地域包括ケアシ

ステム構築の中核的な役割を担っています。 

○ 地域包括支援センターの機能強化として一般介護予防教室，認知症ケア向上事業を

行っています。また，地域の高齢者の通いの場（居場所づくり，百歳体操等）に地域包

括支援センターの職員が出向き，地域における介護予防や認知症に関する取組を行っ

ています。 

○ 高齢者の増加が見込まれる中で，すべての地域包括支援センターについて，支援を必

要とする高齢者への迅速かつ円滑な対応が図られるように職員の増員と減算制度を実

施し，ニーズに応じた対応ができるように体制整備しました。 

○ 地域包括支援センター運営協議会の開催や事業評価の実施により，適切，公正かつ中

立な地域包括支援センターの運営の確保と業務の改善に努めました。 

現状 

現状 
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課題  
 

○ 地域包括支援センターの認知度向上のために，相談窓口にアクセスしやすい環境づく

りが必要です。 

○ 地域包括支援センターの事業評価について，引き続き適切，公正かつ中立な運営の確

保のため，評価方法を検証しながら実施する必要があります。 

○ 高齢者への対応だけではなく，その世帯の生活上の課題に対する包括的な支援や，複

合的な課題を抱える人に対する支援について，関係機関と連携して取り組む必要があ

ります。 

 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

地域包括支援センターへの 

相談人数（延べ人数） 
89,000人 89,985人 87,942人 44,800人 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 
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課題 

課題 

課題 

２ 健康づくりの推進 

（１）健康づくりと生活習慣病予防の推進 

ア 健康づくりの推進 

 

○ ふれあいプラザや交流館などにおいて，高齢者の健康意識を高めるため，地域実態に

即した健康教育や健康相談を行っています。 

○ 食生活改善推進員や運動普及推進員による地域での教室の開催などを通じて，市民に

食生活改善や運動普及を推進しています。 
 

 

○ 食生活改善推進員や運動普及推進員の活動可能な会員数が減少しており，更なる養成

を行い，推進員の年代やニーズに合ったフォローアップ及び地域活動を丁寧に支援し

ていく必要があります。 
 

イ 生活習慣病予防の推進 

 
 

○ 特定健康診査や後期高齢者健康診査，がん検診等を実施し，疾病の早期発見・早期治

療に取り組んでいます。 

○ 慢性腎臓病（CKD）予防対策事業や糖尿病性腎症重症化予防事業を実施し，重症化予

防に取り組んでいます。 

 

 

○ 特定健康診査，後期高齢者健康診査，がん検診等の受診率向上のため，健診の必要性，

受診方法など更なる周知啓発が必要です。 
 

ウ 健康づくりの場 

 

○ 老人福祉センターやふれあいプラザは，高齢者の健康増進，生きがいづくり，教養の

向上及びレクリエーションのための講座や教室などを提供するとともに，地域の交流

の場として活用されています。 

 
 

○ 各種健康づくりや交流などの活動について，利用者数の減少や利用者の固定化の傾向

があるため，高齢者が参加しやすい内容を検討していく必要があります。 

○ 老人福祉センター，ふれあいプラザの多くが建築後40年以上を経過し，老朽化への対

応が課題となっています。 

現状 

現状 

現状 
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課題 

（２）フレイル予防の推進 

ア フレイル予防事業 

 

○ フレイル予防の3本柱である「運動」「栄養・口腔」「社会参加」に効果的に取り組むこ

とができるよう，フレイル予防の普及・啓発に努めています。 

○ 高齢者のフレイル予防の取組を応援する市民ボランティアであるフレイルサポーター

を養成しています。 

○ 高齢者が自らの心身の状態を把握し，状態に応じた予防の取組を行うために，フレイ

ルチェック会を開催し，フレイルサポーターとその活動を専門的な視点から支援する

フレイルトレーナーを中心に，フレイルチェック（イレブンチェックなど）を行うと

ともに，フレイルチェックの結果に応じて，地域の通いの場や運動教室などを紹介し，

フレイル予防に継続して取り組めるよう伝えています。     

 
 

 

○ フレイル予防出前講座は，回数・参加人数は計画値に達していませんが，年々増加し

ており，今後も更に啓発を推進する必要があります。また，地域からの依頼による講

座であるため，実施地域に偏りがあります。 

○ フレイルチェック会は，コロナの影響による開催回数の減少，感染予防対策を講じた

上で実施可能な１回当たりの人数を15人としたことにより，当初計画の実施人数に達

していません。 

○ フレイル状態の確認，予防の取組を継続できるよう，特にハイリスク者には継続参加

を勧奨する必要があります。    

 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

フレイルチェック会での 

フレイルチェック人数【再掲】 2,660人以上 210人 602人 359人 

通いの場での 

フレイルチェック人数【再掲】 7,000人以上 725人 2594人 1,837人 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 

  

現状 
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課題 

イ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

  

○ 高齢者の通いの場を中心とした介護予防（フレイル予防）と生活習慣病等の疾病予防・

重症化予防の一体的な実施に取り組みました。 

○ ポリファーマシーに伴う副作用を予防するため，後期高齢者の重複・多剤投薬者等に

対し，服薬情報通知による情報提供を行い，適切な服薬・受診となるよう薬剤師が指

導を行いました。 

○ 健康状態が不明な人に，「福山市フレイル質問票」の送付及び保健師の訪問により健康

状態を把握し，必要な指導，助言を行いました。 

 

 

○ 国保データベース（KDB）システム等の医療・介護・健診に関するデータを活用・分析

し，事業評価を行う必要があります。 

○ 「福山市フレイル質問票」への回答を通して，参加者のフレイル状態の変化について評

価する必要があります。 

○ 服薬指導後，薬剤費は減少していますが，服薬情報通知送付者のうち，薬局薬剤師の

服薬指導を受けた人は5.1％で，更に必要な支援につなぐ必要があります。 

○ 「福山市フレイル質問票」の送付及び保健師の訪問による健康状態の把握率は，83％で，

前年度より4.4％上昇しましたが，医療機関の受診につながった人の割合は，25％でし

た。  

 

 

 

 

 
 

  

現状 
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課題 

３ 暮らしを支える施策の推進 

（１）地域福祉活動の推進 

ア 高齢者の見守り体制づくり 

 状 

○ 小地域福祉ネットワーク活動として，訪問を希望する要援護世帯を訪問し，見守り支

援員による声かけや安否確認を行っています。 

○ まちづくりにかかわる活動や事業の専門的な技術，知識のある人や団体と学区（町・

地区）まちづくり推進委員会などの地域活動団体をつなぐことで課題解決を図ってい

ます。 

○ 一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯で，栄養改善が必要な人に配食サービスを提供

するとともに，安否確認を行っています。 

○ 一人ぐらし高齢者巡回相談事業については，地域包括支援センター，介護サービス事

業所，民生委員・児童委員等，地域の関係者で連携し見守りを行っています。 

○ 一人暮らし高齢者や軽度の認知症の高齢者・障がい者などの支援が必要な人を対象に，

保健・福祉・医療の関係者と住民（ボランティア）が協働して進める見守り・援助活動

を行っています。 

○ 緊急通報体制整備事業については，2022年度(令和4年度)から更なる支援体制強化の

ため，コールセンターや見守りセンサーの新設により，24時間見守ることができる体

制の充実を図りました。 

 

 

○ 一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加に伴い，見守りが必要な高齢者が増加し

ています。 

○ 小地域福祉ネットワーク活動は，未実施の学区・地区もあり全市的な取組に広げる必

要があります。 

○ ボランティア活動においては，活動者の高齢化が進んでおり，ボランティア活動者を 

増やし裾野を広げていく必要があります。そのために，仕事を定年退職した世代等を

対象にボランティア入門講座等を開催します。 

また，講座修了者へのフォローアップを行い，新たな活動づくりやグループ化を図り

ます。     

○ 緊急通報体制整備事業の普及啓発が重要であり，更なる制度周知に努める必要があり

ます。 

 

  

現状 
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課題 

課題 

イ 地域福祉推進体制の充実と活用 

 

○ 社会福祉法人（高齢者・障がい者・児童の分野）で組織する福山市地域福祉貢献活動協

議会が，地域で身近に相談できる総合相談窓口を開設しており，複雑化・複合化する

福祉ニーズの相談に横断的に対応しています。      

○ 「地域まちづくり計画」の策定などにより学区（町・地区）の取り組む事業を整理する

中で，多様な主体との連携による地域課題の解決や地域の特性をいかしたまちづくり

を進めています。 

○ 障がい福祉課のろうあ者相談員が，本庁や各支所に来庁した市民の手話相談に対応す

る際などにタブレット端末を使用するなどコミュニケーションのバリアフリー化を

図っています。   

 

 

○ 地域住民の福祉ニーズが複雑化・複合化する中，包括的な支援体制を整備することに

より，地域共生社会の実現が求められています。 

また，自ら支援につながることが難しい人を早期に発見し，支援につなげるまでの仕

組みの構築や，本人に寄り添った伴走支援が求められています。 

○ 地域まちづくり推進事業では，住民主体の地域づくりが展開されてきましたが，時代

の変化に伴い，地域にとって必要な取組に対する支援のあり方を検討しています。 

 

（２）自立した在宅生活の支援 

 

○ シルバーハウジング（高齢者世話付住宅）では，生活援助員の派遣による生活指導，生

活相談，安否確認，緊急時の対応等の支援を行っています。 

○ 地域のボランティア団体が車両を運行し，高齢者の外出支援を行う外出支援事業（お

でかけ支援事業）を１０地区で実施しています。 

○ 家族介護用品支給事業については，認定結果通知へ本事業の周知文を同封する等，制

度の周知に努めており，申請件数は年々増加傾向にあります。 

○ 在宅で重度要介護者を介護している同居の家族に対して支給を行う家族介護慰労金支

給事業では，状況を踏まえ聞き取り調査時に，適切な助言を行っています。 

 

  

○ 外出支援事業（おでかけ支援事業）については，運転ボランティアの高齢化に伴い，ボ

ランティアの確保や世代交代の必要があります。      

 

  

現状 

現状 



第３章 前計画期間における事業の実施状況と評価 

40 

課題 

（３）虐待防止・権利擁護の推進 

 

○ 地域包括支援センターや市では，高齢者虐待に関する相談，通報に対応するとともに

虐待防止に向けた啓発活動を行っています。 

○ 高齢者虐待防止対策として，虐待防止ネットワーク代表者会議を開催し，関係機関等

の情報共有と連携強化を図るとともに，高齢者虐待防止ネットワーク実務者会議を実

施し，関係する職員のスキルアップを図っています。また，市民や関係機関等を対象

とした高齢者虐待防止啓発講演会を開催しています。 

○ 成年後見制度の利用促進に向け，地域における権利擁護支援の連携ネットワークを構

築するために権利擁護支援センターに設置した「中核機関」が調整役となり，後見人

等を円滑に選任するための受任調整や，課題や悩みを抱える親族後見人などをチーム

で支援するなど，成年後見制度の一層の利用促進を図り，高齢者や障がいのある人が

地域で安心して生活ができるように取り組んでいます。また，弁護士，司法書士，社会

福祉士などの専門職による定例相談を毎月１回開催しています。 

○ 市民後見人養成講座を開催し，後見人の担い手である市民後見人の養成に取り組んで

います。  

 

 

○ 成年後見制度においては，相談件数は増加傾向ですが，認知症高齢者などの制度利用

が必要と考えられる人の数と比較すると，利用が進んでない状況です。引き続き，制

度の周知や制度が必要な人への支援に努めていく必要があります。 

○ 高齢者虐待防止に向けて，引き続き，周知・啓発を行う必要があります。 

  

現状 
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課題 

（４）多様な住まいの確保 

 

○ 養護老人ホームや軽費老人ホーム，有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅な

どの指導監督を通じ，安心して利用できる多様な住まいの充実を図っています。 

○ 市営住宅について，新築住宅はもとより，既存住宅においても階段の手すり等を設置

するなどバリアフリー化を進めています。 

○ 生活福祉資金（福祉費）貸付事業として，資金に係る相談や貸付を通じて必要な援助・

指導を行っています。 

 

 

○ 低所得者への継続的・安定的な住まいの確保や，要介護認定を受けている入居者の増

加に対応する必要があります。 

○ 生活福祉資金（福祉費）貸付事業においては，民生委員，関係機関に対し，制度の周知

が十分に行えていない状況であり，制度の周知が必要です。   

 

指標 

目標 実績 

2023年度 

（令和５年度） 

2021年度 

（令和３年度） 

2022年度 

（令和４年度） 

2023年度 

（令和５年度） 

養護老人ホーム 定員数 80人 80人 80人 80人 

軽費老人ホーム 定員数 480人 480人 480人 480人 

生活支援ハウス 定員数 70人 70人 70人 70人 

有料老人ホーム  

定員数（特定施設除く） 
－ 592人 653人 682人 

サービス付き高齢者向け住宅 

定員数（特定施設除く） 
－ 1,785人 1,712人 1,714人 

※2023年度（令和５年度）は９月末現在の実績。 

  

現状 
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課題 

課題 

４ 生きがいづくりと社会参加の促進 

（１）学習機会の拡充 

 

○ 老人大学や地域学習活動推進事業（市民大学・学区民大学），社会教育活動事業（交流

館講座）などの学習機会の場づくりに取り組んでいます。 
 

 

○ 地域学習活動推進事業について参加者が固定化している科目があり，引き続き啓発し

ていく必要があります。 

○ 社会教育活動事業においては，参加者が固定化しないよう，新規参加者へ広報による

周知や参加しやすい雰囲気づくりを進めていく必要があります。 

○ 交流促進講座開催事業（コミュニティセンター事業）は，参加者数の減少や固定化が

進んでおり，高齢者が参加しやすい内容を検討していく必要があります。 

○ 老人大学で学んだことを地域活動など地域社会の担い手としての活動につなげる必要

があります。 

 

（２）地域・社会活動の推進 

 状 

○ 住民主体の通いの場として，地域の高齢者が自由に集い，交流を図ることで孤立や閉

じこもりの防止，介護予防や健康づくりを推進することを目的とした「居場所づくり

等支援事業」を実施しています。     

○ スポーツ・レクリエーション活動として，シニアの健康のためのスポーツ教室などを

実施しています。      

○ 老人交通費助成事業として75歳以上の市民税非課税の人に対し，おでかけ乗車券（バ

ス・タクシー共通券）を交付し，高齢者の社会参加の促進を図っています。 

○ 老人クラブ連合会や単位老人クラブに対し，会員が地域で活動できるように支援して

います。 

  

 

○ 通いの場の充実のためには，新たな担い手の育成や実施内容の充実が必要です。 

○ 役員の高齢化，後継者不足により老人クラブ数，会員数が減少しているため，老人ク

ラブの活性化が必要です。 

現状 

現状 
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課題 

課題 

（３）世代間交流の推進 

 

○ コロナ禍前は，各地域の実態に合わせ，祖父母交流会や老人会との交流を計画し，実

施していました。2020年度（令和２年度）より，コロナウイルス感染症の状況から，

計画どおりの交流の機会が設けられていません。2022年度（令和４年度）は，規模を

縮小したり，時間を短くし，感染状況を把握しながら，できることを考え，実施した施

設もあります。 

○ 福祉教育として，高齢者と交流ができるように，施設訪問又はゲストティーチャーを

招聘する学習などを行っています。 

 

  

○ 保育所地域活動事業においては，核家族化が進む中で，地域において児童と高齢者が

互いを身近に思えるように，継続した事業実施が求められています。 

 

（４）就労機会の拡充 

  

○ ハローワーク福山と連携し，高齢者の就業機会の拡充に取り組んでいます。 

○ シルバー人材センターは，再雇用や定年延長の影響により会員が減少しています。 

 

 

○ ホームページで就労に関する各種セミナーや面接会，相談窓口の周知などを行ってい

ますが，周知すべき対象者はインターネットを利用することが比較的少ないため，効

果的な周知方法を併用する必要があります。 

○ シルバー人材センターは，再雇用や定年延長の影響により会員が減少しています。ま

た，提供する業務と会員の就業希望が合わないことで就業に至らない人がおり，より

幅広い業務の提供を検討していく必要があります。 

  

現状 

現状 
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課題 

課題 

５ 安心・安全な暮らしの確保 

（１）交通安全対策の推進 

 

○ 各警察署・交通安全協会と連携し，交通安全に向けた啓発行事を実施しています。 

 

 

○ 今後も交通安全教育推進モデル地域を指定し，地域主体の交通事故防止活動を支援す

る必要があります。 
 

（２）防犯体制の整備 

 

○ 防犯講座，特に特殊詐欺被害防止のための出前講座を行っています。また，交通事故

防止の出前講座でも防犯情報を提供し，注意喚起を行っています。 

○ 特殊詐欺被害防止のため，防犯機能付き電話機等の設置費の補助制度を行っています。 

○ 消費者被害の防止に向けて，市内各地域へ出向く出前講座や広報ふくやまへの掲載記

事などにより，啓発を行っています。  

 

 

○ 特殊詐欺については，依然として多く発生しているため，高齢者にかかわる関係機関，

団体と更に連携し，啓発を行う必要があります。     

○ 高齢者から寄せられる消費者トラブルに関する相談は依然として多いため，地域や関

係機関と連携して，声かけや見守りなど被害に遭わないようにする取組を一層充実す

る必要があります。      

（３）防災対策の推進  

  

○ 引き続き，地域ぐるみの防災対策の取組として，災害時に自力での避難が困難な方を

対象とした「避難行動要支援者 避難支援制度」を実施していますが，2023年度（令

和５年度）は，「より支援を必要としている人」の避難支援を円滑に行うことができる

体制づくりのため，制度要件の見直しを行いました。また，未取組の学（地）区等に対

し，出前講座等を通じて，避難支援プラン（個別計画）作成に向けたサポートを随時

行っています。 

○ 介護施設等が災害時の施設機能を維持するために実施した非常用発電設備・給水設備

の整備について，補助を行っています。 

現状 

現状 

現状 
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課題 

課題 

○ 「災害情報電話通報サービス」を2019年度（令和元年度）から開始し，2023年（令和

５年）４月１日時点の登録者は1,400人となっています。 

○ 民生委員の協力を得る中で住宅防火診断を実施し，火災予防指導及び防火意識の啓発

を図っています。 

○ 各種行事における火災予防の街頭広報や福山地区消防組合公式ユーチューブチャンネ

ルなどのデジタルコンテンツを活用した火災予防広報や福山市公式ラインを活用した

火災情報配信により，防火意識の啓発を図っています。 

 

 

○ 住宅防火診断については，高齢者への趣旨説明に時間を要することから，消防単独で

の実施は困難となっています。引き続き，民生委員の協力を得ながら実施する必要が

あります。 

○ 住宅火災で発生した死者のうち，高齢者が占める割合が依然として高いことから，継

続して広報を実施していく必要があります。      

○ 住宅火災における死者数の数は，年齢が高くなるにつれて増加する傾向があることか

ら，引き続き，民生委員の協力を得る中で，75歳以上の高齢者世帯の住宅防火診断を

行うとともに，各種デジタルコンテンツを活用し，住宅用火災警報器の設置促進動画

を福山地区消防組合ユーチューブ公式チャンネルやデジタルサイネージで公開するな

ど，様々な広報・啓発活動に取り組む必要があります。 

○ 依然として，避難支援プラン（個別計画）の作成に未取組の学（地）区等があるため，

引き続き，取組開始についてのサポートを行うとともに，災害時の共助の取組の重要

性について周知する必要があります。      
 

（４）感染症対策の推進 

 

○ 広報，ホームページ及び事業所・施設への通知などにより感染症に関する情報を発信

し，感染症予防及び感染拡大防止に向けた周知・啓発を行っています。 

○ マスク，消毒液等の衛生用品については，一定数を確保し，事業所・施設で集団感染が

発生した際に配付し，感染拡大防止及びサービス継続のための支援を行っています。 

○ 事業所・施設が，新型コロナウイルス感染症の感染の機会を減らしつつ，必要な介護

サービスを継続して提供できるよう，通常のサービス提供では想定されない，かかり

増し経費等に対しての補助を行っています。 

○ 事業所・施設が陰圧装置・換気設備の設置及びゾーニング環境の整備を行うなど，感

染症対策を講じるための支援を行っています。 

 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の「５類感染症」への移行後においても，重症化リスクの

高い高齢者が利用する事業所・施設においては，感染予防，感染拡大防止の対策を行

う必要があります。 

現状 
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課題 

（５）ユニバーサルデザインの推進 

 

○ 公共施設については，バリアフリー法などの基準を基本とし，新築，改築を行い，既存

建物にあってもユニバーサルシートやオストメイト対応設備の設置等を行っています。 

○ 人にやさしいまちづくりの意識啓発として，まちづくり出前講座やふれあい福祉まつ

りでの啓発パネルやグッズの掲示，企業研修や交流館活動への学習資料の提供などを

行っています。 

 

 

  

○ 福山駅周辺の道路上への違法駐輪が多い状況となっているため，高齢者や障がい者な

どの通行の支障となっています。 

○ ユニバーサルデザインの視点で整備した施設の検証及び評価を実施し，関係部署で情

報共有を行った上で今後の施設整備にフィードバックしていくことが必要です。 

○ まちづくりの状況などについて，一人暮らしの高齢者など，情報を得ることが困難な

人に対しても伝わる情報提供と支援が必要です。 

現状 
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第４章 本計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

本市の最上位計画である「福山市総合計画」では，高齢福祉分野において，「人生 100 年時代

において，住み慣れた地域で健康に暮らしている」ことを目標としています。 

本計画では，これらと整合性を図りつつ，前計画の取組を継承し，中長期的な視点に立ち，包

括的な支援体制の整備と併せ，地域包括ケアシステムの更なる深化・推進や地域づくりに一体的

に取り組むことで，地域共生社会の実現を図ります。そのために，「高齢者の人権が尊重され，

健やかで，自立し，安心して暮らせる共生のまち福山をめざして」を基本理念として，その実現

に向けて取り組みます。 

 

基本理念 

 

高齢者の人権が尊重され，健やかで，自立し， 

安心して暮らせる共生のまち福山をめざして 

 

 

 

健やか 

高齢者が自ら健康づくりやフレイル予防の取組を行い，健やかに生活す

るとともに，介護が必要になった場合には，サービスを利用しつつ，その

有する能力の維持向上に努めることを表します。 

 

自立 
高齢者が住み慣れた自宅や地域で，自分らしく，生きがいを持って生活

できることを表します。 

 

安心 
高齢者の尊厳が保たれ，すべての人へのやさしいまちづくりを通じて安

全で安心して暮らせることを表します。 

 

共生 

高齢者が他の世代とともに，家庭や地域で生きがいや役割を持ち，お互

いを高め合い，多様性を認め合い，あらゆる人と人，人と地域とのつなが

りが深まるまちを創り出すことを表します。 
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２ 政策目標 

基本理念の実現に向け，三つの政策目標を掲げます。 

 

政策目標１ 住み慣れた地域で自立して暮らせる社会の実現  

高齢者が支援や介護が必要な状態になっても住み慣れた自宅や地域で自分らしい暮らしを続

けることができるよう，医療，介護，介護予防，住まい，生活支援サービスを切れ目なく提供す

る「地域包括ケアシステム」を更に深化・推進していきます。 

 

政策目標２ 生涯にわたり健やかに暮らせる社会の実現 

高齢者が生涯にわたって健やかに暮らせるよう，早い時期からの健康づくりやフレイル予防の

取組を進めるとともに，高齢者自らが支援の担い手となれるよう，地域における活動を支援しま

す。 

 

政策目標３ 生きがいを持ち安心して暮らせる社会の実現 

高齢者が生きがいを持って生活できるよう，社会参加や学習活動などの促進を図るとともに，

ハード・ソフト両面にわたり，高齢者を含めたすべての人が安心・安全に生活できるよう，まち

づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

本計画においては，ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点を取り入れた計画の推進を行い，

目標の達成に向けて取り組みます。 

【達成をめざすＳＤＧｓ】 
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３ 基本方針 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

2040年（令和22年）を見据えた，中長期的な視点に立ち，地域包括ケアシステムの深化・

推進に取り組みます。今後高齢化が一層進む中で，高齢者の地域での生活を支える地域包括ケ

アシステムは，地域共生社会の実現に向けた基盤となり得るものです。 

高齢者の自立支援や重度化防止，在宅医療・介護連携や地域包括支援センターの機能強化な

どに取り組みます。  

また，要支援・要介護状態となった高齢者に対する介護保険制度の役割は，介護を必要とす

る高齢者にサービスを提供し，住み慣れた自宅や地域で安心して暮らせるよう支援することで

す。その役割を果たすため，日常生活圏域を基本に，中長期的な視点で，在宅サービスと施設・

居住系サービスのバランスの取れた基盤整備を進めるとともに，介護サービス事業者に対する

指導監督を積極的に行うことで，サービスの質と量の充実を図ります。 

さらに，介護保険制度の持続可能性を高めるため，介護人材の育成・定着，多様な人材の活

用，デジタル技術の活用などによる介護事業の効率化，簡素化の取組を推進します。 

（２）認知症施策の推進 

今後増加が見込まれる認知症高齢者を支援するため，「共生社会の実現を推進するための認

知症基本法（以下，認知症基本法）」を踏まえ，認知症になっても可能な限り住み慣れた地域

で安心して暮らすことができる共生社会をめざし，認知症の人やその家族の視点を重視しなが

ら，認知症との共生と予防の取組を適切かつ継続的に行います。 

 

（３）健康寿命の延伸 

要介護状態となることを防ぎ，高齢者が生き生きと活躍できるよう，フレイル予防の視点を

踏まえた取組を推進します。 

また，早期からの生活習慣病予防や健康づくりを推進するとともに，身近な地域で気軽に健

康づくり活動に取り組めるよう，健康づくりの場の充実を図ります。 

 

（４）暮らしを支える施策の推進 

高齢者の身体状況や経済状況に応じた適切なサービスや多様な住まいを提供するとともに，

地域での支え合いなどの地域福祉活動を推進し，高齢者の在宅生活を支援します。 

また，高齢者一人ひとりを尊重し，高齢者が尊厳を保ち，自立した質の高い生活が送れるよ

う，高齢者の権利を守るための支援を進めます。 
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（５）生きがいづくりと社会参加の促進 

高齢者自身が地域社会の中で自らの経験と知識・技能をいかし，社会の主役として活躍する

ことができる環境づくりを推進します。  

また，生涯現役で，生きがいを持って過ごすために，健康づくりやフレイル予防とともに，

ボランティア，就労的活動，生涯学習，スポーツ活動，世代間の交流，まちづくりなどの地域

活動を含めた幅広い社会参加と地域の交流を促進します。 

 

（６）安心・安全な暮らしの確保 

住宅や公共交通機関，道路，公共施設などの生活環境面での安全性，居住性，快適性などが

確保された各種社会基盤の整備に努めるとともに，すべての人が安心して生活できるよう，ユ

ニバーサルデザインの視点によるまちづくりを推進します。  

また，交通事故，特殊詐欺などの事故・事件に巻き込まれない対策や，大雨などによる災害，

感染症に対する安全・予防対策を推進し，高齢者が地域において安心して生活できるよう取り

組みます。 
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４ 計画の体系 

本計画の基本理念と，その実現に向けた施策目標，基本方針，これに基づく基本施策について，

次に体系図として示します。 
 

基本 
理念 

政策目標 基本方針 基本施策 

   

高
齢
者
の
人
権
が
尊
重
さ
れ
，
健
や
か
で
，
自
立
し
， 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
共
生
の
ま
ち
福
山
を
め
ざ
し
て 

住み慣れた地域

で自立して暮ら

せる社会の実現 

１ 地域包括ケ
アシステム
の深化・推
進 

(１) 地域共生社会の実現 

(２) 自立支援，介護予防・重度化防止の推進 

(３) 介護保険サービスの提供体制の整備 

(４) 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

(５) 在宅医療・介護連携の推進 

(６) 多様な人材の確保及び業務効率化の取組
の推進 

(７) 地域ケア会議の推進 

(８) 生活支援サービスの充実 

(９) 地域包括支援センターの機能強化 

２ 認知症施策
の推進 

(１) 普及啓発・本人発信支援 

(２) 予防 

(３) 医療・ケア・介護サービス・介護者への支
援 

(４) 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症
への支援・社会参加支援 

  

生涯にわたり健

やかに暮らせる

社会の実現 

３ 健康寿命の
延伸 

(１) 健康づくりと生活習慣病予防の推進 

(２) フレイル予防の推進 

４ 暮らしを支
える施策の
推進 

(１) 地域福祉活動の推進 

(２) 自立した在宅生活の支援 

(３) 虐待防止・権利擁護の推進 

(４) 多様な住まいの確保 
  

生きがいを持ち

安心して暮らせ

る社会の実現 

５ 生きがいづ
くりと社会
参加の促進 

(１) 学習機会の拡充 

(２) 地域・社会活動の推進 

(３) 世代間交流の推進 

(４) 就労機会の拡充 

６ 安心・安全
な暮らしの
確保 

(１) 交通安全対策の推進 

(２) 防犯体制の整備 

(３) 防災対策の推進 

(４) 感染症対策の推進 

(５) ユニバーサルデザインの推進 
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５ 日常生活圏域の設定 

高齢者が住み慣れた地域で，適切なサービスを受けながら生活できるように，地理的条件，人

口，旧行政区，住民の生活実態や地域活動の単位などを考慮し，11 の日常生活圏域を設定しま

す。  

この日常生活圏域を基本に介護保険の地域密着型サービスの提供基盤を整備するとともに，そ

の他の保健・福祉サービスなどについても，住み慣れた地域で切れ目なく提供できるよう，きめ

細かい取組を推進します。 

 

■日常生活圏域の対象学区 

 

日常生活圏域 小学校区 

中央１ 東，南，手城，深津，旭，千田，桜丘，西深津 

中央 2 西，霞，樹徳，光，久松台，明王台 

中央 3 川口，箕島，曙，多治米，新涯，川口東 

中央 4 泉，津之郷，赤坂，瀬戸，熊野，山手 

東部 
引野，蔵王，大津野，坪生，春日，伊勢丘，旭丘，緑丘，長浜，野々浜，幕山，日吉

台，大谷台 

南部１ 水呑，高島，鞆の浦学園 

南部 2 山南，想青学園 

西部 神村，本郷，松永，柳津，金江，藤江，遺芳丘 

北部１ 宜山，駅家，駅家西，駅家北 

北部 2 有磨，福相，常金丸，網引，新市，戸手 

北部 3 御幸，加茂，神辺，竹尋，御野，湯田，中条，道上 
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【凡例】

●小学校

◎義務教育学校

走島

御野

常金丸

網引

●

●

有磨

●

●

●

宜山●

●

●

中条●

●

湯田
●

●
●

●千田

本郷

●竹尋

●

●柳津

●

●

●金江

●

●熊野

●山南

◎

●

●

明王台

●

●

●

●

●

●

川口東

●

曙

●

●

●

●

水呑●

高島●

● ●

●

●
日吉台

●

伊勢丘

●

幕山

大津野

●

旭

西深津

深津

戸手

新市

駅家西

加茂

道上

神辺

大谷台

引野

長浜

蔵王

東

川口

多治米

光

山手津之郷

赤坂

鞆の浦学園

神村

西

樹徳●

●
久松台

●

●

泉●

霞

●

◎

●

春日

緑丘●

●

●

桜丘
●

●

駅家

野々浜

●

●

遺芳丘

坪生

御幸

●

福相

●

想青学園

松永

旭丘

瀬戸

●

駅家北

●

●

●

●

●

手城

新涯

南

藤江

箕島

北部３

北部１

北部２

中央１

中央２

中央３

中央４

南部１

南部２

東部西部
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■日常生活圏域別の人口，事業所数などの状況                （単位：人，か所） 

日常生活圏域 中央１ 中央 2 中央 3 中央 4 東部 南部１ 

人口 59,509 40,188 49,314 29,556 85,089 18,697 

65歳以上人口 17,167 12,034 10,874 9,014 24,241 6,370 

高齢化率 28.8% 29.9% 22.1% 30.5% 28.5% 34.1% 

要
介
護
（
要
支
援
）
認
定
者
数 

要支援１ 1,061 641 555 525 1,187 433 

要支援 2 482 324 328 251 639 306 

要介護１ 821 500 448 378 882 305 

要介護 2 481 280 287 195 519 217 

要介護 3 299 212 206 199 360 148 

要介護 4 429 271 247 261 475 209 

要介護 5 338 221 183 195 401 109 

合計 3,911 2,449 2,254 2,004 4,463 1,727 

地
域
密
着
型
（
介
護
予
防
）
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

事業所数 0 2 1 0 3 0 

定員数 - - - - - - 

夜間対応型訪問介

護 

事業所数 0 1 0 0 0 0 

定員数 - - - - - - 

地域密着型通所介

護 

事業所数 12 6 8 4 18 6 

定員数 159 76 98 55 235 78 

（介護予防）認知症

対応型通所介護 

事業所数 1 2 0 1 2 0 

定員数 6 30 0 12 18 0 

（介護予防）小規模

多機能型居宅介護 

事業所数 13 8 4 4 8 5 

定員数 327 227 107 108 217 102 

（介護予防）認知症

対応型共同生活介

護 

事業所数 6 7 6 4 11 5 

定員数 96 108 126 81 180 75 

地域密着型介護老

人福祉施設 

施設数 3 3 4 1 4 1 

定員数 87 87 105 17 107 29 

看護小規模多機能

型居宅介護 

事業所数 0 2 0 0 2 0 

定員数 0 58 0 0 54 0 

施
設
・
居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

特定施設入居者生

活介護 

事業所数 5 0 2 2 5 3 

定員数 222 0 68 120 216 136 

介護福祉施設 

サービス 

施設数 1 0 1 4 2 1 

定員数 52 0 55 262 164 90 

介護保健施設 

サービス 

施設数 4 1 0 0 2 1 

定員数 345 90 0 0 166 80 

介護療養施設 

サービス 

施設数 0 2 1 0 0 1 

定員数 0 11 50 0 0 5 

介護医療院 

サービス 

施設数 0 0 1 1 1 0 

定員数 0 0 46 50 57 0 

※人口：2023年（令和５年）３月末現在（学区不明を除く。） 

※要介護（要支援）認定者数：2023年（令和５年）９月末現在（住所地特例及び学区不明を除く。） 

※事業所・施設数及び定員数：2023年（令和５年）４月１日現在 
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（単位：人，か所） 
日常生活圏域 南部 2 西部 北部１ 北部 2 北部 3 合計 

人口 12,033 38,338 30,809 24,918 70,709 459,160 

65歳以上人口 4,703 11,368 8,764 9,350 20,164 134,049 

高齢化率 39.1% 29.7% 28.4% 37.5% 28.5% 29.2% 

要
介
護
（
要
支
援
）
認
定
者
数 

要支援１ 299 651 446 583 929 7,310 

要支援 2 160 332 221 337 549 3,929 

要介護１ 228 463 393 446 899 5,763 

要介護 2 149 262 198 263 503 3,354 

要介護 3 118 212 139 184 410 2,487 

要介護 4 167 296 211 253 511 3,330 

要介護 5 86 225 176 209 403 2,546 

合計 1,207 2,441 1,784 2,275 4,204 28,719 

地
域
密
着
型
（
介
護
予
防
）
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時 

対応型訪問介護看

護 

事業所数 0 2 1 1 0 10 

定員数 - - - - - - 

夜間対応型訪問介

護 

事業所数 0 1 0 0 0 2 

定員数 - - - - - - 

地域密着型通所介

護 

事業所数 3 6 5 4 12 84 

定員数 38 84 60 45 162 1,090 

（介護予防）認知症

対応型通所介護 

事業所数 0 3 1 3 2 15 

定員数 0 27 3 33 9 138 

（介護予防）小規模

多機能型居宅介護 

事業所数 4 4 7 10 19 86 

定員数 92 107 182 269 509 2,247 

（介護予防）認知症

対応型共同生活介

護 

事業所数 6 8 4 6 11 74 

定員数 108 135 72 90 180 1,251 

地域密着型介護老

人福祉施設 

施設数 1 2 3 1 3 26 

定員数 29 45 78 29 78 691 

看護小規模多機能

型居宅介護 

事業所数 0 3 0 2 3 12 

定員数 0 75 0 58 82 327 

施
設
・
居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

特定施設入居者生

活介護 

事業所数 1 1 2 0 2 23 

定員数 40 32 128 0 77 1,039 

介護福祉施設 

サービス 

施設数 3 3 2 2 4 23 

定員数 188 192 130 140 225 1,498 

介護保健施設 

サービス 

施設数 1 1 1 1 2 14 

定員数 60 90 90 65 132 1,118 

介護療養施設 

サービス 

施設数 0 0 0 0 0 4 

定員数 0 0 0 0 0 66 

介護医療院 

サービス 

施設数 0 0 0 1 0 4 

定員数 0 0 0 18 0 171 

※人口：2023年（令和５年）３月末現在（学区不明を除く。） 

※要介護（要支援）認定者数：2023年（令和５年）９月末現在（住所地特例及び学区不明を除く。） 

※事業所・施設数及び定員数：2023年（令和５年）４月１日現在 
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第５章 各論 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

（１）地域共生社会の実現 

地域共生社会とは，高齢者介護，障がい福祉，児童福祉，生活困窮者支援などの制度・分野の

枠や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて，人と人，人と社会がつながり，一

人ひとりが生きがいや役割を持ち，助け合いながら暮らしていくことのできる包摂的な社会です。 

高齢化が進む中で，高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシステムは，すべての人が地

域，暮らし，生きがいづくりを共に創り，高め合うことができる地域共生社会の実現に向けた中

核的な基盤となりうるものです。 

2020 年（令和２年）６月には，国において地域共生社会の実現を図っていく観点から，社会

福祉法等に基づく社会基盤の整備と併せて介護保険制度改正が行われたところです。 

本市においても，地域包括ケアシステムの深化・推進を図ることにより，「地域共生社会」の

実現をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【地域共生社会における包括的支援体制のイメージ図】 

資料：厚生労働省ホームページ「「地域共生社会」の実現に向けて」掲載資料（令和２年 12 月現在） 

子ども・子育て家庭 

地域子育て支援拠点 

子育て世代包括支援センター 等 

障がい者 

地域移行・地域生活支援 

障がい者を対象にした相談機関 

基幹相談支援センター 等 

土台としての地域力の強化 
「他人事」ではなく「我が事」と考える地域づくり 

高齢者 

地域包括ケアシステム 
地域医療介護確保法第２条 

高齢者を対象とした相談機関 

地域包括支援センター 

共生型 

サービス 
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ア 重層的支援体制の整備 

ヤングケアラーや8050問題など，これまでの子ども・障がい・高齢・生活困窮といった分野別

の支援体制では対応困難な複合的な課題や狭間のニーズに対応するために，重層的支援体制を整備

し，課題を抱える人やその世帯への包括的な支援や，地域住民等による地域福祉を推進します。 

「属性を問わない相談支援」，「参加支援」，「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する重層

的な支援に向けて，これまでの相談支援体制を維持しつつ，実情に応じた包括的な支援体制の整備

をめざし，関係者で意見交換を進めます。 

2022年度（令和４年度）から包括的支援体制の整備に着手しており，2024年度（令和６年度）

の本格実施をめざします。 

具体的には，属性や世代を問わずに複合的課題に対する「包括的相談支援体制」をはじめ，多機

関連携ネットワークやアドバイザー機能など「多機関協働事業」等の実施を段階的に進めることで，

重層的支援体制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■実現に向けたロードマップ 

 

 

 

  

2022年度 
（令和４年度） 

2023年度 
（令和５年度） 

2024年度 
（令和６年度） 

2025年度 
（令和７年度） 

2026年度 
（令和８年度） 

 

 

 

    

地域づくりに向けた支援 

住民同士の顔の見える関係性の育成支援 

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保 
・多分野のプラットフォーム形成など，交流・参加・学びの機会の 

コーディネート 
 

相談支援 

包括的な相談支援の体制 

・属性や世代を問わない 
相談の受け止め 

・多機関の協働を 
コーディネート 

・アウトリーチも実施 

参加支援 

・既存の取組で対応できる場合は既存
の取組を活用 

・既存の取組で対応できない狭間の 
ニーズにも対応 

 
例：就労支援 

 居住支援 

継
続
的
な
伴
走
支
援
・
多
機
関
協
働
に
よ
る
支
援
の
実
施 

新たな事業の全体像 

地域福祉計画 2022（５年間 ～2026年度（令和８年度）） 

包括的支援体制整備に 
向けた「体制づくり」 

包括的支援体制の 
「本格実施」 

相談支援 

参加支援 

地域づくり 

アウトリーチ 

多機関協働 
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（２）自立支援，介護予防・重度化防止の推進 

高齢者の自立支援，重度化防止に向けた取組の推進は，介護保険法の理念そのものです。地域

包括ケアシステムの推進に当たっては，地域の実態把握・課題分析を踏まえ，地域における共通

の目標を設定し，関係者間で共有するとともに，その達成に向けた具体的な計画を作成すること

が重要です。 

本市においても，地域包括ケアシステムの推進を基本として，自立支援，重度化防止を念頭に

置いた施策の展開を図ります。 

 

ア 地域分析と対応 

今後の高齢化の進行状況，要介護認定率や介護費用，介護サービスの状況は様々であり，地

域の課題を的確に把握した上で，実情に応じた施策を展開することが重要です。 

このため，厚生労働省が構築した地域包括ケア「見える化」システムを活用しながら，地域

データの分析に努めるほか，各種調査の実施や介護保険サービスの提供状況などの収集，提供

に努め，客観的に地域を把握しながら事業を展開します。 
 

アンケート調査によると，健康リスク別の判定は，３年前の調査結果と比較すると，「運動

器の機能低下」「転倒リスク」「認知機能の低下」は改善されていますが，その他は悪化がみら

れます。なかでも「うつ傾向」が大きく悪化しているのは，コロナ禍による外出控えが要因と

なっているものと考えられます。 

■ 健康リスク判定結果の比較               （単位：％） 

 

 

 

 

 
 
 

■ 日常生活圏域別健康リスク判定結果            （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

運動器の
機能低下

転倒
リスク

閉じこも
り傾向

低栄養
傾向

口腔機能
の低下

咀嚼機能
の低下

認知機能
の低下

うつ傾向

前回調査 21.2 35.8 18.3 1.4 26.4 33.7 47.5 26.5

今回調査 18.8 34.3 19.7 1.5 27.8 34.4 44.9 44.6

前回比較 減少 減少 増加 増加 増加 増加 減少 増加

日常生活
圏域

運動器の
機能低下

転倒
リスク

閉じこも
り傾向

低栄養
傾向

口腔機能
の低下

咀嚼機能
の低下

認知機能
の低下

うつ傾向

全体 18.8 34.3 19.7 1.5 27.8 34.4 44.9 44.6

中央１ 20.5 35.5 17.3 1.2 29.6 35.4 44.6 46.6

中央２ 19.8 31.7 18.5 2.3 30.7 35.0 43.2 46.7

中央３ 16.1 33.2 15.6 1.9 28.7 34.4 42.7 43.8

中央４ 19.4 33.6 23.0 1.0 28.4 37.0 44.2 47.0

東部 18.0 33.9 17.9 1.4 27.1 33.1 46.5 42.5

南部１ 21.2 38.8 20.4 0.8 28.6 41.6 44.3 47.5

南部２ 20.5 34.0 23.1 1.3 21.2 26.3 42.9 35.9

西部 20.8 37.7 19.8 2.6 25.2 30.0 42.2 45.3

北部１ 17.2 29.0 21.0 0.5 26.4 34.4 46.7 45.6

北部２ 18.3 35.3 25.9 2.0 27.2 33.2 50.8 41.6

北部３ 18.2 34.9 20.9 1.3 27.8 35.7 43.6 44.6
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本市における要介護（要支援）認定率は，全国及び広島県平均と比較して高い傾向にありま

す。特に初期の段階の「要支援１」の認定率が高く，要介護状態となる「要介護１～５」の認

定率は低い傾向にあります。 

        

※実績（全国及び広島県）：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

2022 年（令和４年）９月末 

※実績（福山市）：2022 年（令和４年）９月末現在 

※表示上，小数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 

 

イ 自立支援，介護予防・重度化防止に向けた目標指標 

高齢者の自立支援，介護予防・重度化防止に向けた取組を推進するためには，地域における

共通の目標を設定し，関係者間で共有するとともに，その達成に向けた具体的な取組を進める

必要があります。 

高齢者の地域における自立した日常生活の支援，要介護状態等となることの予防又は要介護

状態等の軽減若しくは悪化の防止に関する目標を設定するものとします。 

ウ 目標達成状況の評価，検証 

目標や指標の進捗に際し，ＰＤＣＡの一環として，自立支援などの施策の実施状況及びその

目標の達成状況や，保険者機能強化推進交付金等の評価指標などに基づいて評価し，効果的に

地域包括ケアシステムを推進するとともに，その結果の公表に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

区分

要支援１ 5.4% 2.7% 3.4%

要支援２ 2.8% 2.6% 2.7%

要介護１ 4.2% 4.0% 4.1%

要介護２ 2.4% 3.2% 3.0%

要介護３ 1.9% 2.5% 2.4%

要介護４ 2.3% 2.4% 2.2%

要介護５ 1.8% 1.6% 1.7%

合計

【認定率の比較　2022年度（令和4年度）】

20.8% 19.1% 19.5%

8.2% 5.3% 6.2%

12.6% 13.7% 13.4%

福山市 全国 広島県
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【めざす姿】 

 

できる限り，「自立して自分らしく自分のリズム」で生活を続けられるよう，高齢者自らが

要介護状態となることの予防又は要介護状態の改善・維持がされている。 

 

 

【効果測定指標】 

全体の認定率を維持したままで，自立支援の取組がより効果的に現れる，初期の段階の要支

援１の認定率を効果の測定指標とします。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

2024 年度（令和６年度）の要支援１の

認定率の推計値を超えない。 
％ 5.4 5.4以下 

2024 年度（令和６年度）の認定率の推

計値を超えない。 
％ 20.8 21.0以下 

     

 

【活動指標】 

効果測定指標を達成するための具体的な取組を活動指標とします。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

いきいき百歳体操の実施箇所数 か所 157 185 

フレイルチェック会でのフレイルチェッ

ク人数 
人 602 1,040 

通いの場でのフレイルチェック人数 人 2,594 5,400 

自立支援型地域ケア会議事例検討件

数 
件 31 72 

ケアプラン点検実施事業所数 事業所 45 60 
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（３）介護保険サービスの提供体制の整備 

ア 介護保険制度の円滑な運営 

（ア）介護保険制度の普及・啓発 

高齢者やその家族が介護保険制度に対する理解や認識を深めることは，サービスの円滑

な利用や介護保険の安定的な運営の基本となります。 

そのため，広報，ホームページ，パンフレットなどにおいて制度の説明をより分かりやす

くしながら，介護保険制度に関する情報を提供するとともに，各種行事や出前講座，啓発イ

ベントなどを通じて周知を行い，制度理解の深化を図ります。 

（イ）介護給付の適正化 

介護給付の適正化は，適切な要介護（要支援）認定を行った上で，利用者が真に必要とす

るサービスを事業者が適切に提供するよう促すもので，利用者の自立支援とともに，費用の

効率化を通じて制度への信頼を高め，持続可能な制度の構築に資するものです。 

そのため，次の主要事業を柱として，重点的かつ計画的な取組を行います。 

 

【主要事業】 

① 要介護（要支援）認定の適正化 

認定調査結果の全件点検や地域データ等を活用した要介護認定の状況分析，関係者間

での情報共有を図り，要介護認定の平準化を図ります。また，認定調査員や介護認定審査

会委員に対して，市が主催する研修の内容充実や，国・県主催の研修機会も活用し，資質

や専門性の向上を図ります。 

② ケアプラン点検 

ケアプランの内容について，高齢者の尊厳の保持・自立支援，重度化防止等の観点から

の点検を行うとともに，適切なケアプランを作成するための研修などを通じてケアマネ

ジャーの資質の向上をめざします。 

③ 住宅改修，福祉用具の購入・貸与の点検 

住宅改修について，事前の届出書や事後の支給申請書による点検を行うとともに，必要

に応じて現地調査を実施します。 

また，各事業所へ適正な工事となるよう，不適切事例の紹介や対象工事の範囲の情報提

供等を行い，制度内容の理解の促進を図ります。 

福祉用具購入・貸与について，申請書などによる点検を行うとともに，必要に応じてケ

アマネジャーへの問合せ，利用者への訪問調査を実施します。 

④ 縦覧点検，医療情報との突合 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の請求明細書の内容を確認し，提供された

サービスの整合性，算定回数などの点検を行い，請求内容の誤りを発見します。 

医療情報と介護保険の給付情報を突合して，給付日数や提供されたサービスの整合性

の点検を行い，医療と介護の重複請求を発見します。 
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⑤ 介護給付費通知 

利用者に対する制度の意識付けや適正利用の啓発，事業者による不正請求の防止を図

るため，サービス利用者に給付費通知書を送付します。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

認定調査員研修参加率 ％ 86.5 90以上 

介護認定審査会委員研修参加率 ％ 26.4（※） 90以上 

                    (※)コロナ禍のため，新任委員のみを対象に実施。 

（ウ）介護保険料の収納率向上 

介護保険料の確実な収納は，制度運営の根幹をなすものであり，被保険者の負担の公平性

の観点からも重要です。 

そのため，制度内容の周知や特別納付相談を強化し，口座振替の加入促進やキャッシュレ

ス決済などの納付環境の整備により利便性を高め，自主納付の促進を図ります。 

滞納者管理においては，十分な実態把握と制度の趣旨普及を行い，特に新規滞納者への早

期の取組強化により現年収納率の向上を図り，滞納繰越を抑制します。 

 

イ 介護保険サービスの質の向上 

（ア）介護サービス事業者に対する指導監督 

サービスの質の確保と向上を目的に，定例運営指導による指導・確認を適切かつ計画的に

実施します。不正などが疑われる事業者に対しては，迅速かつ厳正に「監査」を実施して，

法令遵守の徹底を図ります。 

定例運営指導などにより事業者の状況や運営上の課題を把握し，サービスの質の確保と

向上の視点から必要な情報提供，研修を集団指導・ミニ集団指導として実施します。 

高齢者虐待防止や性的マイノリティへの配慮など，利用者の意思・人格を尊重したサービ

ス提供に努めるよう，各種研修・指導の機会を通じ周知徹底を図ります。 

（イ）事業者による自己評価・外部評価などの適切な実施 

福祉サービス第三者評価や自己評価・外部評価は，利用者や地域住民にサービスの内容を

明らかにし，地域に開かれたサービスとすることをめざすものです。 

定例運営指導等において，事業者における自己評価・外部評価などの適切な実施を確認・

指導し，サービスの質の向上をめざします。 

（ウ）苦情・相談体制の整備 

被保険者が適切かつ円滑にサービスを利用することができるよう，地域包括支援センター

などの関係機関と連携して，市民からの相談や苦情に的確かつ迅速に対応できる体制の整

備を行います。 

また，介護サービス相談員を事業所に派遣し，利用者や家族の相談に応じ，事業所との意

見交換を行うことにより，利用者などの疑問や不満の解消につなげます。 
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 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

定例運営指導 事業所 152 170 

集団指導 回 1 1 

ミニ集団指導 回 1 1 

 

ウ 介護保険サービスの基盤整備 

日常生活圏域を基本に，在宅サービスを充実させるとともに，バランスの取れた施設・居住

系サービスを整備します。 

在宅サービスについては，要介護者の在宅生活を支える医療・介護連携サービスである定期

巡回・随時対応型訪問介護看護や看護小規模多機能型居宅介護の更なる普及促進を図るため，

未整備圏域へ整備を行う事業者に対して整備支援などを行います。 

 
（施設・居住系サービスの新規整備数） 

 定員 備考 

（介護予防）特定施設入居者生活介護 200 公募・既存の軽費老人ホーム 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 72 公募 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 8 既存施設の定員増 

介護老人福祉施設 109 既存施設の定員増 
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（４）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

ア 自立支援のための介護予防ケアマネジメント 

高齢者が住み慣れた地域でできる限り自立した生活を送るためには，早期からフレイルの状

態からの改善に向けた支援を行うことが必要です。 

介護予防ケアマネジメントは，比較的軽度である要支援認定者及び事業対象者に対して，ア

セスメントを行い，本人の有する能力や環境等に応じて自立した生活を送ることができるよう，

介護予防及び日常生活支援を行うものです。 

単にサービスにつなげるだけでなく，高齢者がその知識や能力をいかして，地域における通

いの場に自ら積極的に参加することを促すなど，地域資源を活用し社会とのつながりをつくる

ことができるよう支援することで自立支援につなげます。 

 

【主要事業】 

① 介護予防ケアマネジメントマニュアルの活用 

自立支援に向けたケアマネジメント力の向上のため，地域包括支援センターの職員や

ケアマネジャーに対し，ケアマネジメントマニュアルの周知・啓発を行います。 

また，住民や介護サービス事業所などに対して研修会などを通じて自立支援の方針や

理念の周知・啓発を図ります。 

ケアマネジャーにとって理解・利用しやすいものとなるよう，マニュアルを更新する必

要があります。 

② 自立支援に向けたケアマネジメント研修の実施 

介護予防ケアマネジメントマニュアルに基づいた研修会や，自立支援に向けた様々な

分野の専門性を高めるための研修会を実施します。 

③ 自立支援型地域ケア会議の実施 

自立支援のための介護予防ケアマネジメントの実施に向け，市や地域包括支援セン

ターが主催する自立支援型地域ケア会議を実施します。 
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イ 新たな介護予防事業の実施 

団塊の世代が後期高齢者になり高齢化が急速に進行するなかで，年々増加する介護給付費や

要支援認定率が国や県の平均より高いなど本市が抱える課題の解決につなげるため，成果連動

型委託契約方式（PFS）を取り入れた新たな介護予防事業を行います。 

 

【主要事業】 

① 成果連動型介護予防事業の実施 

成果連動型民間契約方式（PFS）は，地方公共団体が民間事業者に委託する事業のうち，

解決をめざす行政課題に対応した成果指標を設定し，支払額を成果指標の改善状況に連

動させて実施するものです。 

事業内容は，民間事業者からのアイデアや手法による提案を活用することで，多様かつ

魅力的な介護予防メニューを提供することができ，これまでに参加していなかった前期

高齢者や無関心層へのアプローチを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果連動型介護予防事業（通いの場）

本市の課題解決のため，官民連携の仕組みの一つ
である成果連動型民間委託契約方式を活用し，新
たな介護予防事業を行い，健康寿命の延伸に取り
組みます。

目的

課題１ 増加し続ける介護給付費

課題２ 要支援認定が国・県平均より高い

事業スケジュール

2027年度2026年度2025年度2024年度

課題

参加者がいつも同じ
前期高齢者の参加が少ない

内容のマンネリ化
前期高齢者向けの事業がない

通いの場を運営する担い手不足

導入によるメリット

〇 企業のコンテンツの
新規・多様性

〇 マーケティングを
踏まえた確実な実施

〇 客観的な評価検証が可能

事業実施体制

通いの場の課題解決

年度
300

350

400

450

2018 2020 2022 2023

361.6 380.5 388.9 404.7

億円
見込

福山市 第三者評価機関

新たな介護予防事業

介護予防事業
実施事業者

要介護認定を
受けていない

高齢者

成果報酬 第三者評価

サービス
提供

報告

事業実施期間

調査・評価期間

8.2%

6.2%

5.3%

8.5%
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4.1%

3.9%

4.0%
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福山市

広島県

全国

要支援 要介護1・2・3 要介護4・5
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ウ 住民が主体となった通いの場の充実 

高齢者を年齢や心身の状況などによって分け隔てることなく，住民主体の通いの場を充実さ

せ，人と人とのつながりを通じて，参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づく

りを推進します。 

団体同士の交流会における情報交換や，運営に当たって課題のある団体に対して必要な支援

を行うなど，活動の継続支援に取り組むほか，「運動」「栄養・口腔」「社会参加」のフレイル

予防の視点を踏まえた実施内容の充実に努めるとともに，リハビリテーション専門職などの関

与により効果的なフレイル予防を進めます。 

また，医療専門職が通いの場へ出向き，健康教育・健康相談を実施します。 

 

【主要事業】 

① 居場所づくり 

担い手が高齢化しており，新たな担い手の育成とともに，参加者の趣味や特技をいかし

た催しや講座の開催など，参加者主役の魅力ある居場所づくりを支援します。 

居場所を運営されている方々を対象に，日頃の活動の報告や取組の工夫などの情報共

有を行う交流会を開催し継続支援に努めます。 

② 介護予防のための体操 

住民が主体となり運営する百歳体操は，75歳未満の人の参加者が少なく参加者の偏り

があるため，実施場所，活動内容の周知・PR等を行い，あらゆる人が身近な地域での体

操の場へ参加できるよう支援します。 

③ リハビリテーション専門職などの関与 

住民が主体となり運営する百歳体操にリハビリテーション専門職などが関与すること

で，より効果的にフレイル予防を進めます。 

④ 医療専門職の関与 

地域の健康課題に基づき，医療専門職がフレイルのおそれがある高齢者に対し健康教

育・健康相談を実施します。 

フレイル質問票において口腔機能の低下に該当する者が多いため，口腔機能向上の取

組を進めます。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

通いの場への高齢者の参加率 

（百歳体操・居場所・喫茶店風サロン） 
％ 3.7 4.4 
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エ 介護予防・生活支援サービスの提供体制の整備 

要支援認定者や，基本チェックリストにより決定された事業対象者などの軽度者の多様な生

活支援ニーズなどに対応するため，訪問型・通所型の介護予防相当サービス，基準緩和型サー

ビス，短期集中予防サービスなど状態像に応じて利用できる多様なサービスの充実に努めます。 

また，地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントに当たっては，適切なアセス

メントに基づき，高齢者の自立に向けて設定された目標を達成することをめざします。 

利用者の生活上の困りごとに対して，単にそれを補うサービスを提供するのではなく，生活

機能の維持・改善すべき課題に対して，高齢者の自立支援や介護予防に資するよう専門的支援

により心身機能の維持・改善を図っていきます。 

 

【主要事業】 

① 訪問型サービス 

ホームヘルパーなどが訪問して，掃除・洗濯などの日常生活の支援を行います。また，

リハビリテーション専門職などが訪問し，生活機能の向上のための指導を行い生活機能

の改善をめざします。 

② 通所型サービス 

通所介護サービス事業所などで，機能訓練や参加者同士の交流などの日常生活の支援

を行い，生活機能の改善をめざします。 

③ その他の生活支援サービス 

調理をすることが困難で見守りの必要な高齢者が増加する中で，配食サービス事業に

より，栄養改善を目的とした食事の提供や見守りを行います。 
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（５）在宅医療・介護連携の推進 

アンケート調査によると，「寿命が近づいたときにどこで最期を迎えたいか」という質問に対

し，約４割が「自宅」と回答しています。 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が自宅で暮らし続けるためには，在宅における医

療と介護の提供が不可欠であり，円滑な支援のために両者の連携を推進する必要があります。こ

れまで在宅医療・介護連携推進会議における議論を通じて把握・抽出した本市における在宅医療・

介護連携の課題としては，医療や介護の関係者の「情報共有」や「相互理解」，身近な地域におけ

る市民や専門職への相談窓口の充実など「切れ目のない在宅医療と介護の連携体制」，市民や関

係者への「啓発」が挙げられています。医師会などの関係機関と連携して，これらの課題の解決

に向けた取組を進めます。 

医療・介護関係者等や関係機関との連携を実現するためには，「顔の見える関係」を構築する

ことが重要であり，そのためには，「在宅医療・介護連携の推進」という同じ目的を共有できる

研修を行うことで多職種連携を推進していきます。 

多職種が協働して支援を行うことで，在宅医療・介護を望む高齢者が，いつまでも安心して在

宅での生活を継続できるよう，日常の療養支援，入退院支援，急変時の対応，看取りの「各場面」

での医療と介護の提供がより一体となった多職種連携によるチームケア体制の構築を図ってい

きます。 

 

【在宅医療・介護連携推進事業に関するめざすべき姿（目的）】 

在宅療養者の生活の場面において，医療と介護の連携した対応が求められる４つの場面ごと

のめざすべき姿。 

１ 日常の療養支援 

医療・介護関係者の多職種協働によって課題を抽出して対応策を検討し，資源の把握や相

談支援を行うことで，医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が住み慣れた場所で生

活ができるようにする。 

２ 入退院支援 

入退院の際に，医療機関，介護サービス事業所等が協働・情報共有を行い，切れ目のない

在宅医療と介護の提供体制を構築することで，医療と介護の両方を必要とする状態の高齢

者が，希望する場所で望む日常生活が過ごせるようにする。 

３ 急変時の対応 

医療・介護・救急（消防）が連携することにより，在宅で療養生活を送る医療と介護の両

方を必要とする状態の高齢者の急変時にも，本人の意思も尊重され適切な対応が行われる

ようにする。 

４ 看取り 

地域の住民が，在宅での看取り等について十分に認識・理解をしていくことができ，医療

と介護の両方を必要とする状態の高齢者が，人生の最終段階における望む医療及びケアを

行えるように支援する。 
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【主要事業】 

① 地域の医療・介護の資源の把握と情報共有 

備後圏域の医療機関や介護サービス事業所の情報を掲載した資源マップについて，医

療機関や事業所の情報に加え，通いの場の情報の掲載内容の充実を図るとともに，市民や

医療機関・介護サービス事業所等の関係団体の活用のため更なる周知を行います。 

在宅医療と介護の連携を円滑に行うため，ＩＣＴを活用した連携ツールや，入退院時の

医療と介護の連携ツールとして，ローズネットシートなどの普及に向けた取組を進めま

す。 

② 在宅医療・介護連携の課題の抽出 

医療や介護，地域の関係者などで構成する在宅医療・介護連携推進会議を開催し，在宅

医療・介護連携の現状の把握と課題などを抽出し，対応策を検討します。 

③ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築 

身近な地域における市民，専門職に対する在宅医療・介護の相談窓口の充実に取り組

み，地域特性に合った相談支援体制を構築します。また，相互の連携を進めることで，効

果的・効率的な相談支援につなげます。 

在宅サービスについては，医療と介護の連携サービスである定期巡回・随時対応型訪問

介護看護や看護小規模多機能型居宅介護の普及促進を図ります。 

④ 相互理解や専門性を高めるための研修 

医療と介護の連携を円滑に進めるため，地域の医療・介護関係者が，顔の見える関係づ

くりを進めるとともに，多職種連携の促進を図る研修会を実施します。 

⑤ 地域住民への普及啓発 

安心して在宅で医療と介護を受けることができるよう，地域住民を対象とした啓発を

実施します。 

また，ACP（人生の最終段階の医療やケアについて医療関係者や支援者と話し合い，共

有し，自らが希望する医療やケアを受けること）や看取りの普及・啓発に努めます。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

退院前カンファレンスへのケアマネ

ジャー参加状況 
％ 94.0 96.0 

在宅医療・介護連携に関する研修会，

出前講座 
回 1 22 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所がある圏域数 
圏域 6 11 
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出典：厚生労働省 
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（６）多様な人材の確保及び業務効率化の取組の推進 

生産年齢人口の減少と高齢化の進展に伴い，ますます増大する介護ニーズに対応するためには，

介護現場の生産性の向上及び質の高い人材を安定的に確保するための取組が必要です。 

介護現場の生産性の向上は，サービスの質の向上が見込まれるとともに，働く環境の改善によ

り介護職員の負担軽減等にもつながります。そのための介護ロボット・ＩＣＴ等の導入や介護助

手の活用などの取組を行っていきます。 

人材の確保・育成については，国・県・市・事業者がそれぞれの役割に応じて対策を講じてお

り，本市としては，介護従事者を増やすため，介護の仕事が持つ魅力ややりがいが理解されると

ともに，職業として選択され，実際の就職へと結び付くことが必要であり，また，介護従事者の

定着に向け，技能の向上や就業環境の改善を支援することが重要であると考えています。 

本市では，福祉・介護人材の確保・育成に向け，介護事業者や職能団体，教育・介護職員養成

機関，地域・福祉関係団体，ハローワークと協働して進めるために設置された「福山市福祉・介

護人材確保等総合支援協議会」において協議し，連携しながら取組を行っていきます。 

 

ア 介護従事者の人材の確保・育成 

【主要事業】 

① 介護職のイメージアップ，就労・再就職支援 

人材確保に向けた事業者の支援として，協議会との連携により，就職面談会や相談会を

開催します。また，介護の仕事が持つ魅力ややりがいの理解促進のため，福祉・介護の職

場で働く職員の中から選定した「ふくろーず」による福祉・介護職の魅力向上・イメージ

アップを図るための職場説明を実施するとともに，「介護の日」にちなんだイベントなど

において，介護についての理解と認識を深めます。 

外国人や高齢者等の多様な人材の確保については，外国人介護人材の制度の周知・啓発

を行うとともに，「介護助手制度」など元気な高齢者や障がい者の方の就労につながる方

策を検討します。また，職員宿舎の整備など，介護職員が働きやすい環境の整備を進めま

す。 

② 定着支援，離職防止 

良好な職場環境づくりのため，定例運営指導において，適切な勤務体制の確保が図られ

るよう指導を行います。 

介護報酬における介護職員等の処遇改善加算が適切に算定されるよう指導を行うとと

もに，未算定の事業者に対しては申請勧奨を行い，加算の算定を促します。 

③ キャリアアップ支援，質の向上 

介護職員及び介護支援専門員のキャリアアップ及び介護サービスの質の向上を図るた

め，介護サービス事業所に勤務している方を対象に，介護職員初任者研修，介護職員実務

者研修及び（主任）介護支援専門員更新研修の受講費の一部について補助を行います。 
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④ 国・県との連携 

国においては，介護報酬や人員基準の見直しを通じて，人材確保を図っています。 

県においては，合同求人面談会を実施し，マッチング機会の提供を行うとともに，ミス

マッチ軽減のために職場見学体験等の取組や若者，子育て，高年齢世代に対して，介護職

の魅力発信を行っています。 

また，介護現場における身体介護等の専門的業務以外の周辺業務に従事する「介護助

手」の導入を支援し，介護職員等が専門的な業務に専念できる環境を整備します。 

外国人介護人材受入については，学習支援や資質向上研修を行うなど受入環境の整備

を行っています。 

キャリアアップ支援，質の向上については，一定の要件を満たせば返還免除となる介護

福祉士・社会福祉士修学資金貸付，介護福祉士実務者研修資金の貸付，離職介護人材再就

職準備金貸付，介護分野就職支援金貸付などの事業を行っています。 

本市においては，これらの制度の周知や事業実施の支援を行います。また，県が設置す

る介護生産性向上総合相談センターと連携し，人材確保，生産性の向上及び介護サービス

質の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 

イ 業務効率化の推進 

介護現場におけるＩＣＴの活用を進めるとともに，介護分野の文書に係る負担軽減を進

めるため，個々の申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化，電子申請など，国，広島県，

関係団体等と連携し，それぞれの役割を果たしながら業務効率化を進めます。 

また，ＩＣＴ・介護ロボット等を活用し業務の効率化や介護職員等の負担軽減を図るため，

介護サービス事業所に対する助言を行います。  

「介護生産性向上総合相談センター」：都道府県が主体となり設置。介護ロボットやＩＣＴ，その他生産

性向上に関する取組を実施するほか，人材確保に関する各種事業等とも連携の上，介護事業者に対し，ワ

ンストップ型の支援を実施。 ※広島県は 2024 年度（令和 6 年度）以降設置予定。     
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（７）地域ケア会議の推進 

地域住民・多職種・多機関が高齢者への適切な支援や支援体制に関する検討を行う地域ケア会

議を開催します。 

個別地域ケア会議（自立支援型地域ケア会議を含む）は，個別ケースの課題解決，地域課題の

把握を行います。日常生活圏域地域ケア会議は，個別地域ケア会議で把握した地域の課題を日常

生活圏域などで検討し，それぞれの地域の実情に合った支援の仕組みづくりにつなげます。地域

包括ケア推進会議は，地域で解決できない課題等を協議し，政策形成を図るものです。 

地域ケア会議の仕組みを通じて，地域課題の抽出から政策形成ができるよう取り組んでいきま

す。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

個別地域ケア会議 

（自立支援型地域ケア会議を含む） 
回 50 75 

日常生活圏域地域ケア会議 回 12 20 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
自立支援型地域ケア会議 

多職種の専門職により地域包括支援センター等の 

ケアプランの助言を行う 
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（８）生活支援サービスの充実 

一人暮らしや高齢者のみの世帯などの増加により，高齢者の生活支援ニーズが高まっています。

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるためには，困ったときに「お互いさま」と助け合え

る地域のつながりが必要です。そのために，その地域の課題を住民と一緒に考え，地域のつなが

りづくりの後押しをする生活支援コーディネーターを配置し，高齢者の日常生活上の支援体制の

充実・強化及び社会参加の促進に取り組む体制整備を推進します。 

また，住民主体の互助活動に加え，高齢者生活支援ネットワーク事業登録事業者をはじめとす

る有償サービスなどの生活支援サービスを周知することで，多様な主体による生活支援サービス

の充実と元気な高齢者の社会参加を一体的に進めます。 

 

【主要事業】 

① 生活支援コーディネーターの配置 

生活支援コーディネーターを配置し，高齢者の日常生活上の支援体制の充実・強化及び

社会参加の促進に取り組む体制整備を推進します。 

② 協議体の活用 

第１層（市全域）の協議体は，全市の課題を共有し，生活支援の仕組みづくりに向けた

検討を行うとともに課題解決に向けた取組を進めていきます。 

第２層の各学区の協議体において，学区のめざす姿を設定し，その実現のために生活支

援コーディネーターを中心に地域で対応可能な支え合い活動を進めていきます。 

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう，地域での支え合い

活動に対して継続的に支援を行います。 

③ 地域住民による生活支援の推進 

生活支援コーディネーターによる担い手講座の開催やお互いさま活動応援補助金など

により，高齢者に対する生活支援など住民主体の互助活動を行う団体の立上げを支援し

ます。 

④ 高齢者生活支援ネットワーク事業の推進 

高齢者への生活支援サービスを提供する民間事業者の充実を図るため，登録事業者を

募集するとともに，登録事業者の情報をホームページなどで周知します。 

また，生活支援コーディネーターが生活支援サービスの情報を地域へ提供し，地域住民 

の利便性の向上につなげます。 
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（９）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括ケアシステムの中核的な役割を担う地域包括支援センターは，その機能の一層の強化

が求められており，地域包括支援センターの事業評価を通じた機能強化に努めます。また，地域

包括支援センターが実施する事業の質の向上のため，評価結果に基づいた指導・助言やその後の

フォローアップを行うとともに，業務内容や運営に関する情報，評価結果の公表に努めます。 

 

ア 事業内容 

地域包括支援センターは，高齢者が住み慣れた地域で健やかで安心した生活を送ることがで

きるように，地域の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する中核機関として，公正・

中立な立場から，「総合相談支援」，「権利擁護」，「包括的・継続的ケアマネジメント支援」，「介

護予防ケアマネジメント」の４つの業務を一体的に実施するとともに，高齢者の生活機能の向

上を図る一般介護予防教室や，認知症カフェ，相談会等を実施し認知症に対する理解を深める

認知症ケア向上事業を行います。また，関係機関と連携して複合的な課題を抱える人の支援を

行います。 

地域包括支援センターの機能強化として，医療機関や介護サービス事業所と連携した在宅医

療・介護の連携の推進や，地域包括支援センターに配置された認知症地域支援推進員と連携し

た認知症施策の推進，生活支援コーディネーターと連携した生活支援体制の整備，地域ケア会

議を通じた地域課題の抽出などに取り組みます。 

2024年度（令和６年度）介護保険制度改正により，居宅介護支援事務所に介護予防支援の

指定対象の拡大や居宅介護支援事業所等への総合相談支援業務の一部委託などにより，地域包

括支援センターの業務負担軽減と質の確保，体制整備を図ります。 
 

（ア）総合相談支援業務 

日々の活動や地域ケア会議などを通じて包括的な支援のネットワークを構築し，地域の

実情や対象者の実態把握に努め，地域における適切な保健・医療・福祉サービスや認知症初

期集中支援チーム，生活支援コーディネーターなどの関係機関につなげるなどの支援を行

います。 

アンケート調査によると，約25％の人が地域包括支援センターのことを知らないと回答

しています。地域包括支援センターが身近な存在となり，困りごとの相談ができるよう，地

域包括支援センター，関係機関，団体と連携し，周知に努めます。 

（イ）権利擁護業務 

生活や権利が侵害され，自らの意思による権利行使が困難な状況にある高齢者が，住み慣

れた地域で尊厳ある生活を維持し，安心して暮らせるよう，権利擁護を目的とする行政機関

や権利擁護支援センターなどの関係機関・団体と連携して支援に当たります。 

成年後見制度の利用促進，高齢者虐待などの困難事例への対応，老人福祉施設などへの入

所措置の支援，消費者被害の防止などに取り組みます。 
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（ウ）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

高齢者が地域で安心して生活するために必要な包括的・継続的な支援を行うため，地域の

多職種，多機関が連携した支援の体制づくり，地域の高齢者の通いの場に出向いての介護予

防の啓発，ケアマネジャーへのサポートに取り組みます。 

また，高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を進めるため，多職

種，多機関が参加する地域ケア会議を開催するとともに，そこで蓄積された地域課題を関係

者と共有します。 

（エ）介護予防ケアマネジメント 

要支援認定者と介護予防・生活支援サービスの事業対象者に対し，その心身機能の改善や

環境整備等を通じて，可能な限り，自立した日常生活を営むことができるように支援を行い

ます。 

介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては，利用者やその家族の意向を的確に把握

し，専門的な視点から検討した上で，利用者が自身の自立の促進や介護予防の趣旨や内容に

ついて十分に理解し，意欲的・自主的に取り組めるものとすることで，利用者自身の自立能

力が高まるよう支援します。 

また，自立支援型地域ケア会議での支援内容の検討や，自立支援に向けた様々なケアマネ

ジメント研修の受講などにより，常に支援の質の向上を図ります。 
 

イ 地域包括支援センター運営協議会 

地域包括支援センターの適切，公正かつ中立な運営を確保するため，介護保険サービス事業

者，医師会，専門職，介護保険被保険者，地域福祉団体，権利擁護団体などで構成する地域包

括支援センター運営協議会を設置しています。 

運営協議会においては，地域包括支援センターの事業活動を点検・評価し，機能強化につい

て議論します。 
 

ウ 設置箇所及び担当地域 

地域包括支援センターは，おおむね高齢者人口3,000人から6,000人未満を基準に１か所設

置します。担当地域については，原則として小学校区を最小単位とし，日常生活のつながりの

ある小学校区の集合体とします。 

こうした考え方に基づき，市内を19地域に区分し，地域包括支援センターを15か所設置し

ています。なお，一部の地域包括支援センターについては，地域住民の利便性を高め，きめ細

かなサービスを提供するため，地域の相談窓口としてサブセンターや，サブセンターへの取次

窓口としてブランチを設置しています。 

高齢者人口が6,000人以上の担当地域については職員を増員することで，支援を必要とする

高齢者への迅速かつ円滑な対応が図られるよう取り組みます。 
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 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

地域包括支援センターへの相談人数

（延べ人数） 
人 87,942 91,500 

 

エ 家族介護者への支援 

老老介護，介護離職防止，ヤングケアラー，子育てと介護を同時に担うダブルケアなど，

地域の家族介護者を抱える課題は多様化しています。地域包括支援センターでは，これらの

家庭における介護の負担軽減のための取組として，家族介護支援事業，総合相談支援，関係

機関等による支援などを通じて，介護を必要とする高齢者のみならず，家族介護者を含めて

支えていくために，関係機関と連携を図っていきます。 
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２ 認知症施策の推進 

認知症の人の増加が見込まれる中，2019 年（令和元年）６月に「認知症施策推進大綱」がと

りまとめられました。この大綱に掲げられている「普及啓発・本人発信支援」「予防」「医療・ケ

ア・介護サービス・介護者への支援」「認知症バリアフリーの推進・若年性認知症への支援・社会

参加支援」などの柱に沿って，認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮らし続ける

ことができるよう「共生」と「予防」を車の両輪として認知症の人の視点に立った認知症施策を

推進します。 

また，2024 年（令和６年）１月に施行された「認知症基本法」は，認知症の人が尊厳を守り

ながら希望を持って暮らせるよう，認知症施策を総合的かつ計画的に推進するための国及び地方

公共団体の取組を定めています。 

この法律に基づき，今後，国が策定する認知症施策推進基本計画の内容を踏まえて，認知症の

人を含めた住民一人ひとりがその個性と能力を十分に発揮し，相互に人格と個性を尊重しつつ支

え合いながら共生する活力ある社会（＝共生社会）の実現を推進します。 

 

（１）普及啓発・本人発信支援 

ア 認知症に関する理解促進 

認知症は誰もがなりうることから，認知症に関する正しい知識の普及啓発により，認知症へ

の社会の理解を深めます。地域共生社会をめざす中で，認知症であってもなくても，同じ社会

の一員として地域を共に創っていくことが重要です。 

【主要事業】 

① 認知症サポーター養成講座 

認知症について正しく理解し，地域や職域において認知症の人やその家族を支援する

ため，「認知症サポーター」を養成します。 

② 「認知症の日」及び「認知症月間」の普及・啓発 

認知症基本法で新たに位置づけられた「認知症の日（毎年９月 21 日）」及び「認知症

月間（毎年９月）」などの機会を捉えて，認知症に関する普及・啓発イベントを集中的に

開催します。また，認知症の人や家族の視点に立った講演会や出前講座等を行います。 

 

イ 相談先の周知 

認知症地域支援推進員，地域包括支援センター等の専門職が高齢者の地域の通いの場を

訪問し，認知症に関する啓発を行うとともに相談対応を行います。 

高齢者だけでなく，介護を担う年代等にも認知症地域支援推進員や地域包括支援センター

などの認知症に関する相談窓口を周知します。 

また，認知症の早期相談に結び付くよう，認知症ケアパス（認知症ガイドブック）を活用

し，地域での啓発を行うことやホームページ等を活用して，多様な世代の介護者や地域住民

が相談窓口にアクセスしやすい環境の構築を図ります。  
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ウ 認知症の本人からの発信支援 

【主要事業】 

① 本人ミーティング 

認知症の人が，自分の希望や必要としていること等を本人同士で語り合う「本人ミー

ティング」の取組を推進するとともに，こうした場などを通じて把握した本人の意見を認

知症施策に反映するように努めます。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

認知症サポーター養成数 人 33,936 42,500 

認知症地域支援推進員の地域活動の

件数 
件 1,354 1,700 

本人ミーティング 回 0 4 

 

 

（２）予防 

ア 通いの場や認知症予防教室の充実及び予防に関する周知・啓発 

【主要事業】 

① 通いの場の充実 

運動不足の改善，生活習慣病の予防，社会参加による社会的孤立の解消や役割の保持等

が認知症予防に資する可能性があると示唆されていることから，地域の高齢者が身近な

場所で交流や体操を行う「通いの場」の充実に取り組みます。 

② 認知症予防教室の実施 

軽度認知障害（MCI）を含む認知症予防に関心のある方を対象とした認知症予防教室を

行います。物忘れなどの不安がある人も身近な場所で地域とつながり，認知機能の維持・

改善や相談ができる場づくりをボランティアとともに行います。 

③ 認知症ケアパス等による認知症の予防についての周知・啓発 

認知症の予防に関する情報について，周知啓発に努めます。 

 

※「予防」とは，「認知症にならない」という意味ではなく，「認知症になるのを遅らせる」「認

知症になっても進行を緩やかにする」という意味です。 
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（３）医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

ア 早期発見・早期対応 

【主要事業】 

① 認知症初期集中支援推進事業 

専門医・医療関係者・介護関係者などで構成する認知症初期集中支援チームが直接自宅

を訪問し，初期の支援を包括的・集中的に行い，本人の自立した生活をサポートします。 

② 認知症地域支援推進員等設置事業 

医療機関，介護サービス事業所及び地域の支援機関をつなぐ役割を担う認知症地域支

援推進員を各地域包括支援センターへ配置し，関係機関との連携体制を強化することで，

相談支援体制の充実を図ります。 

③ 認知症高齢者等の支援に係る福山東警察署，福山北警察署及び福山西警察署並び

に福山市の相互連携に関する協定 

認知症高齢者等の早期発見と適切な支援，交通事故の防止，行方不明時の迅速な対応等

において，連携協定に基づき，市内の警察署と地域包括支援センターが連携し，認知症高

齢者などへの相談支援を行います。 

イ 医療・介護従事者等の認知症対応力向上の推進 

適切な医療・介護サービス等に速やかにつなぐことができるよう，認知症地域支援推進員を

中心とし，もの忘れ・認知症相談医（オレンジドクター），認知症サポート医，認知症疾患医

療センターなどの専門医との連携を強化します。 

また，医療・介護従事者の認知症対応力を向上するための研修を実施します。 

 

ウ 認知症の人の介護者の負担軽減の推進 

【主要事業】 

① 認知症相談支援事業（認知症カフェ） 

認知症の人とその家族が地域の身近な場所で気軽に集い，相談できる認知症カフェを

更に普及させるため，運営面での相談支援や開設支援を行います。 

 

エ （介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所の整備 

在宅での生活が困難な認知症高齢者などの増加に対応するため，（介護予防）認知症対応型

共同生活介護事業所を整備します。 
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 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

認知症初期集中支援チームにおける

訪問実人数 
人 33 60 

認知症カフェの開設箇所数 箇所 19 34 

 

（４）認知症バリアフリーの推進・若年性認知症への支援・社会参加

支援 

認知症になってからもできる限り住み慣れた地域で暮らし続けていくための障壁を減らして

いく「認知症バリアフリー」の取組を関係部門と連携しながら推進します。 

 

ア 認知症バリアフリーの推進 

【主要事業】 

① 認知症高齢者等見守り支援事業 

認知症の人が安全に外出できる地域による見守りネットワーク体制の強化を図るため

に，高齢者が認知症によるひとり歩きなどで行方不明になった場合に，警察，福山市社会

福祉協議会及び協力団体で構成する「認知症ひとり歩きＳＯＳネットワーク」へ迅速に情

報提供を行うとともに，福山市社会福祉協議会のＬＩＮＥ配信サービスを活用して広く

市民に情報提供を呼びかけ，行方不明高齢者の早期発見・保護に取り組みます。 

また，認知症などによる行方不明高齢者本人や家族への支援を目的として，ＩＣＴを活

用した早期発見につなげる仕組みづくりを検討します。 

備後圏域の６市２町へ情報提供の範囲を拡大することにより，市域を越えた早期発見

につなげます。協力団体と連携を図り，事業の周知を図るとともに，地域包括支援セン

ターとの連携を強化し，事前登録者の拡大を図ります。 

② 認知症高齢者等個人賠償責任保険事業 

市が保険料を負担し，認知症高齢者等の賠償責任保険への加入推進を図り，住み慣れた

地域での安心な暮らしの実現をめざします。 

③ 権利利益の保護 

認知症の人の権利や財産を守るため，成年後見制度の利用促進に向けて取り組みます。 

 

イ 若年性認知症の人への支援 

若年性認知症の人が発症初期の段階から支援につながり，ライフステージや認知機能に応じ

て，役割を持ち続けながら暮らしていけるよう，認知症地域支援推進員が広島県設置の若年性

認知症支援コーディネーターなどの関係機関と連携して支援します。 
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ウ 社会参加支援 

認知症地域支援推進員と地域のボランティアが連携し，地域のボランティアが認知症の人や

その家族を見守る仕組みであるチームオレンジの活動や認知症カフェなど，認知症の人や家族

のニーズに基づく支援を行います。 

 

【認知症の人にやさしいまち福山 取組図】 

  

認知症高齢者と家族

かかりつけ医

認知症地域支援推進員

啓発・情報収集
地域支援ネットワークづくり

①知る
認知症サポーター

養成講座

※「予防」とは，「認知症にならない」という意味ではなく，
「認知症になるのを遅らせる・進行を緩やかにする」という意味です。②予防する

居場所・サロン 百歳体操認知症予防教室

③支える

④暮らす

認知症初期集中支援
チーム

専門職向け研修

認知症サポート医

認知症ケアパス

a認知症疾患医療センター

（光の丘病院・下永病院）

講演会・パネル展

地域包括支援センター

総合相談・サービス利用調整
権利擁護・まちづくり 等

もしかして…

認知症？

チーム
オレンジ

広島県
若年性認知症

サポートルーム

認知症高齢者等
個人賠償責任保険

認知症ひとり歩き
ＳＯＳネットワーク

認知症カフェ

介護サービス
成年後見人

警察署との連携
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３ 健康寿命の延伸 

（１）健康づくりと生活習慣病予防の推進 

高齢期に活力ある生活を送るためには，早い段階からの健康づくりや生活習慣病予防が大切で

す。 

健康の保持増進に取り組むことができる環境づくりを推進するとともに，地域のニーズや実情

に応じた健康づくり活動を展開します。 

 

ア 健康づくりの推進 

【主要事業】 

① 健康相談 

高齢者や介護する人の健康管理に役立てるよう，地域住民のニーズや地域資源など状

況を把握しながら，ふれあいプラザなどにおいて，心身の健康に関する個別の相談に応

じ，必要な指導・助言を行います。 

② 健康教育 

高齢者の健康意識を高め，心身機能の低下を予防するため，地区診断による地域のニー

ズや健康課題に合わせて健康教育を実施します。地域包括支援センターや地域と連携し，

指導・助言を行います。 

③ 食生活改善と運動普及の推進 

食生活改善推進員や運動普及推進員の養成講座を開催し，地域で活動する健康づくり

のボランティアの養成を行います。また，養成講座を修了した推進員が地域で活動を継続

できるよう研修を行い，地域における自主的な組織活動を促進します。 

食生活改善推進員や運動普及推進員の活動に，生活習慣病予防だけでなくフレイル予

防の視点も取り入れて活動につなげます。 

さらに，活動や養成講座への参加者を増加させるため，市民に周知・啓発を図ります。 

④ 企業と連携した幅広い世代への普及啓発 

現役世代など幅広い世代を対象とし，企業等と連携し，健康づくり，フレイル予防，健

診の受診勧奨等の啓発を行います。 
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イ 生活習慣病予防の推進 

【主要事業】 

① 健康診査・保健指導 

医療保険者に義務付けられている特定健康診査・特定保健指導を実施し，生活習慣病予

防を推進します。 

また，特定健康診査の無料化など，受診しやすい環境整備を推進するとともに，けんし

んガイドの配布，受診啓発などを通じ，特定健康診査・後期高齢者健康診査やがん検診な

どを併せて受診勧奨することで，受診率の向上をめざします。 

② がん検診等 

がんの早期発見・早期治療につなげるため，がん検診の受診を促進し，受診率の向上を

めざします。がん検診の結果，精密健康診査の必要な人に対して受診勧奨を行うことによ

り，がんの早期治療につなげます。 

その他の検診として，肝炎ウイルス・骨粗しょう症・歯周病検診の実施により，受診勧

奨や早期治療につなげます。 

③ 生活習慣病重症化予防事業 

慢性腎臓病（CKD）予防対策事業や糖尿病性腎症重症化予防事業を推進し，特定健康診

査の結果，医療の必要な人に対する受診勧奨や生活習慣病改善のための保健指導を行う

ことにより，生活習慣病の重症化予防を図ります。 

④ 訪問指導等 

がん検診の精密検査未受診者に対し，受診状況の確認や受診勧奨を行います。 

また，健康上の課題を抱える高齢者やその家族に対して，地域包括支援センターなどと

連携して訪問指導や相談支援を行うことにより，心身の機能低下防止やQOLの向上をめ

ざします。 

 

ウ 健康づくりの場 

【主要事業】 

① 老人福祉センター 

高齢者に関する生活・身上など各種の相談に応じるとともに，健康の増進，教養の向上

及びレクリエーションのための便宜を提供します。 

② ふれあいプラザ 

高齢者の社会参加・交流，健康・生きがいづくり，フレイル予防の場として，健康の増

進及びレクリエーションのための便宜を提供します。 
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③ 交流館等の活用 

利用者数の減少や利用者の固定化の傾向があるため，地域ニーズを踏まえ，高齢者が参

加しやすい内容を検討していく必要があります。 

高齢者の健康と福祉を増進するとともに，地域ニーズを踏まえ，健康づくりの場を引き

続き提供します。 

④ スポーツ・レクリエーション活動 

高齢者の体力や身体の状態に応じて，スポーツや運動に無理なく親しめるとともに，生

活の質の向上や介護予防・健康寿命の延伸を目的とした継続的なスポーツの機会の充実

などを進めます。 

グラウンド・ゴルフをはじめ，体操などの軽運動を通じて健康を保持することにより，

いつまでも穏やかで生き生きとした生活を送ることができる環境を整備します。 

多世代の人が集まり住民主体で運営する総合型地域スポーツクラブ活動の支援を行い，

身近な地域での健康づくりのための事業を充実していきます。 
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（２）フレイル予防の推進 

高齢者が生き生きと活躍できる健康長寿社会の実現をめざし，フレイル予防を推進します。 

フレイル予防を推進するボランティアであるフレイルサポーターを中心としたフレイル

チェック体制を整え，高齢者の健康状態を見える化し，効果的な健康づくりへとつなげていくた

め，市民・関係団体が一体となって取り組みます。 

「フレイル」とは，加齢に伴って筋力や心身の活力が低下し「健康」と「要介護」の中間の状

態にあることをいいます。フレイルの兆候に早く気付き，日常生活を見直すことで，進行を遅ら

せたり，元気な状態を取り戻すことができます。 

 

ア フレイル予防事業 

【主要事業】 

① フレイル予防出前講座 

フレイル予防の３本柱である「運動」「栄養・口腔」「社会参加」に効果的に取り組むこ

とができるよう，フレイル予防の普及・啓発に努めます。 

地域の団体からの依頼により，保健師，栄養士，健康運動指導士，歯科衛生士などが交

流館や集会所などに出向き，フレイル予防の必要性や予防のポイントについて，実技を交

えて説明します。 

② フレイルサポーター養成講座 

高齢者のフレイル予防の取組を応援する市民ボランティアであるフレイルサポーター

を養成します。 

③ フレイルチェック会 

高齢者が自らの心身の状態を把握し，状態に応じた予防の取組を行うために，フレイル

チェック会を開催します。フレイルチェック会では，フレイルサポーターとその活動を専

門的な視点から支援するフレイルトレーナーを中心に，フレイルチェック（イレブン

チェックなど）を行うとともに，フレイルチェックの結果に応じて，地域の通いの場や運

動教室などを紹介し，フレイル予防に継続して取り組めるよう伝えます。 

また，フレイル状態の確認，予防の取組を継続できるよう，特にハイリスク者には継続

参加を勧奨します。 

 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

フレイルチェック会でのフレイルチェッ

ク人数 
人 602 1,040 

通いの場でのフレイルチェック人数 人 2,594 5,400 
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イ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

人生100年時代を見据え，高齢者の心身の多様な課題に対応し，きめ細かな支援を行うため，

市と広島県後期高齢者医療広域連合が連携して，高齢者の通いの場を中心とした介護予防（フ

レイル予防）と生活習慣病等の疾病予防・重症化予防の一体的な実施に取り組みます。 

 

【主要事業】 

① 国保データベース（KDB）システムを活用した地域の健康課題の分析・対象者の把握 

国保データベース（KDB）システムから得た，医療・介護・健診に関する情報を活用し，

地域の健康課題の整理・分析を行うとともに，フレイル状態にある高齢者などの支援すべ

き対象者を把握します。 

② 高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ） 

高齢者の個別の健康課題に合わせ，医療専門職が必要に応じてアウトリーチを行い，相

談・指導や受診勧奨による適切な医療・介護サービスにつなげます。 

③ 通いの場への積極的な関与（ポピュレーションアプローチ） 

通いの場において，地域の健康課題に基づき，医療専門職がフレイル状態か否かを把握

し，フレイル予防に必要な生活習慣の改善について，健康教育，健康相談を実施します。 

「福山市フレイル質問票」への回答を通して，参加者のフレイル状態の評価を行います。 

 

  

出典：厚生労働省 
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４ 暮らしを支える施策の推進 

（１）地域福祉活動の推進 

今後増加する一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の人などが，住み慣れた地域で安心して生

活していくためには，地域における見守りなど，地域福祉活動による支え合いが大切です。 

これまでも「福山市地域福祉計画」に基づき，地域でのサロン活動や見守り活動に取り組んで

きました。引き続き，市民や福山市社会福祉協議会，関係団体などと協働したネットワーク強化

に取り組み，地域福祉活動における連携体制づくりを図ります。 

また，高齢者自身が地域貢献につながる活動などに参加することで，「支援する側」，「支援さ

れる側」という従来の関係を越えて，人と人，人と社会がつながり，一人ひとりが生きがいや役

割を持ち，助け合いながら暮らすことができる地域共生社会の実現に向けて取り組みます。 

 

ア 高齢者の見守り体制づくり 

【主要事業】 

① 一人ぐらし高齢者巡回相談事業 

一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加に伴い，見守りが必要な高齢者が増加し

ています。 

一人暮らし高齢者などを対象に，巡回相談員（民生委員）による安否確認や各種相談，

緊急時の関係機関への連絡などの見守り支援を行うとともに，住民主体の通いの場への

参加につなげます。 

② 緊急通報体制整備事業 

安否確認の必要な一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯を対象に，緊急通報装置等を

貸与することにより，24時間の緊急対応や見守りを行います。 

制度の情報を積極的に発信するとともに，関係機関からも周知を行います。 

③ 「食」の自立支援事業 

一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯で栄養改善が必要な要介護（要支援）認定者等を

対象に，配食サービスを提供するとともに，安否確認を行います。 

④ 小地域福祉ネットワーク活動事業 

福山市社会福祉協議会では，福祉を高める会やボランティアの会へ呼びかけ，各学区に

おいて小地域で福祉活動を進めるチームを組み，訪問を希望する要援護世帯を定期的に

訪問し，声かけや安否確認を行います。 

また，小地域福祉ネットワーク活動が全市的に広がるよう取り組みます。  
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イ 地域福祉推進体制の充実と活用 

【主要事業】 

① 地域まちづくり推進事業 

地域活動の担い手が不足し，活動の実施・継続が困難になってきており，各学区（町・

地区）まちづくり推進委員会で今までの活動の振り返り・見直しが必要となっています。 

住民主体の地域づくりに向けて，各学区（町・地区）まちづくり推進委員会の伴走支援

を行います。 

各学区（町・地区）まちづくり推進委員会が実施する「地域まちづくり推進事業」に対

し財政的支援を行い，地域の現状・課題を把握しながら，持続可能な地域コミュニティづ

くりを進めていきます。 

② 相談対応・情報提供体制の充実 

福山すこやかセンターにおいて，保健・医療・福祉の関係機関と連携し，高齢者などの

多様なニーズに対応した相談体制，情報提供機能の充実を図ります。 

手話通訳・手話相談により，コミュニケーションのバリアフリー化を実施します。 

福祉やボランティアに関する「情報発信コーナー」の設置と適切な情報提供を行いま

す。 

③ 自立相談支援事業 

相談者をインフォーマルな地域資源につなげていくことが十分にできていないことや，

相談受付時に，既に地域住民との関係性が悪くなっており，地域との関わりにつなげるこ

とが難しいケースもあります。 

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議体などを活用し，関係機関がそれぞれ把握し

ている困窮が疑われるようなケースの情報共有や支援に係る地域資源のあり方などの検

討に取り組みます。 

生活困窮者自立支援センター（すまいる・ねっと・ワーク福山）において，高齢者及び

高齢者を含む世帯からの相談に対して包括的な支援を行うとともに，その世帯の抱える

課題やニーズに応じて適切な関係機関につなぎます。 

複合的な課題があっても，ワンストップで生活全般にわたる包括的な支援を行います。

また，制度について更なる周知・啓発に積極的に取り組みます。 

④ 地域の多様な主体をつなげた包括的支援体制の推進 

社会福祉法人（高齢者・障がい者・児童の分野）で組織する福山市地域福祉貢献活動協

議会が開設した総合相談窓口において，身近な相談窓口として，複雑化，複合化する福祉

ニーズの相談に横断的に対応する取組など，社会福祉法人や企業等を含め，地域団体と地

域の多様な社会資源がネットワークでつながり包括的支援体制の構築のため重層的支援

体制整備事業を推進します。  
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（２）自立した在宅生活の支援 

社会の動向や個々の高齢者の状態やニーズに応じ，必要な人に必要なサービスを提供し，在宅

生活を支援することで，高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らし続けられる環境づ

くりを進めます。本人を支援する介護サービスなどだけでなく，家族を支援することで在宅生活

が続けられるようにします。 

 

【主要事業】 

① 外出支援事業（おでかけ支援事業） 

地域住民の支え合い事業として，地域のボランティア団体が車両を運行し，高齢者の外

出支援を実施しています。 

高齢化の進行に伴い，運転免許証の返納など，今後も移動手段を持たない高齢者の増加

が見込まれる中，担い手であるボランティアの不足や高齢化が課題となります。 

そのため，事業の継続が困難となった公共交通空白地等に対しては，継続した移動困難

者の支援が必要なため，乗合タクシーの導入を検討します。 

② 補完交通の確保・充実 

福山・笠岡地域公共交通計画に基づき，路線バスの再編，見直しと併せて，地域内にお

ける乗合タクシーの導入・運行エリアの拡大や運行内容の改善に取り組みます。 

また，公共交通空白地域に加えて交通不便地を解消するための導入条件やサービス内

容を記した乗合タクシー導入マニュアルの見直しなどの検討を行います。 

③ 家族介護者への支援 

・家族介護用品支給事業 

低所得の方のうち，在宅で重度の要介護者を介護している同居の家族を対象に，介護用

品を購入できる用品券を支給することにより，介護者の経済的・精神的負担の軽減を図り

ます。引き続き，制度周知に努めるとともに，適切な支給を行っていきます。 

・家族介護慰労金支給事業 

低所得の方のうち，介護サービスを利用せず，在宅で重度の要介護者を介護している同

居の家族を対象に，介護者の経済的・精神的負担の軽減を図るため，慰労金を支給します。 

また，訪問時にサービスの利用に関する適切な助言を行います。 

・家族介護者等支援交流事業 

在宅で高齢者を介護している家族などを対象に，介護者の悩み，介護方法などを情報交

換する交流の場などを提供し，心身の元気回復を図ります。 
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（３）虐待防止・権利擁護の推進 

高齢者虐待については，高齢者が安定した生活を送ることができるよう，地域包括支援セン

ターなどの関係機関と緊密な連携のもと，迅速かつ適切な対応を行います。 

また，市民や介護サービス事業者などに対して，高齢者虐待防止に関する啓発や通報窓口の周

知を行うことにより，高齢者虐待の未然防止や早期発見に取り組みます。 

認知症等により判断能力が低下した高齢者が安心して生活できるよう，権利擁護支援センター

が中心となって，成年後見制度の利用促進に取り組みます。 

 

【主要事業】 

① 高齢者の虐待防止対策の推進 

地域包括支援センターや市では，高齢者虐待に関する相談，通報に迅速に対応するとと

もに虐待防止に向けた啓発活動を行います。 

複雑化・複合化する事例にも効果的に対応するため，ネットワークを構成する関係団体

との情報の共有化や連携体制の強化を図るとともに，虐待・DVの未然防止，早期発見，

早期対応に取り組みます。 

高齢者虐待防止対策として，虐待防止ネットワーク代表者会議を開催し，関係機関等の

情報共有と連携強化を図るとともに，高齢者虐待防止ネットワーク実務者会議を実施し，

関係する職員のスキルアップを図ります。また，市民や関係機関等を対象とした高齢者虐

待防止啓発講演会を開催します。 

② 成年後見制度の利用促進 

成年後見制度の利用に当たり，審判請求に係る申立て費用や後見人等への報酬費用を

負担することが困難な人に対する助成を行います。また，後見等の審判の申立てを行う人

がいない場合に，市長による審判の申立てを行います。 

③ 福祉サービス利用援助事業（かけはし） 

福山市社会福祉協議会では，認知症高齢者など判断能力が不十分な人が，地域で安心し

て暮らし続けることができるよう，関係機関や行政，地域包括支援センターと連携し，適

切な福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理，通帳等の預かりサービスを行います。 

また，成年後見制度を補完する福祉サービスであるため，成年後見制度の適切な利用を

促進します。 

④ 権利擁護支援センターにおける事業の推進 

・権利擁護支援事業 

認知症高齢者などの権利や財産を守り，成年後見制度に関する支援を行うため権利擁

護支援センターに設置した「中核機関」が調整役となり，地域における権利擁護支援の連

携ネットワークの構築に取り組みます。 

後見人等を速やかに選任できるよう弁護士等の専門職や家庭裁判所などの関係機関と

連携するとともに，弁護士等が専門的な相談に対応する定例相談を実施します。 
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また，講演会や出前講座を実施し，成年後見制度の普及・啓発に取り組むとともに，成

年後見制度の市長申立による支援，申立費用や後見人等への報酬を支払う資力がない人

に対する助成の支援を行います。 

     

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

相談件数 件 231 270 

・市民後見推進事業 

認知症高齢者の増加などにより，成年後見制度の担い手の確保・育成の重要性は増して

おり，地域共生社会の実現という観点からも，引き続き，本人に寄り添った後見人の担い

手である市民後見人の養成に取り組みます。また，市民後見人の資質の向上を図るととも

に，市民後見人活動の支援を行います。 

     

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

修了者数 人 7 10 
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（４）多様な住まいの確保 

介護が必要な状態になっても自宅で住み続けるためには，地域においてそれぞれの生活のニー

ズに合った住まいが提供され，生活支援や介護サービスを受けながら個人の尊厳が確保されるこ

とが重要です。 

高齢者に配慮した住まいや施設の普及を図ることにより，身体の状態や多様化する価値観，

ニーズに対応した住まいを高齢者自らが選択できる環境づくりを進めます。 

 

【主要事業】 

① 養護老人ホーム 

常時の介護を必要としない65歳以上で環境上の理由及び経済的理由により居宅で生活

することが困難な高齢者に対し，入所により社会活動に参加するために必要な指導及び

訓練その他の援助を行うことを目的とした施設です。 

入所者の状況に応じた適切な支援につなげるとともに，施設運営の適切な実施が図れ

るよう指導を行います。 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

定員数 人 80 80 

② 軽費老人ホーム 

60歳以上で自炊ができない程度の身体機能の低下や高齢のため独立して生活するには

不安がある，又は家庭環境や住宅事情などの理由により居宅で生活することが困難な人

が入所する施設です。 

利用者の適切な処遇を確保するとともに，施設運営の適正な実施を図れるよう指導を

行います。また，要介護者のニーズに対応できるよう，特定施設入居者生活介護の指定に

向けて支援します。 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

定員数 人 480 480 

③ 生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 

60歳以上の一人暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯に属する人で，家族による援助が

困難であり，独立して生活することに不安のある高齢者に対し，居住機能及び交流機能を

総合的に提供する施設です。 

利用者の状況に応じた適切な支援につなげるとともに，施設運営の適切な実施が図れ

るよう指導を行います。 

 単位 
現状 目標 

2022年度（令和４年度） 2026年度（令和８年度） 

定員数 人 70 60 
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④ 有料老人ホーム 

おおむね60歳以上の人が入居する施設で，入浴，排泄若しくは食事の介護，食事の提

供，洗濯，掃除などの家事又は健康管理を提供する施設です。 

高齢者が安心・安全な生活を続けていくため，施設のサービス水準及び安全基準の確保

を行います。 

⑤ サービス付き高齢者向け住宅 

主に60歳以上の人が入居する住宅で，安否確認と生活相談を必須のサービスとして提

供する住宅です。 

高齢者が安心・安全な生活を続けていくため，施設のサービス水準及び安全基準の確保

を行います。 

⑥ 地域優良賃貸住宅（高齢者向け住宅） 

高齢者が安心して住める住まいの普及や市営住宅の建替時において，バリアフリー化

を進めます。 

また，要望に応じて既設住宅の共用階段部分などのバリアフリー化を行います。 

⑦ シルバーハウジング（高齢者世話付住宅） 

住宅部局と連携し，単身高齢者世帯，高齢者のみの世帯が安全かつ安心して暮らすこと

ができるよう，バリアフリー仕様や高齢者が利用しやすい設備を備えた住宅を提供し，生

活援助員の派遣による生活指導・生活相談・安否確認などの支援を行います。 

⑧ 生活福祉資金（住宅資金）貸付事業 

介護が必要な65歳以上の高齢者がいる世帯を対象に，専用居室の整備，段差の解消，

手すり設置など，住宅の増築・改築・拡張・補修・保全などに必要な経費の貸付を行いま

す。 

本制度の利用が必要な世帯が活用しやすいよう，民生委員など関係機関と連携し，対象

者の暮らしに応じた制度となるよう努めるとともに，制度（貸付要件や留意事項）の周知

啓発に努めます。 

⑨ 住宅確保要配慮者への支援 

住宅確保要配慮者（低所得者や高齢者等）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図る

ため，地方公共団体，不動産関係団及び居住支援団体が連携し，居住支援協議会を通じて，

住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し情報提供等の支援を実施しま

す。 
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５ 生きがいづくりと社会参加の促進 

（１）学習機会の拡充 

高齢者がいつまでも健康な状態を維持していくためには，体の健康づくりだけでなく，生きが

い活動や趣味活動など心の健康づくりを充実させることが重要です。 

また，団塊の世代など活力ある高齢者の増加や価値観の変化などにより，高齢者の学習に対す

るニーズは多様化しています。 

そのため，地域のニーズに合わせ，高齢者が生きがいを見出せるよう学習機会や学習情報の提

供など学習環境の整備を行います。 

 

【主要事業】 

① 老人大学 

学んだことを地域にいかしていくための講座を実施し，地域活動やボランティア活動

など，地域社会の担い手として活動できる人材育成に取り組みます。 

高齢者が健やかで，生きがいを持つための生涯学習の場とするとともに，時代のニーズ

に沿った科目内容となるよう取り組みます。 

今後「（仮称）まちづくり支援拠点施設」への移転を予定しているため，必要な機能を

維持しながら円滑に移転できるよう取り組みます。 

② 地域学習活動推進事業（市民大学・学区民大学） 

地域住民が主体となって行う自発的学習活動の支援を行うとともに，社会への参加・貢

献を通じた生きがいづくりにつながるよう支援を行います。 

③ 社会教育活動事業（交流館講座） 

地域や時代のニーズに即した講座を実施するとともに，参加者の自主的・主体的活動に

つながるよう，活動を支援します。また，住民の多様な学習ニーズにこたえるために，各

種広報媒体で情報提供を行い，学びの成果が地域活動に広く還元される取組へつなげま

す。 

④ 交流促進講座開催事業（コミュニティセンター事業） 

各機関・団体との協働により，人権文化が根付いた地域社会の実現をめざした取組を進

めます。 

地域課題や市民ニーズを検討し，今後の講座の実施につなげます。 

高齢化の進行や地域ニーズなどを踏まえ，健康づくりの場等を引き続き提供していき

ます。 
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（２）地域・社会活動の推進 

高齢者が役割を持って社会参加することは，生きがいやフレイル予防につながります。 

また，生活支援の担い手の確保につなげるため，高齢者の社会参加の動機付けになる仕組みづ

くりに努めます。 

高齢者が参加しやすいボランティア活動について，情報発信するなど社会参加をすすめる取組

を行います。 

 

【主要事業】 

① 住民が主体となった通いの場の充実 

地域の高齢者が自由に集い，交流することを通じて孤立や閉じこもりの防止など，フレ

イル予防や健康づくりを推進することを目的とした百歳体操・居場所・サロンなどの通い

の場が，地域の実情に応じて展開できるよう支援します。 

新たな担い手を育成するため，地域で活動するボランティアの養成講座等を開催し，ボ

ランティア・参加者にとって負担にならない居場所の運営を支援します。 

また，生活支援コーディネーターが，通いの場の立上げや，その後も地域課題を把握し

ながら支援します。 

② 老人交通費助成事業 

低所得の75歳以上の高齢者を対象に，おでかけ乗車券（バス・タクシー共通券）を交

付し，社会活動の拡大と外出支援の促進を図ります。 

③ 老人クラブの支援 

老人クラブ連合会や単位老人クラブの活動を支援します。また，役員の担い手不足や会

員数が減っている状況があるため，広報などで老人クラブの活動を紹介するなど，会員の

加入促進に努め，老人クラブの活性化を図ります。 

高齢者生きがい対策として老人クラブ連合会が開催する教養趣味講座，老人福祉大会・

芸能祭，スポーツ等の振興などに対して支援を行います。 

④  ボランティア・ＮＰＯの組織化及び活動の支援 

福山市まちづくりサポートセンターは，学区（町・地区）まちづくり推進委員会などの

地域活動団体やボランティア・ＮＰＯ，教育機関，企業，行政のネットワーク化を図り，

多様な主体の協働による地域課題の解決や活動の充実を支援します。 

福山市社会福祉協議会は，各団体の活動内容の違いを認めつつ，一つの社会的課題につ

いて各団体の強みをいかして解決するため，各団体・グループのネットワークづくりを進

め，地域で活動する団体（まちづくり推進委員会等）と専門的知識を持つボランティア等

との仲介・コーディネートを推進します。 
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（３）世代間交流の推進 

少子高齢化と核家族化が進む中，高齢者と子どもが交流する機会を設けることは，相互理解を

深める上で重要です。  

各教科，道徳，特別活動，総合的な学習の時間といった学校教育活動全体を通じて，高齢者に

対する尊敬や感謝の心を育てるとともに，高齢社会に関する基礎的理解や介護・福祉の問題など

の課題に関する理解を深めます。 

世代間交流により，高齢者がこれまで培ってきた豊かな知識や経験を次世代に伝えるとともに，

高齢者の生きがいや活力の増進，子どもたちの敬老の気持ちを育むため，多様な世代間交流事業

を実施します。 

 

【主要事業】 

① 保育施設地域活動事業 

地域に合った内容で，児童が高齢者に対して親しみと関心を深める交流事業を実施し

ます。 

② 福祉教育 

全小中学校等において，教育課程に位置づけ，福祉教育の一層の充実を図るとともに，

高齢者に係る福祉教育の実施率が上昇するよう取り組みます。 
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（４）就労機会の拡充 

少子高齢化が進行し，労働力人口の減少と社会保障費の増大が見込まれる社会情勢のもと，経

済の活力を維持するためには，中高年齢者の能力の有効な活用を図り，働きやすい就業環境づく

りを推進することが重要です。 

就労意欲のある高齢者が活躍できる環境整備を行い，高齢者の豊富な知識や経験，技術をいか

し，年齢にかかわりなく活躍することができる「生涯現役のまち」をめざします。 

そのため，高齢者が長年培ってきた知識・技術，能力，経験をいかし，収入の確保だけでなく，

就労を通じた社会参加・貢献，生きがいづくりや健康維持へとつながるよう，高齢者の雇用促進

と事業者への普及・啓発を進めるとともに，高齢者に臨時的・短期的又は軽易な仕事を提供する

シルバー人材センターの運営を支援します。 

 

【主要事業】 

① 関係機関との連携強化（就労支援，職業相談） 

働きやすい就業環境への意識定着に向け，事業者などへの周知・啓発を進めます。また，

福山市雇用対策協定に基づき，ハローワーク福山と連携し，高齢者の職業相談など就労機

会の拡充に取り組みます。 

② シルバー人材センター運営の支援 

会員数の増，公共事業の発注増など新たな就業機会の開拓，組織・体制の充実及び会員

の生きがいづくりや能力の活用への支援に努めます。 

地方自治法の随意契約に関する規定を踏まえ，本市の発注業務においてシルバー人材

センターを活用し，就業機会の確保に努めます。 

  



第５章 各論 

99 

６ 安心・安全な暮らしの確保 

（１）交通安全対策の推進 

本市の交通事故の発生件数や負傷者数は減少傾向にあるものの，高齢者がかかわる交通事故は

依然として多い状況です。 

このため，警察や交通安全協会等関係機関・団体と連携し，交通安全に対する意識の向上や，

交通事故防止に向けた様々な取組を推進します。 
 

【主要事業】 

① 関係機関との連携 

交通ルールの遵守や交通マナーの徹底の呼びかけに車両による広報活動や街頭キャン

ペーンなどを通じて取り組みます。 

交通安全教育推進モデル地域を指定し，地域主体の啓発活動を支援することで，交通安

全の意識の高揚を図ります。 

② 交通安全教育の実施 

交通安全教育を実施するため，警察と連携した出前講座や交通安全教育専門員の派遣

による交通安全教室を開催します。 

セーフティ・サポートカー（略称：サポカー）への乗り換えや運転免許証の自主返納等

についても引き続き啓発します。 

 

（２）防犯体制の整備 

市内において，高齢者が被害者となる振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺などの犯罪が依然

として多く発生しています。 

また，高齢者が消費者被害を受けるケースは依然として多いことから，高齢者が被害を受けな

いよう，地域や関係機関との連携を一層充実する中で相談・啓発活動を推進します。 
 

【主要事業】 

① 関係機関との連携 

関係部署と連携し，高齢者が被害者となる特殊詐欺などに関する情報発信に取り組み

ます。また，自治会（町内会）や高齢者を対象とした出前講座を実施します。生活安全モ

デル地域の指定・活動支援を継続実施し，地域主体の防犯活動が行えるよう警察などと連

携して，地域への情報提供や活動支援に取り組みます。 

② 消費者被害の防止 

高齢者の消費者被害を未然に防ぐため，高齢者を日頃から見守っている家族・民生委

員・地域包括支援センターなどと連携を推進します。 

地域における出前講座などの啓発活動を充実し，地域の消費者被害防止の意識づくり

を図ります。 
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（３）防災対策の推進 

近年全国的に地震や豪雨などの災害が頻発する中，市民の防災に対する意識が高まっています。

高齢者の中には，災害などの緊急時に避難することが難しい人も多く，避難行動要支援者への取

組や自主防災組織の活動を支援し，地域における防災対策を推進していくことが重要です。 

また，住宅火災における死者数の数は，年齢が高くなるにつれて増加する傾向があることから，

引き続き，民生委員の協力を得る中で，75 歳以上の高齢者世帯の住宅防火診断を行うとともに，

各種デジタルコンテンツを活用し，住宅用火災警報器の設置促進動画を福山地区消防組合ユー

チューブ公式チャンネルやデジタルサイネージで公開するなど，様々な広報・啓発活動に取り組

む必要があります。 

 

【主要事業】 

① 地域ぐるみの防災対策 

市内全学区・地区における取組を目標に，避難支援プラン（個別計画）の策定を進める

とともに，地域での継続的な取組や住民の理解が深められるよう，啓発や活動の支援に取

り組みます。  

自主防災組織を中心とした地域住民が主体となった防災活動を促進します。災害時に

おいては，自主防災組織が速やかに対応できるよう，防災資器材を従前の貸与制度から給

付制度へ改め，併せて資器材の品目・数量を増やし，支援体制を強化します。 

また，津波浸水想定区域内の42学区・地区においては，津波避難計画を2023年度（令

和５年度）からの２か年で策定します。 

② 避難行動要支援者への支援の取組 

災害時に自力で避難することが困難な高齢者や要介護者，障がい者などの「避難行動要

支援者」の制度登録の意向を把握し，市関係部局や消防，地域の避難支援団体等で情報共

有を行います。 

災害時に避難行動要支援者が安全に避難することができるよう，地域の避難支援体制

づくりを進めます。 

③  防火意識の普及・啓発 

民生委員の協力を得ながら，各消防署で高齢者のみで構成される世帯を対象に，計画的

に住宅防火診断を実施し，火災予防指導，防火意識の啓発を図ります。 

また，ばら祭などの行事において街頭広報を実施するほか，住宅用火災警報器の設置促

進動画を福山地区消防組合ユーチューブ公式チャンネルやデジタルサイネージなどの各

種デジタルコンテンツを活用した火災予防広報や福山市公式ラインを活用した火災情報

配信など，様々な広報・啓発活動に取り組みます。 

④ 高齢者施設等における防災対策の推進 

災害時に自力で避難することが困難な要支援者が利用する介護施設等においては，災

害時の行動計画を事前に策定し，それが適切に実施できるよう体制を整備しておくこと

が重要です。 
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事業者に対して，適切な非常災害対策計画の策定と避難訓練の実施を進めるよう指導

します。特に，風水害など自然災害による被災が想定される地域にある施設については，

重点的に取組を進めます。 

また，介護施設等において，災害時に施設機能を維持するための電力・水の確保を自力

で行えるよう，非常用発電設備・給水設備の整備を進めるとともに，大規模災害が発生し

た場合には，国・県と連携してサービスの継続に努めます。 

なお，災害発生時に支援が必要な高齢者等を受入れる「福祉避難所」について，協定を

締結している既存施設の機能が十分に果たせるよう，受入れ態勢の見直しを図ります。 

 

（４）感染症対策の推進 

2020 年（令和２年）から世界的に感染拡大した新型コロナウイルス感染症が，季節性インフ

ルエンザウイルス等の感染症と同じ分類の感染症に位置付けられ，感染症対策として導入された

「新しい生活様式」による行動制限が緩和されています。しかし，自分自身や，周りの人，そし

て地域を感染拡大から守るため，それぞれの日常生活において，自分の生活にあった感染対策を

引き続き実践することが重要です。 

新型コロナウイルス感染症をはじめ，インフルエンザウイルス，ノロウイルスなどの感染症は

高齢者が感染すると重症化するリスクが高いといわれており，今後も感染対策を継続していく必

要があります。 

また，流行が落ち着いている時期であっても，地域での感染症の流行状況に関心を持ち，自分

自身や身近な人を守るため，日常生活において「感染防止の５つの基本」に留意することが大切

です。 

 

【主要事業】 

① 感染拡大防止に向けた周知・啓発 

新型コロナウイルスやインフルエンザなどの感染症は，高齢者や基礎疾患のある方は

重症化するリスクが高いといわれています。 

このため，日頃から，一人ひとりが感染予防の重要性を認識し，感染予防・感染拡大防

止に取り組むことが重要です。 

高齢者に向けた，わかりやすくかつ迅速な情報発信の方法について検討を行い，ホーム

ページやSNS，広報など，様々なメディアを活用し，感染症の動向や正確な情報を提供し，

感染症に対する知識の啓発に努めます。 

② 「新しい生活様式」の普及 

新型コロナウイルス感染症の５類移行後の感染対策として，2023年（令和５年）に「新

型コロナウイルス感染症対策専門家会議」から提言された「感染防止の５つの基本」につ

いて情報提供を行います。   

③ 高齢者施設等における感染予防・感染拡大防止 

施設内での共同生活による集団感染リスクを低減させるため，事業所・施設職員や利用

者等に対し，何らかの感染の懸念がある場合，感染の有無を確認していきます。施設にお
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ける日常生活の各場面での感染防止対策の徹底を図っていきます。 

感染症による重症化リスクが高いとされる高齢者や要介護者に対してサービスを提供

する事業者にあっては，適切な感染予防対策を実施することに加え,感染拡大や重症化に

効果があるインフルエンザ等の予防接種の実施，また，感染者が発生した場合も，その拡

大を防止することが重要です。 

そのため，事業者が適切な対策を実施できるよう，必要な情報の提供，事業者間での好

事例の共有化や職員を対象とした研修の実施などに努めます。 

高齢者施設等で新型コロナウイルス，インフルエンザ，ノロウイルス等の集団感染が発

生した場合には，報告基準に基づき，速やかに主管課及び保健所へ報告するよう施設等へ

周知し，感染拡大を防ぐための対策等の助言及び指導を行います。 

 

（５）ユニバーサルデザインの推進 

高齢者や障がい者などを含め，誰もが安心して安全な生活を送ることができる地域社会を実現

するためには，ユニバーサルデザインの考え方を踏まえた都市づくりを進めることが重要です。 

本市では，「福山市都市マスタープラン」において，都市づくりの基本目標の一つとして「安

心・安全で快適に暮らせる生活空間の確立」を掲げており，施設や市街地整備の計画策定に当たっ

ては，すべての人にやさしいユニバーサルデザインの視点を踏まえ，十分な安全性と快適性を備

えた生活環境の整備を進めます。 

 

【主要事業】 

① ユニバーサルデザインの視点によるまちづくり 

「福山市都市マスタープラン」に基づき，ユニバーサルデザインの推進や生活環境など

のバリアフリー化を図ります。 

まちづくり出前講座，企業研修，交流館活動への学習資料の提供による啓発を通じて，

ソフト面においても人にやさしいまちづくりをめざします。 

② 建築物・公共交通機関等のバリアフリー化 

バリアフリー法などの基準を基本とし，適合施設の増加に向けた新築，改築を行うとと

もに，駅やバス車両などのバリアフリー化について，公共交通事業者などと連携して取り

組みます。 

市街地整備や建設にかかわる部署，組織等に対し，建築物のユニバーサルデザインの理

解と意識向上を図り，建物用途や利用実態に応じてバリアフリー法認定基準に適合させ，

ユニバーサルデザインを積極的に採用した整備を促進します。 

多目的トイレ（車椅子対応トイレを含む。）やオストメイト対応トイレの整備を行いま

す。 

道路上への自転車の駐車が法令違反に当たることの啓発や，店舗設置者に対して利用

者駐輪場の設置を促すことで，高齢者や障がい者などが安心安全に通行できる道路機能

の維持・復元に継続的に取り組みます。 
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第６章 介護保険サービスの事業量・事業費の推計 

１ 事業量・事業費の推計の流れ 

① 65 歳以上人口の見込み 

※推計の結果は，第２章３「（１）高齢者の推計」（12ページ）参照 

 

 

② 要介護（要支援）認定者の見込み 

※推計の結果は，第２章３「（２）要介護（要支援）認定者の推計」 (14ページ)参照 

 

 

③ 施設・居住系サービスの利用者数の見込み 

・新規整備数などに基づき，定員総数を見込みます。 

※整備数は，第５章１（３）「ウ 介護保険サービスの基盤整備」（63ページ）参

照 

・定員総数の見込みや利用実績などに基づき，利用者数を見込みます。 

 

④ 在宅サービスの利用者数などの見込み 

・要介護（要支援）認定者数から施設・居住系サービスの利用者数を除いた在宅サー

ビスの対象者数や利用実績などに基づき，利用者数や回（日）数を見込みます。 

 

地域密着型（介護予防）サービスについては，各日常生活圏域における要介護

（要支援）認定者数，介護サービス事業所・施設の定員数などに基づき，圏域ごと

の利用者数を見込みます。 

また，施設・居住系サービスについて，日常生活圏域ごとの必要利用定員総数

を見込みます。 

 

⑤ 介護給付費や地域支援事業費の推計見込み 

・各サービスの利用者数や回（日）数に介護報酬の改定率を反映させた単価を乗

じて介護給付費を見込みます。 

・各事業の実施計画に基づき地域支援事業費を見込みます。 
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２ 施設・居住系サービスの利用者数の見込み 

（１）施設・居住系サービスの定員総数の見込み 

■施設・居住系サービスの定員総数の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※（介護予防）特定施設入居者生活介護は，混合型特定施設のため，要介護・要支援認定を受けていない方も含め 

た定員総数になります。 

 

（２）施設・居住系サービスの利用者数の見込み 

■施設・居住系サービスの利用者数の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※利用者数は本市の被保険者のみになります（他市町村の被保険者は含んでいません）。 

※（介護予防）特定施設入居者生活介護は，要介護・要支援認定を受けた方の利用者数になります。 

 

   

 

 

 

 

 

  

　　　（単位：人）

2024年度 2025年度 2026年度

（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度）

(介護予防)特定施設入居者生活介護 1,039 1,169 1,239

(介護予防)認知症対応型共同生活介護 1,323 1,323 1,395

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 816 816 824

介護老人福祉施設 1,566 1,592 1,635

介護老人保健施設 1,118 1,118 1,118

介護医療院 217 217 217

区　分

　　　（単位：人）

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度） （令和12年度） （令和22年度）

(介護予防)
特定施設入居者生活介護

850 883 923 993 1,054

(介護予防)
認知症対応型共同生活介護

1,216 1,216 1,271 1,365 1,463

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

816 816 824 881 957

介護老人福祉施設 1,332 1,381 1,418 1,517 1,651

介護老人保健施設 941 941 941 1,009 1,090

介護医療院 207 207 207 222 239

区　分
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３ 在宅サービスの利用者数等の見込み 

    

■在宅サービスの利用者数などの見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（介護予防）通所リハビリテーションの回数については，介護報酬が月当たりの定額制となっている介護予防サー

ビス分を含んでいません。 

  

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和６年度）（令和７年度）（令和８年度）（令和12年度）（令和22年度）

人数 2,316 2,342 2,388 2,576 2,734

回数 37,476 37,766 38,513 41,430 44,295

人数 141 141 144 153 165

回数 690 688 703 747 806

人数 1,423 1,434 1,460 1,569 1,657

回数 12,004 12,090 12,313 13,226 13,979

人数 512 516 524 564 591

回数 5,443 5,487 5,572 5,995 6,299

（介護予防）居宅療養管理指導 人数 3,212 3,237 3,296 3,544 3,771

人数 3,815 3,863 3,937 4,251 4,500

回数 42,802 43,335 44,166 47,666 50,517

人数 3,017 3,046 3,092 3,330 3,461

回数 16,178 16,372 16,692 17,999 19,154

人数 1,747 1,761 1,794 1,929 2,070

日数 28,052 28,263 28,786 30,920 33,437

人数 178 179 181 196 208

日数 1,383 1,392 1,404 1,516 1,612

（介護予防）福祉用具貸与 人数 12,055 12,155 12,337 13,279 13,800

特定（介護予防）福祉用具販売 人数 161 162 164 177 183

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数 293 314 339 359 381

夜間対応型訪問介護 人数 2 2 2 2 2

人数 1,243 1,256 1,283 1,385 1,467

回数 13,449 13,577 13,872 14,962 15,893

人数 223 226 230 249 262

回数 2,367 2,399 2,441 2,644 2,784

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 人数 1,701 1,717 1,749 1,883 1,994

看護小規模多機能型居宅介護 人数 205 205 209 225 243

（介護予防）住宅改修 人数 168 171 173 186 191

居宅介護支援・介護予防支援 人数 14,646 14,773 15,001 16,163 16,776

通所介護

区分

訪問介護

（介護予防）訪問入浴介護

（介護予防）訪問看護

（介護予防）訪問リハビリテーション

（介護予防）通所リハビリテーション

（介護予防）短期入所生活介護

（介護予防）短期入所療養介護

地域密着型通所介護

（介護予防）認知症対応型通所介護
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４ 日常生活圏域ごとの地域密着型（介護予防）サービスの

利用者数の見込みと必要利用定員総数 

（１）地域密着型（介護予防）サービスの利用者数の見込み 

■日常生活圏域ごとの地域密着型（介護予防）サービスの利用者数の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※表示上，少数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。  

　　　（単位：人）

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度） （令和12年度） （令和22年度）

中央1 0 0 8 9 11

中央2 32 35 35 37 39

中央3 44 47 47 50 52

中央4 10 11 11 12 12

東部 95 101 103 108 113

南部1 0 0 7 8 10

南部2 10 11 11 12 12

西部 50 53 54 57 60

北部1 30 32 33 34 36

北部2 22 23 24 25 26

北部3 0 0 6 7 9

合計 293 314 339 359 381

中央1 0 0 0 0 0

中央2 0 0 0 0 0

中央3 0 0 0 0 0

中央4 0 0 0 0 0

東部 0 0 0 0 0

南部1 0 0 0 0 0

南部2 0 0 0 0 0

西部 2 2 2 2 2

北部1 0 0 0 0 0

北部2 0 0 0 0 0

北部3 0 0 0 0 0

合計 2 2 2 2 2

中央1 164 166 169 183 194

中央2 75 75 77 83 88

中央3 104 105 108 116 123

中央4 48 48 49 53 57

東部 259 262 267 288 305

南部1 73 74 76 82 87

南部2 40 41 42 45 48

西部 109 110 112 121 128

北部1 99 100 102 110 117

北部2 48 48 49 53 57

北部3 224 226 231 249 264

合計 1,243 1,256 1,283 1,385 1,467

区分

定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護

地
域
密
着
型
通
所
介
護



第６章 介護保険サービスの事業量・事業費の推計 

107 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表示上，少数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 

  

　　　（単位：人）

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和6年度） （令和7年度） （令和8年度） （令和12年度） （令和22年度）

中央1 9 10 10 11 11

中央2 47 48 49 53 56

中央3 0 0 0 0 0

中央4 19 19 20 21 22

東部 28 29 29 32 33

南部1 0 0 0 0 0

南部2 0 0 0 0 0

西部 43 43 44 48 50

北部1 5 5 5 5 6

北部2 52 53 54 58 61

北部3 19 19 20 21 22

合計 223 226 230 249 262

中央1 235 237 242 260 276

中央2 215 217 222 239 253

中央3 78 79 80 87 92

中央4 79 80 81 87 92

東部 158 160 163 175 186

南部1 74 75 77 82 87

南部2 67 68 69 74 79

西部 78 79 80 87 92

北部1 129 130 132 142 151

北部2 194 195 199 214 227

北部3 393 397 404 435 461

合計 1,701 1,717 1,749 1,883 1,994

中央1 89 89 93 100 107

中央2 100 100 104 112 120

中央3 117 117 122 131 140

中央4 75 75 78 84 90

東部 158 158 165 178 190

南部1 69 69 73 78 84

南部2 117 117 122 131 140

西部 125 125 131 140 150

北部1 83 83 87 93 100

北部2 83 83 87 93 100

北部3 200 200 209 224 240

合計 1,216 1,216 1,271 1,365 1,463

区分

（

介
護
予
防
）

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

（

介
護
予
防
）

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

（

介
護
予
防
）

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
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※表示上，少数点以下を四捨五入しているため，合計が一致しない場合があります。 
 

（２）地域密着型（介護予防）サービスの必要利用定員総数 

■日常生活圏域ごとの居住系サービスの必要利用定員数  

 

 

 

  

　　　（単位：人）

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和6年度） （令和7年度） （令和8年度） （令和12年度）（令和22年度）

中央1 87 87 87 93 101

中央2 145 145 145 155 168

中央3 105 105 105 112 122

中央4 17 17 17 18 20

東部 107 107 115 123 134

南部1 29 29 29 31 34

南部2 29 29 29 31 34

西部 45 45 45 48 52

北部1 107 107 107 114 124

北部2 29 29 29 31 34

北部3 116 116 116 124 135

合計 816 816 824 881 957

中央1 16 16 16 17 18

中央2 16 16 16 17 18

中央3 0 0 0 0 0

中央4 13 13 14 15 16

東部 31 31 32 34 37

南部1 0 0 0 0 0

南部2 0 0 0 0 0

西部 40 40 41 44 48

北部1 0 0 0 0 0

北部2 31 31 32 34 37

北部3 58 58 59 63 68

合計 205 205 209 225 243

区分

入
所
者
生
活
介
護

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設

看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

　　　（単位：人）

うち新規整備 うち新規整備

中央1 141 45 87

中央2 117 145

中央3 126 105

中央4 81 17

東部 198 27 115 8

南部1 75 29

南部2 126 29

西部 135 45

北部1 90 107

北部2 90 29

北部3 216 116

合計 1,395 72 824 8

区分
認知症対応型共同生活介護 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
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５ 介護給付費の見込み 

■介護給付費の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　（単位：千円）

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度） （令和12年度） （令和22年度）

訪問介護 1,231,405 1,242,285 1,266,936 1,363,086 1,455,808

（介護予防）訪問入浴介護 101,019 100,892 103,084 109,613 118,303

（介護予防）訪問看護 643,778 649,062 661,303 710,280 753,414

（介護予防）訪問リハビリテーション 187,934 189,704 192,655 207,276 217,942

（介護予防）居宅療養管理指導 395,032 398,451 405,735 436,193 464,373

通所介護 3,821,080 3,871,362 3,945,340 4,253,532 4,522,891

（介護予防）通所リハビリテーション 2,075,358 2,099,518 2,135,745 2,298,318 2,425,583

（介護予防）短期入所生活介護 2,813,853 2,836,865 2,888,850 3,102,180 3,361,807

（介護予防）短期入所療養介護 193,501 195,048 196,590 212,432 226,141

（介護予防）特定施設入居者生活介護 1,784,927 1,856,048 1,940,071 2,085,502 2,233,930

（介護予防）福祉用具貸与 1,754,654 1,768,504 1,797,176 1,931,910 2,030,765

特定（介護予防）福祉用具購入費 50,971 51,261 51,890 55,954 58,091

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 650,948 696,684 749,870 792,563 846,284

夜間対応型訪問介護 882 883 883 883 883

地域密着型通所介護 1,319,068 1,331,788 1,361,034 1,466,553 1,562,643

（介護予防）認知症対応型通所介護 257,691 261,235 265,804 287,811 303,657

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 3,707,987 3,744,298 3,817,984 4,101,714 4,401,704

（介護予防）認知所対応型共同生活介護 3,885,985 3,890,903 4,066,662 4,366,392 4,683,832

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 2,966,611 2,970,366 2,999,612 3,207,243 3,480,848

看護小規模多機能型居宅介護 646,139 646,542 658,032 707,368 767,278

156,494 159,202 161,037 173,246 177,687

1,865,543 1,885,696 1,919,459 2,068,121 2,179,094

介護老人福祉施設 4,200,984 4,361,346 4,478,342 4,791,191 5,211,256

介護老人保健施設 3,434,683 3,439,030 3,439,030 3,686,157 3,985,507

介護医療院 834,506 835,562 835,562 893,931 964,685

1,083,015 1,102,825 1,123,368 1,192,438 1,232,865

944,498 961,775 979,690 1,039,926 1,075,182

34,263 34,830 35,478 38,232 39,528

41,042,809 41,581,965 42,477,222 45,580,045 48,781,981

高額介護（介護予防）サービス費

特定入所者介護（介護予防）サービス費

審査支払手数料

合計

区分

居

宅

（
介
護

予
防

）
サ
ー

ビ

ス

地

域

密

着

型

（
介

護

予

防

）
サ
ー

ビ

ス

（介護予防）住宅改修

居宅介護支援・介護予防支援

施

設

サ
ー

ビ

ス



第６章 介護保険サービスの事業量・事業費の推計 

110 

６ 地域支援事業費の見込み 

（１）地域支援事業の利用者数の見込み   

■地域支援事業の利用者数の見込み  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域支援事業費等の見込み    

■地域支援事業費（重層的支援体制整備事業費含む）の見込み   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　　　（単位：千円）

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和６年度）（令和７年度）（令和８年度）（令和12年度）（令和22年度）

2,757,976 2,752,004 2,770,210 2,973,252 3,074,738

1,935,427 1,924,632 1,942,227 2,153,231 2,244,264

716,839 721,120 721,190 707,343 712,093

包括的支援サービス事業費 566,844 573,594 573,594 557,844 560,094

在宅医療・介護連携推進事業費 15,489 14,571 14,571 14,112 14,112

生活支援体制整備事業費 25,138 25,138 25,138 27,500 30,000

認知症総合支援事業費 106,682 105,131 105,201 105,201 105,201

地域ケア会議運営費 2,686 2,686 2,686 2,686 2,686

105,710 106,252 106,793 112,678 118,381

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業費

任意事業

区　分

地域支援事業費

　　　（単位：人）

2024年度 2025年度 2026年度 2030年度 2040年度

（令和６年度）（令和７年度）（令和８年度）（令和12年度）（令和22年度）

1,740 1,749 1,764 1,902 1,897

36 36 36 39 38

10 10 10 10 10

3,932 3,952 3,985 4,297 4,286

42 42 42 46 46

70 70 70 70 70

400 406 412 430 490

2,674 2,688 2,710 2,923 2,915

通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

介護予防・生活支援サービス事業

介護予防相当訪問

訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

介護予防相当通所

通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

配食サービス

介護予防ケアマネジメント

区　分
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７ 介護保険料の見込み 

（１）介護保険料基準額 

■介護保険料基準額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】2030年度（令和12年度），2040年（令和22年度）の介護保険料の推計 

 

 

 

 

  

　　　（単位：円）

2024年度 2025年度 2026年度

（令和６年度） （令和７年度） （令和８年度）

① 41,042,809,000 41,581,965,000 42,477,222,000 125,101,996,000

2,757,976,000 2,752,004,000 2,770,210,000 8,280,190,000

介護予防・日常生活支援総合
事業費（②a）

1,935,427,000 1,924,632,000 1,942,227,000 5,802,286,000

包括的支援事業費，任意事業費
（②b）

822,549,000 827,372,000 827,983,000 2,477,904,000

③ 10,074,180,550 10,196,812,870 10,406,909,360 30,677,902,780

④ 2,148,911,800 2,175,329,850 2,220,972,450 6,545,214,100

⑤ 4.66% 4.69% 5.01% -

⑥ 2,002,786,000 2,040,459,000 2,225,414,000 6,268,659,000

⑦ - - - -

⑧ - - - 30,954,457,880

⑨ -

⑩ 134,034人 133,934人 133,542人 401,510人

⑪ - - - 77,800

⑫ - - - 6,483

第1号被保険者負担分相当額
（①＋②）×23％

区分 合計

標準給付見込額

②

地域支援事業費見込額
②a＋②b

調整交付金相当額
（①＋②a）×5％（全国平均）

調整交付金見込交付割合

調整交付金見込額
（①＋②a）×⑤

介護給付費準備基金取崩額

介護保険料収納必要額
（③＋④－⑥－⑦）

99.10%

補正第1号被保険者数

介護保険料基準額（年額）
⑧÷⑨÷⑩（百円単位）

介護保険料基準額（月額）
⑪÷12か月

予定保険料収納率

　　　（単位：円）

2030年度 2040年度

（令和12年度） （令和22年度）

87,500 100,500

7,289 8,375介護保険料基準額（月額）

介護保険料基準額（年額）
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（２）第１号被保険者の所得段階別保険料 

■第１号被保険者の所得段階別保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 第１段階から第３段階までの上段（ ）書きは，公費による保険料軽減措置前の割合及び保険料額である。 

※２ 「合計所得金額」とは，地方税法に規定する合計所得金額から所得税法に規定する給与所得又は公的年金等に係る雑所

得の合計額から 10万円を控除して得た額とする。また，租税特別措置法に規定する長期譲渡所得及び短期譲渡所得に

係る特別控除額を控除して得た額とする。 

※３ 第９期計画の第６段階以上の判定における※２の合計所得金額については，10万円控除の特例措置はない。

第８期計画 第９期計画

(0.50) (0.441) (35,200) (34,300) (2,933) (2,858)

0.30 0.271

(0.75) (0.685) (52,800) (53,200) (4,400) (4,433)

0.50 0.485 35,200 37,700 2,933 3,142

(0.75) (0.690) (52,800) (53,600) (4,400) (4,467)

0.70 0.685 49,300 53,300 4,108 4,442

第４段階 0.83 0.85 58,400 66,100 4,867 5,508

第５段階
【基準額】

70,400 77,800 5,867 6,483

第６段階 1.12 1.16 78,800 90,200 6,567 7,517

第７段階

合計所得金額
  120万円以上
  200万円未満の人

合計所得金額
 120万円以上
 210万円未満の人

1.25 1.32 88,000 102,700 7,333 8,558

第８段階

合計所得金額
  200万円以上
  300万円未満の人

合計所得金額
　210万円以上
  320万円未満の人

1.50 1.52 105,600 118,300 8,800 9,858

第９段階

合計所得金額
　300万円以上
  400万円未満の人

合計所得金額
　320万円以上
  420万円未満の人

1.65 1.70 116,200 132,300 9,683 11,025

第１０段階

合計所得金額
　400万円以上
  500万円未満の人

合計所得金額
　420万円以上
  520万円未満の人

1.80 1.90 126,700 147,800 10,558 12,317

第１１段階

合計所得金額
　500万円以上
  600万円未満の人

合計所得金額
　520万円以上
  620万円未満の人

1.95 2.10 137,300 163,400 11,442 13,617

第１２段階

合計所得金額
　620万円以上
  720万円未満の人

2.30 178,900 14,908

第１３段階

合計所得金額
　720万円以上
  820万円未満の人

2.50 194,500 16,208

第１４段階

合計所得金額
　820万円以上
  920万円未満の人

2.60 202,300 16,858

第１５段階

合計所得金額
　920万円以上
1,020万円未満の人

2.70 210,100 17,508

第１６段階
合計所得金額
1,020万円以上の人

2.80 217,800 18,150

第８期計画 第９期計画 第８期計画 第９期計画 第８期計画 第９期計画

第１段階

・生活保護を受けている人
・老齢福祉年金を受給中で世帯全員が
  市民税非課税の人

→

→ →

世
帯
全
員
が

市
民
税
非
課
税

本人の前年の公的年金等の収入金額と
その他の合計所得金額の合計が
80万円以下の人

21,100

区分
対　象　者 基準額に対する割合

介護保険料額（単位：円）

年 額 月 額

1,758

第２段階

本人の前年の公的年金等の収入金額と
その他の合計所得金額の合計が
80万円超 120万円以下の人

→ → →

本
人
が
市
民
税
非
課
税

（

世
帯
に
課
税
者
あ
り
）

本人の前年の公的年金等の収入金額と
その他の合計所得金額の合計が
80万円以下の人

→ → →

保険料段階が第4段階以外の人 1.00 → →

第３段階 保険料段階が第1・2段階以外の人 → → →

本
人
が
市
民
税
課
税

合計所得金額が120万円未満の人 → → →

→

→ → →

→ →

→ → →

→ → →

→ → →

→12,317
合計所得金額
　600万円以上の人

2.10 → 147,800 →
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第７章 行政等の体制整備 

１ 高齢者保健福祉に関する総合相談体制の整備 

本市では，市内 15 か所に設置している地域包括支援センターを高齢者保健福祉に関する総合

的な相談窓口として位置付け，高齢者やその家族からの相談を受ける体制を整えています。今後，

高齢者の総合的な相談機関としての地域包括支援センターの役割について，地域において一層の

周知を図ります。 

また，地域包括支援センターと市の各担当部署，福山市社会福祉協議会などの相談窓口が連携

し，高齢者に関する相談に重層的に対応します。 

■相談体制イメージ 
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２ 計画の一層の推進に向けて 

（１）推進体制づくり 

本計画の推進に当たっては，行政をはじめ，地域・家族・民間事業者・ボランティア団体な

どが相互に連携し，それぞれの役割を果たすことが重要です。 

本市では，「福山市地域福祉計画2022」の方針を踏まえて，多様な主体の役割分担による取

組を推進します。 

ア 市の役割 

高齢者保健福祉行政を推進するためには，保健・福祉の分野だけでなく，まちづくり，交

通，住宅，社会教育，防犯・防災など様々な分野における取組が重要です。  

また，本庁・支所間の連携を緊密にするとともに，より身近な地域で行政サービスが提供

できるよう，本市の地域特性を反映した施策の実施に努めます。  

さらに，市民，自治会（町内会），ボランティア・ＮＰＯ，企業，広島県や他の行政機関

などと連携の上で，各事業を推進します。 

 

イ 高齢者の役割 

フレイル予防の３本柱である「運動」「栄養・口腔」「社会参加」によりフレイル予防に取

り組むことが重要です。 

高齢者の多くは，元気で活動意欲があります。高齢者自身が地域活動やボランティア活動

など担い手として，自らの知識・経験を地域社会に還元することは，地域の活性化につなが

ります。 

また，一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加する中，たとえ支援が必要な状態に

なっても，自ら地域とのかかわりなどを持ち，孤立しないことも重要です。 

 

ウ 家族の役割 

家族は高齢者の最も身近な存在です。高齢者の体や心の変化などに気付いたり，フレイル

予防や趣味の活動に参加することを後押ししたりなど，高齢者に寄り添いかかわっていく

ことが大切です。 

 

エ 地域社会の役割  

一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯，認知症高齢者など，支援を必要とする高齢者の増

加が見込まれる中，高齢者に対する見守り支援や相互理解，地域福祉活動の活性化など，高

齢者やその家族を地域で支え合う環境づくりが重要です。 

また，近年は高齢者が被害者となる犯罪や大規模な災害が多発しており，地域での見守り

などによる犯罪に対する抑止力や災害時などにおいて支援を必要とする人に対する支援活

動が求められます。 

そのため，地域住民一人ひとりが，各地域で「まちづくりの主役」として活躍できるよう

に，地域における支え合い活動に参加していくことが求められています。 
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オ 地域包括支援センターの役割 

地域包括支援センターは，地域包括ケアシステムの構築に中核的な役割を担っています。

その役割として，①総合相談支援業務，②権利擁護業務，③包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援業務，④介護予防ケアマネジメントがあり，地域住民の保健・医療の向上及び福祉の

増進を包括的に支援します。  

また，こうした役割を円滑に行うため，地域の関係者や福山市社会福祉協議会，サービス

提供者，医療機関などの関係機関との連携の強化が重要です。 

 

カ 福山市社会福祉協議会の役割 

福山市社会福祉協議会は，地域福祉活動の中核を担う機関として，市及び地域包括支援セ

ンターなどの関係機関，ボランティア・ＮＰＯなどの福祉関係団体並びに社会福祉施設・事

業者との連絡・調整の中心的な役割を果たすことが求められます。  

また，地域ぐるみの福祉活動を推進するために，学区・地区の福祉を高める会などの地縁

団体と協働して，高齢者や障がい者，子育て世代など支援を必要とする人の個別のニーズを

把握し，適切な支援が円滑に行われるよう取り組むことが求められます。 

さらに，地域福祉に関する啓発を行うとともに，ボランティアをはじめとする市民活動の

情報を発信し，市民の福祉に対する意識を高め， 市民が主体的に地域福祉活動に参加でき

るよう，福祉コミュニティの構築を図っていくことが期待されます。 

加えて，高齢者・障がい者・児童にかかわる社会福祉法人により構成される「福山市地域

福祉貢献活動協議会」において中心的な役割を担うことが重要です。 

 

キ サービス提供者の役割 

サービス提供者は，高齢者の人権尊重を基底に据えた運営を心掛けるとともに，利用者が

「利用してよかった」と実感できるよう，必要なときに適切なサービスを，質の高い水準で

提供することが求められています。 

そのため，サービスの向上のための研修の実施や従業者の継続的な確保のほか，利用者が

サービスを選択することができるよう，自己評価などの情報公開に積極的に取り組むなど，

利用者本位のサービス提供に努めることが必要です。 
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ク ボランティア・ＮＰＯの役割 

個人の価値観やライフスタイルとともに，市民の福祉に関するニーズも多様化していま

す。 

そのため，ボランティア・ＮＰＯは，公的サービスや民間事業者によるサービスで対応で

きない分野のサービスを提供するほか，市民の福祉への理解を深める役割も果たすなど，地

域福祉を支える一翼を担うことが期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）周知啓発 

本計画を実効的なものとするため，広報やホームページを活用するほか，出前講座などの機

会を通じて，市民に対する本計画内容の周知を図ります。 

（３）計画の進行管理 

本計画の期間は，2024年度（令和６年度）から2026年度（令和８年度）までの３年間とし

ます。同時に，今後の高齢化の進行を見据え，団塊の世代のすべてが75歳を迎える2025年（令

和７年），また，団塊ジュニア世代が65歳以上となる2040年（令和22年）までの中長期的な

視点に立った計画としています。 

本計画に定めた各目標数値は，各年度において実績と比較し，達成度を評価します。さらに，

その評価結果は本計画期間中に施策・事業に反映させます。 

 

地域包括支援センター 
・介護予防ケアマネジメント事業 

・総合相談・支援事業 

・権利擁護事業 

・包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

・地域の高齢者の実態の把握 

・関係機関との連携 

福山市社会福祉協議会 
・地域の福祉ニーズの把握 

・地域福祉に関する普及啓発 

・福祉コミュニティの構築 

高齢者 
・健康づくり，フレイル予防 

・地域とのかかわり 

・地域福祉活動やボランティ

ア活動への参加 

 

 

 

家族 
・相談 ・介護，支援 

 

地域社会 
・見守り ・相互理解 ・地域福祉活動 

 

市 
・福祉サービスの提供 

・全庁的かつ有機的・横断的な取組・支援 

・関係機関との連携 

・地域の実情に応じた施策の検討・実施 

 

サービス提供者 
・利用者本位のサービス提供 

・質の高い福祉サービスの提

供 

・評価などの情報公開 

 

ボランティア・ＮＰＯ 
・インフォーマルサービスの

提供 

・市民に対する福祉への理解

の促進 
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資料編 

１ 「福山市高齢者保健福祉計画２０２４」策定経過 

 

【２０２２年度（令和４年度）】 

内        容 

１２月１日～  

２月２８日   
福山市在宅介護実態調査 

１１月１７日～ 

１２月２日  

福山市高齢者の暮らしについての実態調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調

査） 

 

【２０２３年度（令和５年度）】 

内        容 

６月１日 福山市社会福祉審議会（全体会） 

７月２４日・ 

７月３１日 
意見交換会（９団体） 

９月１日 福山市社会福祉審議会老人福祉専門分科会（第１回） 

１１月９日 福山市社会福祉審議会老人福祉専門分科会（第２回） 

１２月１日～  

１月５日 
パブリックコメント 

１月２９日 福山市社会福祉審議会老人福祉専門分科会（第３回） 
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２ 意見交換会とパブリックコメントの結果 

（１）意見交換会の結果 

本計画の策定に当たり，次の関係９団体との意見交換会を，2023年（令和５年）７月24日

と７月31日の２回実施しました。 

 

○福山市連合民生・児童委員協議会 ○福山市老人クラブ連合会 

〇福山市食生活改善推進員協議会 ○福山市運動普及推進員連絡協議会 

○福山市福祉を高める会連合会 ○連合広島福山地域協議会 

○福山市自治会連合会 ○福山市女性連絡協議会 

〇公益社団法人 認知症の人と家族の会 広島県支部福山地区 

 

意見交換会で団体から出された主な意見は次のとおりです。 

 

ア 地域共生社会の実現 

〇地域共生社会の実現を図るためにも，自治会等の地域団体間での協力と連携を進めてい

く必要がある。 

〇施設に入ることが困難な方も多く，在宅介護を推進していくことはわかるが，高齢者の単 

独世帯で認知症になると大変である。地域で支え合うようにできれば良いが，自治会など

と協力していくことも大事になってくる。 

 

イ 生きがいづくりと社会参加の促進 

〇バスの減便や免許返納などが進んでいくが，今後の暮らしを支えるには，公共交通の充実

や移動支援が大きな課題である。 

〇身近なサロン等の通いの場を活用した取組は，フレイル予防に効果的であり，拡大してき

たが，今後担い手の確保が難しくなる。 

〇地域活動の担い手の確保は，難しいと思っていたが，アンケートでは30％の高齢者が「世

話役として参加したい，参加してもよい」と回答しており，今後の声かけに期待を持った。 

〇団塊の世代の方々の高齢化が進行していく中で，これまでと違った価値観を持った新し

い高齢者像が形成されようとしている。これに向けたアプローチが必要である。 

 

ウ 認知症対策 

〇認知症の人は増えていくが，地域との付き合いも薄い現状がある。認知症の人や家族が地

域で自分らしく暮らしていくために，認知症の正しい理解が広まるよう啓発活動に取り

組んでほしい。 
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エ 介護保険サービスの提供体制の整備 

○介護助手制度について，どのように進めていくか検討する必要がある。 

○ニーズが複雑多様化する中で，現場の職員にも精神的な負担，肉体的な負担，コロナの負

担など，いろんな負担が重なってきているので，介護人材の離職防止のためにも負担軽減

につながる取組も必要である。 

 

オ 安心・安全な暮らしの確保 

○災害時に確実に避難できる体制を整備して欲しい。 

 

カ 健康づくりと介護予防 

○健康寿命の延伸のためにも，それぞれが元気でいられるようにフレイルチェック会，百歳

体操など考えていただくことも必要である。 

○フレイル予防のためにも，社会参加をしなければいけないし，取り組みに参加しない人へ

の対応が必要である。 

 

（２）パブリックコメントの結果 

ア 概要 

○公表した案 

福山市高齢者保健福祉計画 2024（案） 

○公表の場所 

福山市ホームページ，高齢者支援課，介護保険課，市政情報室，松永保健福祉課，北部

保健福祉課，東部保健福祉課，神辺保健福祉課，新市支所保健福祉担当，沼隈支所保健

福祉担当 

○募集期間 

2023 年（令和５年）12 月１日（金）～ 

2024 年（令和６年） 1 月５日（金）    36 日間 

 

イ 結果 

○提出数  ７通（個人７：郵送５，電子メール１，窓口持参１） 

〇意見の件数 27 件 

   ・意見を計画に反映したもの         ２件 

   ・市の考え方を説明するもの        ２１件 

   ・今後の施策の参考とするもの        ４件 

   ※その他                  ３件 
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３ 福山市社会福祉審議会老人福祉専門分科会 委員名簿 

 

※50音順・敬称略 2024年（令和６年）１月１日 

 名前 所属団体 選出区分 

 有 木 美 恵 福山市薬剤師会 学識経験者 

 奥   陽 治 福山市議会 市議会議員 

〇 小 野 裕 之 福山市社会福祉協議会 社会福祉事業従事者 

 貝 原 和 子 福山市男女共同参画センター 学識経験者 

 小 山 智 恵 広島県地域包括・在宅介護支援センター協議会 学識経験者 

 小 山 峰 志 福山老健施設協会 学識経験者 

 世 良 一 穂 深安地区医師会 学識経験者 

 田 原 美恵子 福山市連合民生・児童委員協議会 学識経験者 

 野 島 洋 樹 府中地区医師会 学識経験者 

 橋 本 克 矢 福山市老人クラブ連合会 学識経験者 

 廣 中 恵美子 部落解放同盟福山市協議会 学識経験者 

 藤 島 法 仁 福山平成大学 学識経験者 

 風呂川   彰 福山市歯科医師会 学識経験者 

 光 成 謙 二 福山市社会福祉施設連絡協議会 社会福祉事業従事者 

◎ 吉 岡   孝 福山市医師会 学識経験者 

 吉 久 宏 一 松永沼隈地区医師会 学識経験者 

 佐 藤 茂 子 臨時委員 介護保険被保険者代表 

 中 田 基 晴 臨時委員 介護保険被保険者代表 

 髙 山 麻里子 臨時委員 介護保険費用負担者代表 

◎：専門分科会長 

〇：専門分科会副会長 
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４ 用語解説 

用 語 説 明 

あ行 

あ アセスメント 介護サービス利用者などの身体機能や環境などの評価を通じて，今後の日

常生活を営む上で解決すべき課題を把握することをいいます。 

い インフォーマルサービ

ス 

行政が直接・間接的に提供するサービスでは充足されない「隠れた」ニー

ズに対応するサービスをいいます。例えば，近隣や地域社会，民間やボラ

ンティアなどの非公式の援助活動がこれに当たります。 

う 運動普及推進員 地域で運動を通じた健康づくりを推進するボランディアのことをいいま

す。 

か行 

か 介護医療院 長期療養を必要とする要介護者に対し，施設サービス計画に基づき，療養

上の管理，看護，医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な

医療並びに日常生活上の世話を行う施設をいいます。 

介護給付費 要介護（要支援）認定者が介護保険サービスを受けたときに保険者（市町

村）が支給する費用をいい，サービス費用から利用者負担（１割～３割）

を除いたものです。 

介護支援専門員（ケア

マネジャー） 

要介護（要支援）認定者などからの相談に応じ，適切なサービスを受ける

ことができるよう計画（ケアプラン）を立て，市や介護サービス事業者な

どと連絡調整を行う人をいいます。 

介護サービス相談員 市からの委嘱を受け，介護サービスの質の向上を図ることを目的に，事業

所や施設を訪問して，利用者の不満や疑問を解消させるため，相談などに

応じる人をいいます。 

介護の日 介護についての理解と認識を深め，介護従事者や介護サービス利用者，介

護を行っている家族などを支援するとともに，地域社会における支え合い

や交流を促進するために制定された日（11 月 11 日）をいいます。 

介護報酬 介護サービス事業者が利用者にサービスを提供した場合に，その対価とし

て支払われる報酬をいいます。 

介護予防・日常生活支

援総合事業 

平成 29 年度から始まり，「介護予防・生活支援サービス事業」と，「一

般介護予防事業」とで構成され，高齢者の介護予防と日常生活の自立を支

援することを目的とした市の独自事業のことです。 

看護小規模多機能型居

宅介護 

訪問看護と小規模多機能型居宅介護の組合せにより提供されるサービス

をいいます。 

監査 介護サービスの提供や介護報酬の請求について，不正が疑われる場合など

に，市の職員が介護サービス事業所や施設に対して行う検査をいいます。 

き 喫茶店風サロン 地域住民が集会所などで週一回以上定期的に集まって，誰でも気軽に話を

したり，お茶などを飲みながら，地域でのつながりを強めるための活動の

場をいいます。 
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用 語 説 明 

機能訓練 疾病や負傷等により心身の機能が低下している者に対し，その維持回復を

図り，日常生活の自立を助けるために行われる訓練のことをいいます。訓

練の内容としては，歩行，起き上がり等の基本動作の訓練，レクリエーショ

ン等（社会的機能訓練）があります。 

居宅介護支援事業所 在宅の要介護者などの相談に応じ，適切なサービスを受けることができる

よう計画（ケアプラン）を立て，市や介護サービス事業者などと連絡調整

を行う事業所をいいます。 

居宅（介護予防）サー

ビス 

介護保険サービスの類型であり，訪問介護や通所介護など，在宅の要介護

（要支援）認定者に対するサービスをいいます。 

なお，要介護者に対するサービスを「居宅サービス」，要支援者に対す

るサービスを「介護予防サービス」といいます。 

け ケアプラン 介護保険で要介護状態と認定された，在宅あるいは施設に入所している利

用者に対して，介護保険の各種サービスを給付金額，認定の有効期間，心

身の状況，希望などを考慮しながら作成される援助計画のことです。 

軽度認知障害（ＭＣＩ） 記憶などの認知機能が低下しているが，日常生活に支障がほとんどない状

態をいいます。この段階から適切な対応や取組を行うことで，認知機能の

低下を遅らせたり，正常な状態へ回復させるなどの効果が期待できます。 

健康寿命 日常的に介護を必要とせず，自立した生活ができる生存期間のこと。厚生

労働省「健康寿命の算定方法の指針」に基づき，介護保険の要介護２～５

を不健康（要介護）な状態とし，それ以外を健康（自立）な状態として算

出しています。 

なお，国，県では国民生活基礎調査に基づき「あなたは現在，健康上の問

題で日常生活に何か影響がありますか。」という質問に対する回答に基づ

き算出しており，数値が異なります。 

権利擁護支援センター 認知症，知的障がいや精神障がいなどで判断能力が不十分で，契約や財産

管理が困難になった方の権利を守り，住み慣れた地域で安心して暮らせる

ことができるよう，相談・支援を行う機関をいいます。 

こ 後期高齢者 75 歳以上の高齢者のことです。 

高齢化率 総人口に占める老年人口（65 歳以上人口）の割合のことです。 

高齢者虐待 高齢者が他者から不適切な扱いにより権利利益を侵害される状態や生命，

健康，生活が損なわれるような状態に置かれることをいいます。「高齢者

虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（高齢者虐待

防止法）に定義されている虐待として，①身体的虐待（傷害や拘束），②

心理的虐待（脅迫や言葉の暴力），③経済的虐待（金銭搾取など），④性

的虐待，⑤養護の放棄（ネグレクト）があります。 

高齢者虐待防止ネット

ワーク 
高齢者虐待の防止，高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び

養護者に対する適切な支援を実施するため，高齢者福祉に携わる関係機関

及び民間団体などが相互に連携協力し，適切な対応を行う体制をいいま

す。 
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用 語 説 明 

 高齢者生活支援ネット

ワーク事業 

日常生活において支援を必要とする高齢者に対し，生活支援サービスを提

供する事業者を協力事業者として市が登録し，その情報を市のホームペー

ジに掲載するとともに，地域包括支援センターへ情報提供することによ

り，円滑なサービス利用につなげ，地域で支援を必要とする高齢者の課題

解決を図る事業をいいます。 

コーホート変化率法 同じ年又は同じ時期に出生した集団ごとに，過去における人口の実績の増

減から変化率を求め，将来人口を推計する方法をいいます。 

さ行 

さ サービス付き高齢者向

け住宅 

介護・医療と連携して，安否確認などの高齢者の安心や生活を支えるサー

ビスを提供するバリアフリー構造の住宅をいいます。 

し 自主防災組織 「自分たちの地域は自分たちで守る」という共助の取組として地域（学区・

地区や自治会など）の人たちが自発的に初期消火，救出・救護，避難，給

水，炊き出しなどの防災活動を行う団体（組織）をいいます。 

施設サービス 施設入所型サービスのことで，「介護老人福祉施設」「介護老人保健施設」

「介護医療院」の３施設が提供主体となります。「介護老人福祉施設」は，

原則要介護３以上の介護認定を受けた人だけが利用することができます。 

施設・居住系サービス 介護保険サービスのうち，利用者が施設等に入所・入居して受けるサービ

ス（認知症対応型共同生活介護や介護老人福祉施設など）をいいます。 

指定市町村事務受託法

人 

市から委託を受けて介護保険の認定調査等を行う者として，県が指定した

法人をいいます。 

市民後見人 成年後見制度において，親族以外の後見人（弁護士，司法書士，社会福祉

士等）に加え，地域福祉の視点から，市民が後見業務の新たな担い手とし

て，見守りと日常的な金銭管理を中心とした支援を行う人です。 

社会福祉協議会 市町村を単位に地域住民が主体となって地域における社会福祉事業に関

する企画や調整などを行ったり，地域の福祉関係機関・団体相互の連絡調

整を行うなど，社会福祉の増進を図るために活動する民間の自主的な団体

です。 

小規模多機能型居宅介

護 

事業所への通いサービスを基本に，訪問サービスや宿泊サービスを組合せ

て，入浴，排泄，食事などの介護や機能訓練を行う介護保険のサービスを

いいます。 

小地域福祉ネットワー

ク活動 

小地域において要援護者が生活を継続できるように，近隣住民が中心とな

り，保健・医療・福祉関係者の協力を得て進める支援ネットワークの活動

をいいます。全国的に社会福祉協議会活動の重要な柱として取り組まれて

おり，声かけ，安否確認，訪問活動，家事支援など多様な機能が含まれま

す。 

食生活改善推進員 地域で食を通じた健康づくりを推進するボランティアのことをいいます。 

住所地特例 介護保険の被保険者の方が，お住まいの市町村から，他市町村の介護保険

施設や有料老人ホーム等に入所され，施設所在地に住民票を移された場合

に，引き続き元の市町村の被保険者となる制度のことです。 
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用 語 説 明 

シルバー人材センター 60 歳以上の高齢者に対して，地域社会の日常生活に密着した臨時的，短

期的な仕事を確保し，これらを提供することにより高齢者の就業機会の拡

大を図り，併せて活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とした団

体をいいます。 

シルバーハウジング

（高齢者世話付住宅） 

バリアフリー化した公的賃貸住宅のうち，生活援助員を配置し，生活指導・

相談，安否確認，緊急時対応などを行う住宅をいいます。 

身体介護 訪問介護（ホームヘルプ）の仕事内容の１区分。食事の介助，排泄の介助，

衣類着脱の介助，入浴の介助，身体の清拭・洗髪，通院等の介助その他必

要な身体の介助を具体的な内容とします。 

せ 生活援助 訪問介護（ホームヘルプ）の仕事内容の１区分。調理，衣類の洗濯・補修，

住宅等の掃除・整理整頓，生活必需品の買い物，関係機関との連絡，その

他必要な家事を具体的な内容とします。 

生活困窮者自立支援法 経済的に困窮し，最低限度の生活を維持できなくなるおそれのある人（生

活困窮者）の自立促進を目的とし，生活困窮者自立相談支援事業の実施，

生活困窮者住居確保給付金，その他の生活困窮者に対する自立の支援に関

する措置について定めた法律をいいます。 

生活支援コーディネー

ター 

地域での生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディ

ネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす人のこと

をいいます。 

生活支援ハウス（高齢

者生活福祉センター） 

60 歳以上のひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯などのため在宅で

独立して生活することに不安のある一人暮らし高齢者や高齢者のみの世

帯に対して，介護支援機能，居住機能及び交流機能を総合的に提供する施

設をいいます。 

生活習慣病 心臓病・高血圧症・糖尿病・がん・脂質異常症など，不適切な食事，運動

不足，喫煙，飲酒などの生活習慣に起因すると考えられる病気をいいます。 

成年後見制度 認知症，知的障がいや精神障がいなどの理由で，判断能力が十分でない方

が，契約行為や財産管理などをするときに不利益が生じることがないよ

う，家庭裁判所や後見人などの支援者を選び，法律的なことや生活面に配

慮しながら，必要な支援をする制度をいいます。 

前期高齢者 65 歳以上 75 歳未満の高齢者のことです。 

た行 

た 団塊の世代 戦後の主に 1947 年（昭和 22 年）から 1949 年（昭和 24 年）までの間

に生まれた世代のことをいい，この世代の出生数・出生率は前後のどの世

代よりも高くなっています。 

団塊ジュニア世代 1971（昭和 46）年～1974（昭和 49）年に生まれた世代のことをいい,団

塊の世代の子ども世代に当たる。 

第１号被保険者 介護保険制度での 65 歳以上の人のこと。介護保険料の徴収方法は，原則

として年金から天引きされます。 

第２号被保険者 介護保険制度での 40 歳以上 65 歳未満の医療保険に加入している人のこ

と。介護保険の徴収方法は，被保険者が加入する公的医療保険（健康保険

や国民健康保険など）の保険料に上乗せして徴収されます。 
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ち 地域福祉 すべての人が人間としての尊厳を持ち，家庭や地域社会の中で，その人ら

しく安心して生活が送れるよう，行政や地域住民，団体等が協力し合い，

共に生き支え合う地域社会をつくることをいいます。 

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 

定員が 29 人以下の特別養護老人ホームにおいて，入浴，排泄，食事など

の介護や機能訓練，療養上の世話を行う介護保険のサービスをいいます。 

地域包括支援センター 介護保険法で定められた，地域住民の保健・福祉・医療の向上，虐待防止，

介護予防マネジメントなどを総合的に行う機関のことです。 

チームオレンジ 地域で把握した認知症の方の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と認

知症サポーター等の支援者をつなぐ仕組みです。 

中核機関 
判断能力が十分でない人が後見人などによる適切な支援を速やかに受け

られるよう，関係機関や専門職による地域連携ネットワークを構築するた

め，その調整を行います。 

て デジタルサイネージ 屋外・店頭・公共空間・交通機関など，あらゆる場所で，ディスプレイな

どの電子的な表示機器を使って情報を発信するメディアを総称して「デジ

タルサイネージ」と呼びます。 

と 特定健康診査 糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として，メタ

ボリックシンドロームに着目し，生活習慣の改善が必要な人を早期に見つ

けるため，各医療保険者に実施が義務付けられた健康診査のこと。40歳か

ら74歳までの被保険者及びその被扶養者を対象に行われます。 

特定施設入居者生活介

護 

有料老人ホームなどにおいて，要介護（要支援）認定者に対し，入浴・排

せつ・食事等の介護や機能訓練を行う介護保険のサービスをいいます。 

事業者が自ら介護を行う「一般型」と，事業者はケアプランの作成等の業

務を行い，介護を他の事業所に委託する「外部サービス利用型」がありま

す。 

特定保健指導 
特定健康診査の結果により，生活習慣病の発症リスクが高い人に対して，

生活習慣を改善するために行われる保健指導のこと。保健指導に関する専

門的知識及び技術を有する保健師，管理栄養士等が行います。 

な行 

に 認知症カフェ 認知症の人やその家族が，地域の認知症に関心のある人や専門職の人と相

互に情報を共有し，お互いを理解し合う場をいいます。 

認知症高齢者の日常生

活自立度 

認知症高齢者の心身の状況を判断する目安として使用されている基準で

あり，Ⅰ（ほぼ自立）・Ⅱａ・Ⅱｂ・Ⅲａ・Ⅲｂ・Ⅳ・Ｍ（専門医療を必

要とする）及び正常の８ランクに分かれています。 

認知症サポーター 「認知症サポーター養成講座」を受講し，認知症について正しく理解し，

認知症の人やその家族を見守り，支援する人をいいます。 
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認知症サポーター養成

講座 

地域住民，職域，学校，広域の団体・企業の従事者などを対象に，認知症

の症状，診断・治療，認知症の人と接するときの心構え等を講義する講座

をいいます。認知症について正しく理解し，認知症の人やその家族を見守

り，支援する認知症サポーターを養成します。 

認知症ひとり歩きＳＯ

Ｓネットワーク 

認知症などによるひとり歩きの事故を未然に防ぐために，警察のみなら

ず，幅広く市民が参加するひとり歩き高齢者などの捜索・発見・通報・保

護や見守りに関するネットワークを市及び広域的な体制として構築し，機

能させていく組織をいいます。 

は行 

は 8050 問題 80 代の親が 50 代の子の生活を支える社会問題のことです。高齢化やひ

きこもりの長期化が背景にあり，特に親の身体的，精神的，経済的負担が

大きくなります。 

ひ 避難行動要支援者 

 

災害が発生し，又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難すること

が困難な人で，円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する人

をいいます。 

避難支援プラン（個別

計画） 

災害時の避難支援等を実施するための，避難行動要支援者ごとに作成する

計画をいいます。 

ふ 福祉を高める会 福山市社会福祉協議会が，小地域で福祉活動を進めていく組織をいい，小

学校区単位に「学区・地区の福祉を高める会」を，自治会（町内会）単位

に「福祉会」を組織しています。さらに，学区・地区の福祉を高める会と

協働して活動する「学区・地区のボランティアの会」を組織し，地域ぐる

みの活動を展開しています。 

福山市地域福祉計画 社会福祉法に基づき，地域住民等による地域福祉の推進のため，分野ごと

の様々な福祉施策を横につないで総合的に対応できる仕組みづくりを定

め，社会福祉に関する活動を行う者同士のネットワークの構築など，地域

で暮らす人の困りごとや福祉の問題について，地域全体で連携し取り組む

ための考え方や方策を示した福山市の計画をいいます。 

福山市福祉・介護人材

確保等総合支援協議会 

福祉・介護人材の安定的な確保・育成・定着に向け，福山市社会福祉協 

議会が主体となり，行政や介護事業者，職能団体，教育・介護職員養成 

機関，地域・福祉関係団体，ハローワークと協働して進めるために設置 

されたものです。 

福山市フレイル質問票 後期高齢者の健康状態やフレイル状態を把握し，早期にフレイル予防の取

組や専門機関の支援につなげるため，「後期高齢者の質問票」(厚労省作

成)15項目にフレイルの認知度を問う項目を追加した16項目の質問票の

ことをいいます。 

ふれあいプラザ 高齢者の保養と健康の増進を図り，併せて地域社会の福祉の向上に寄与す

ることを目的とした施設をいいます。教養のための研修会・講習会などの

開催やレクリエーションのための便宜の供与等を行っています。中学校区

に１か所を基本に，市内に 31 か所設置しています。 
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フレイル 加齢に伴って筋力や心身の活力が低下し，「健康」と「要介護」の中間の

虚弱な状態にあることをいいます。予防の取組により，健康な状態を取り

戻すことができます。 

ほ ポリファーマシー 複数を意味する「ポリ」と調剤を意味する「ファーマシー」を合わせた言

葉で，「多剤服用」ともいいます。単に服用する薬剤数が多いことではな

く，ふらつき・食欲低下等の副作用や健康上の問題である有害事象が起こ

ることをいいます。 

ま行 

み 見守り支援員 福山市社会福祉協議会が派遣する「見守り支援員インストラクター」によ

る講座を受講し，見守り活動の意義・高齢者などとの接し方・関係機関と

の連携などについて正しく理解し，見守り活動に協力する人をいいます。 

民生委員 民生委員法に基づき厚生労働大臣から委嘱される民間の奉仕者をいい，児

童福祉法に基づく児童委員を兼ねています。地域福祉の向上のため，援助

を必要とする人の生活状況の把握，相談・助言，情報提供や援助活動，市

町村や社会福祉協議会への協力を行うことを職務としています。 

や行 

や ヤングケアラー 本来は大人がやるべき家事や家族の世話（ケア）を日常的に行っている 18

歳未満の子どものことを指します。 

ゆ 有料老人ホーム 高齢者が民間事業者と契約して入居し，食事など日常生活に必要なサービ

スを受ける施設をいいます。①介護付き（介護保険の特定施設入居者生活

介護の指定を受け，施設による介護を受ける），②住宅型（介護保険の訪

問介護など外部からのサービスを利用する），③健康型（介護が必要となっ

たら退去する），の３種類があります。 

ユニバーサルデザイン 年齢・性別・身体・言語など人々が持つ様々な特性や違いを超えて，でき

るだけすべての人が利用しやすい，すべての人に配慮した環境・建物・製

品等のデザインをしていこうという考え方をいいます。 

養護老人ホーム 老人福祉法に基づく老人福祉施設の一種で，環境上の理由及び経済的理由

により自宅において生活することが困難な 65 歳以上の人を市町村の措置

により入所させ，養護するとともに，その人が自立した日常生活を営み，

社会的活動に参加するための必要な指導及び訓練その他の援助を行うこ

とを目的とした施設です。 

ら行 

ろ 老人クラブ 60 歳以上の高齢者が，仲間づくりや地域奉仕活動のために集まり運営し

ている自主的な組織をいいます。 

老人大学 学び続けたいと願う高齢者のために，おおむね 60 歳以上を対象に開校し

ています。生涯学習の場を提供し，高齢者の生きがいや健康づくりを支援

しています。 
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老人福祉センター 老人福祉法に基づく老人福祉施設の一種で，高齢者の各種相談に応じると

ともに，健康の増進，教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総

合的に供与する施設をいいます。市内に５か所設置しています。 

ローズネットシート 病院から在宅移行の際に病院と在宅との情報共有・連携を図り，質の高い

ケアを継続する目的で在宅緩和ケア地域連携シート（通称：ローズネット

シート）作成しています。 

アルファベット 

Ａ ＡＣＰ 「アドバンス・ケア・プランニング（Advance Care Planning）」の略で，

もしものときのために，望む治療やケアについて，前もって考え，繰り返

し話し合いを行い，共有する取組みをいいます。愛称を「人生会議」とい

います。 

Ｉ ＩＣＴ 

 

「情報通信技術（Information and Communication Technology）」の

略で，通信技術を活用したコミュニケーションを指し，インターネットの

ような通信技術を利用した産業やサービスなどの総称です。 

Ｑ ＱＯＬ 

 

「クオリティ・オブ・ライフ（Quality of Life）」の略で，快適な生活の

必要条件であり，人が日常生活を営む上で必要とされる満足感，幸福感，

安定感などの様々な要因の質のことをいいます。 

Ｓ ＳＤＧｓ 「Ｓustainable Ｄevelopment Ｇoals（持続可能な開発目標）」の略称

で，国連加盟 193 か国が令和 12 年（2030 年）までに達成するための目

標として，平成 27 年（2015 年）９月の国連サミットで採択されたもの

であり，包括的な 17 のゴール（目標）とその下位目標である 169 のター

ゲットにより構成されるものです。 

我が国においても，「ＳＤＧｓアクションプラン 2023」が策定され，豊

かで活力のある「誰一人取り残さない」社会を実現するため，一人ひとり

の保護と能力強化に焦点を当てた「人間の安全保障」の理念に基づき，世

界の「国づくり」と「人づくり」に貢献していくこととされ，地方自治体

においてもＳＤＧｓに向けた取組が求められています。 
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